
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用

の額の算定に関する基準

発令　　：平成18年9月29日号外厚生労働省告示第523号

最終改正：令和8年3月31日号外こども家庭庁・厚生労働省告示第7号

改正内容：令和8年3月31日号外こども家庭庁・厚生労働省告示第5号[令和8年6月1日]

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準

〔平成十八年九月二十九日号外厚生労働省告示第五百二十三号〕

障害者自立支援法〔現行＝障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律＝平成二四年六月法律五一号により題名改正〕（平

成十七年法律第百二十三号）第二十九条第三項〔平成二二年一二月法律七一号により全部改正〕及び第三十条第二項〔平成二二年一二月法律

七一号により全部改正〕並びに附則第二十二条第四項〔平成二二年一二月法律七一号により全部改正〕の規定に基づき、障害者自立支援法に

基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準を次のように定め、別表第１２の８及び

第１３の９以外については平成十八年十月一日から、別表第１２の８及び第１３の９については平成十九年四月一日から適用し、障害者自立

支援法に基づく指定障害福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年厚生労働省告示第百

六十九号）は、平成十八年九月三十日限り廃止する。ただし、平成十八年九月三十日以前に提供された指定障害福祉サービス又は基準該当障

害福祉サービスに要する費用の額の算定については、なお従前の例による。

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準

一　指定障害福祉サービス等（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成十七年法律第百二十三号。以下「法」と

いう。）第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービス等をいう。以下同じ。）及び基準該当障害福祉サービス（法第三十条第一項第二

号に掲げる基準該当障害福祉サービスをいう。以下同じ。）に要する費用の額は、別表介護給付費等単位数表第１、第３、第４、第７及び第

８により算定する単位数に別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める一単位の単価を乗じて得た額、同表第２、第６及び第９から第

１５までにより算定する単位数に別に厚生労働大臣が定める一単位の単価を乗じて得た額又は同表第５により算定する単位数に十円を乗じ

て得た額を算定するものとする。

二　前号の規定により、指定障害福祉サービス等又は基準該当障害福祉サービスに要する費用の額を算定した場合において、その額に一円未

満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てて算定するものとする。

前　文〔抄〕〔平成一八年一二月二二日厚生労働省告示第六六〇号〕

平成十八年十二月二十三日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成一九年六月二九日厚生労働省告示第二二七号〕

平成十九年七月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二〇年三月三一日厚生労働省告示第一九一号〕

平成二十年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二〇年七月一日厚生労働省告示第三五八号〕

平成二十年七月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二一年三月三〇日厚生労働省告示第一五九号〕

平成二十一年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二一年七月一五日厚生労働省告示第三六三号〕

平成二十一年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二三年九月二二日厚生労働省告示第三三一号〕

平成二十三年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二四年三月一四日厚生労働省告示第一二一号〕

平成二十四年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二四年三月三〇日厚生労働省告示第二四五号〕

平成二十四年四月一日から適用する。



前　文〔抄〕〔平成二四年九月五日厚生労働省告示第四九八号〕

公布の日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二五年一月一八日厚生労働省告示第六号〕

平成二十五年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二五年三月二九日厚生労働省告示第一〇三号〕

平成二十五年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二五年七月一一日厚生労働省告示第二三七号〕

平成二十五年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二六年三月三一日厚生労働省告示第一四二号〕

平成二十六年四月一日から適用する。ただし、整備法附則第六条第一項の規定によりなお従前の例によることとされた同法第二条の規定に

よる改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第二十条第一項又は第二十四条第一項の申請を行った者に係るこ

の告示による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉

サービスに要する費用の額の算定に関する基準（以下「新基準」という。）の規定の適用については、新基準別表第一中「障害支援区分に係る

市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成２６年厚生労働省令第５号。以下「区分省令」という。）第１条第２号」とある

のは「障害程度区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令の全部を改正する省令（平成２６年厚生労働省令第５号）

による改正前の障害程度区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成１８年厚生労働省令第４０号。以下「区分

省令」という。）第２条第１号」と、「第１条第３号」とあるのは「第２条第２号」とし、新基準別表第二中「第１条第５号」とあるのは「第

２条第４号」と、「第１条第４号」とあるのは「第２条第３号」と、「第１条第７号」とあるのは「第２条第６号」とし、新基準別表第五中

「第１条第６号」とあるのは「第２条第５号」とし、この告示の適用の日において、この告示による改正前の障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（以下

「旧基準」という。）別表第１の２の（２）に該当する者は、新基準別表第１の２の（２）に該当する者と、旧基準別表第２の１の注１の

（１）から（３）までのいずれにも該当する者は、区分省令第一条第五号に掲げる区分４以上に該当し、かつ新基準別表第２の１の注１の

（１）又は（２）のいずれかに該当する者と、旧基準別表第３の１の注１の（２）に該当する者は、新基準別表第３の１の注１の（２）に該

当する者とみなす。

前　文〔抄〕〔平成二七年三月二七日厚生労働省告示第一五三号〕

平成二十七年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二八年三月三一日厚生労働省告示第一六六号〕

平成二十八年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成二九年三月二八日厚生労働省告示第九二号〕

平成二十九年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成三〇年三月二二日厚生労働省告示第八二号〕

平成三十年四月一日から適用する。ただし、同年三月三十一日において現に法第五条第四項に規定する同行援護に係る法第十九条第一項に

規定する支給決定を受けている障害者に対して、同行援護に係る法第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービス又は法第三十条第一項第

二号に規定する基準該当障害福祉サービスを行った場合には、この告示による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（以下「旧基準」という。）別

表第３の１（注３及び注４を除く。）の規定については、当該支給決定に係る支給決定の有効期間（法第二十三条に規定する支給決定の有効期

間をいう。）内に限り、なおその効力を有するものとし、旧基準別表第３の１の注３又は注４に該当するものは、この告示による改正後の障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額

の算定に関する基準（以下「新基準」という。）別表第３の１の注３に該当するものとみなす。この場合において、旧基準第３の１のイの（１）

中「２５６単位」とあるのは「２５７単位」と、同イの（２）中「４０５単位」とあるのは「４０６単位」と、同イの（３）中「５８９単位」

とあるのは「５９１単位」と、同イの（４）中「６７２単位」とあるのは「６７４単位」と、同イの（５）中「７５５単位」とあるのは「７

５８単位」と、同イの（６）中「８３９単位」とあるのは「８４２単位」と、同イの（７）中「９２２単位」とあるのは「９２５単位」と、

同１のロの（２）中「１９９単位」とあるのは「２００単位」と、同ロの（３）中「２７８単位」とあるのは「２７９単位」と、同ロの（４）

中「３４８単位」とあるのは「３４９単位」とし、新基準第３の１の注３中「ただし、別に厚生労働大臣が定める者」とあるのは「ただし、

指定居宅介護等の提供に当たる者として厚生労働大臣が定めるもの（平成１８年厚生労働省告示第５３８号。以下「居宅介護従業者基準」と

いう。）第１条第４号、第９号、第１４号又は第１９号に掲げる者であって、視覚障害を有する身体障害者又は障害児の福祉に関する事業（直

接処遇に限る。）に１年以上従事した経験を有するもの（以下「視覚障害関係事業経験者」という。）又は居宅介護従業者基準第１条第６号に



掲げる者（同号の規定により同号に該当する者としてみなされるものに限る。）」と、「１００分の９０」とあるのは「１００分の９０（視覚障

害関係事業経験者が身体介護を伴う指定同行援護を行った場合にあっては、１００分の７０）」とする。

前　文〔抄〕〔平成三〇年三月三一日厚生労働省告示第一九四号〕

平成三十年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔平成三一年三月二五日厚生労働省告示第八七号〕

平成三十一年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和二年三月三一日厚生労働省告示第一六〇号〕

令和二年四月一日から適用する。

附　則〔令和三年三月二三日厚生労働省告示第八七号抄〕

（施行期日）

第一条　この告示は、令和三年四月一日から施行する。

（福祉・介護職員処遇改善加算に係る経過措置）

第二条　令和三年三月三十一日において現に第一条の規定による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費等単位数表（次条におい

て「旧介護給付費等単位数表」という。）第１の５の注のニ若しくはホ、第２の６の注のニ若しくはホ、第３の５の注のニ若しくはホ、第４

の５の注のニ若しくはホ、第５の６の注のニ若しくはホ、第６の１４の注のニ若しくはホ、第７の１３の注のニ若しくはホ、第８の３の注

のニ若しくはホ、第９の１４の注のニ若しくはホ、第１０の９の注のニ若しくはホ、第１１の１３の注のニ若しくはホ、第１２の１６の注

のニ若しくはホ、第１３の１５の注のニ若しくはホ、第１４の１７の注のニ若しくはホ若しくは第１５の９の注のニ若しくはホ、第二十条

の規定による改正前の児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児通所給付費

等単位数表（次条において「旧障害児通所給付費等単位数表」という。）第１の１３の注のニ若しくはホ、第２の１０の注のニ若しくはホ、

第３の１１の注のニ若しくはホ、第４の４の注のニ若しくはホ若しくは第５の３の注のニ若しくはホ又は第二十一条の規定による改正前の

児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児入所給付費単位数表（次条において「旧障害児入所給付

費単位数表」という。）第１の１０の注のニ若しくはホ若しくは第２の６の注のニ若しくはホに係る届出を行っている事業所又は施設であっ

て、第一条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準

該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費等単位数表（以下「新介護給付費等単位数表」という。）第１の

５の注、第２の６の注、第３の５の注、第４の５の注、第５の６の注、第６の１４の注、第７の１４の注、第８の３の注、第９の１４の

注、第１０の９の注、第１１の１３の注、第１２の１６の注、第１３の１５の注、第１４の１７の注若しくは第１５の９の注、第二十条の

規定による改正後の児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児通所給付費等

単位数表（以下「新障害児通所給付費等単位数表」という。）第１の１３の注、第２の１０の注、第３の１１の注、第４の４の注若しくは第

５の３の注又は第二十一条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定入所支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児入所給

付費単位数表（以下「新障害児入所給付費単位数表」という。）第１の１０の注若しくは第２の６の注に係る届出を行っていないものにおけ

る福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)及び福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)の算定については、令和四年三月三十一日までの間は、なお従前の

例によることができる。この場合において、福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)及び福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅴ)の算定に当たっては、新

介護給付費等単位数表、新障害児通所給付費等単位数表又は新障害児入所給付費単位数表の規定により算定した福祉・介護職員処遇改善加

算(Ⅲ)を用いることとする。

（福祉・介護職員処遇改善特別加算に係る経過措置）

第三条　令和三年三月三十一日において現に旧介護給付費等単位数表第１の６の注、第２の７の注、第３の６の注、第４の６の注、第５の７

の注、第６の１５の注、第７の１４の注、第８の４の注、第９の１５の注、第１０の１０の注、第１１の１４の注、第１２の１７の注、第

１３の１６の注、第１４の１８の注若しくは第１５の１０の注、旧障害児通所給付費等単位数表第１の１４の注、第２の１１の注、第３の

１２の注、第４の５の注若しくは第５の４の注又は旧障害児入所給付費単位数表第１の１１の注若しくは第２の７の注に係る届出を行って

いる事業所又は施設であって、新介護給付費等単位数表第１の５の注、第２の６の注、第３の５の注、第４の５の注、第５の６の注、第６

の１４の注、第７の１４の注、第８の３の注、第９の１４の注、第１０の９の注、第１１の１３の注、第１２の１６の注、第１３の１５の

注、第１４の１７の注若しくは第１５の９の注、新障害児通所給付費等単位数表第１の１３の注、第２の１０の注、第３の１１の注、第４

の４の注若しくは第５の３の注又は新障害児入所給付費単位数表第１の１０の注若しくは第２の６の注に係る届出を行っていないものにお

ける福祉・介護職員処遇改善特別加算の算定については、令和四年三月三十一日までの間は、なお従前の例によることができる。この場合

において、旧介護給付費等単位数表第６の１５の注、第１１の１４の注、第１３の１６の注及び第１４の１８の注中「単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の９に相当する単位数）」とあるのは「単位数」と、旧介護給付費等単位数表第７の１４の注中「１２」と



あるのは「１３」と、「単位数（指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所（単独型事業所を除く。）において行う場合に

ついては１０００分の８に相当する単位数、指定共同生活援助事業所（単独型事業所を除く。）及び日中サービス支援型指定共同生活援助事

業所（単独型事業所を除く。）において行う場合については１０００分の１０に相当する単位数、外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所（単独型事業所を除く。）において行う場合については１０００分の２３に相当する単位数、単独型事業所において行う場合については１

０００分の６に相当する単位数）」とあるのは「単位数」と、「１３」とあるのは「１４」と、旧介護給付費等単位数表第１０の１０の注中

「１０００分の８（指定障害者支援施設にあっては、１０００分の９に相当する単位数）」とあるのは「１０００分の８」と、旧介護給付費

等単位数表第１２の１７の注中「１５の４」とあるのは「１５の５」とする。

（ピアサポート実施加算等に係る経過措置）

第四条　この告示の施行の日（以下「施行日」という。）から令和六年三月三十一日までの間は、新介護給付費等単位数表第１４の８の２の注

の規定の適用については、「に限る。」とあるのは「に限る。）又はこれに準ずるものとして都道府県知事が認める研修（」と、「者を指定就労

継続支援Ｂ型事業所等の従業者として２名以上（当該２名以上のうち１名は障害者等とする。）」とあるのは「障害者等を指定就労継続支援

Ｂ型事業所等の従業者として」と、「者のいずれか」とあるのは「者」とする。

（基本報酬に係る経過措置）

第十四条　令和三年九月三十日までの間は、新介護給付費等単位数表第１の１のイからホまで、第２の１のイ及びロ、第３の１のイからトま

で、第４の１のイからタまで、第５の１のイ及びロ、第６の１のイからニまで、第７の１のイからホまで、第８の１のイからハまで、第９

の１のイからホまで、第１０の１のイからニまで、第１１の１のイからヘまで、第１２の１のイ及びロ、第１３の１のイ及びロ、第１４の

１のイからホまで、第１４の２の１のイからハまで、第１４の３の１のイ及びロ、第１５の１のイからニまで、第１５の１の２のイからニ

まで、第１５の１の２の２のイからホまで並びに第１５の１の３のイからニまで、新障害児通所給付費等単位数表第１の１のイからトま

で、第２の１のイからニまで、第３の１のイからホまで、第４の１及び第５の１、新障害児入所給付費単位数表第１の１のイからホまで及

び第２の１のイからニまで、第二十二条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定

地域相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表地域相談支援給付費単位数表第１の１のイからハまで並びに第２の１のイ及びロ、

第二十三条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定計画相談支援に要する費用の

額の算定に関する基準別表計画相談支援給付費単位数表１のイ及びロ並びに第二十四条の規定による改正後の児童福祉法に基づく指定障害

児相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表障害児相談支援給付費単位数表１のイ及びロについて、それぞれの所定単位数の千分

の千一に相当する単位数を算定する。

前　文〔抄〕〔令和三年三月三一日厚生労働省告示第一六二号〕

令和三年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和四年三月二三日厚生労働省告示第七九号〕

令和四年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和四年三月三一日厚生労働省告示第一二八号〕

令和四年四月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和四年七月一三日厚生労働省告示第二三一号〕

令和四年十月一日から適用する。

附　則〔令和五年三月三一日厚生労働省告示第一六七号抄〕

（適用期日）

第一条　この告示は、令和五年四月一日から適用する。

（経過措置）

第二条　この告示の適用前にこの告示による改正前のそれぞれの告示の規定により厚生労働大臣が行った行為は、この告示の適用後は、この

告示による改正後のそれぞれの告示の相当規定により相当の国の機関がした行為とみなす。

附　則〔令和六年三月一五日こども家庭庁・厚生労働省告示第三号抄〕

沿革

令和　七年　三月三一日号外こども家庭庁・厚生労働省告示第四号〔障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律等の一部を改正する法律の施行に伴うこども家庭庁・厚生労働省関係告示の整理に関する告示及び

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害

福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部を改正する告示の一部を改正する告示二条による改正〕

（適用期日）

第一条　この告示は、令和六年四月一日から適用する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。



一　第二条〔中略〕の規定　令和六年六月一日

二　第三条〔中略〕の規定　令和七年十月一日

（業務継続計画未策定減算に係る経過措置）

第二条　令和七年三月三十一日までの間は、第一条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費等単位数表（以下「第一

条改正後介護給付費等単位数表」という。）の第１の１の注１７、第２の１の注１４、第３の１の注１２、第４の１の注１１、第５の１の注

１１、第６の１の注９、第７の１の注１５の４、第８の１の注９、第９の１の注６、第１０の１の注４の４、第１１の１の注６の４、第１

２の１の注７、第１３の１の注６、第１４の１の注１３、第１４の２の１の注５、第１４の３の１の注１０、第１５の１の注６、第１５の

１の２の注９及び第１５の１の２の２の注６並びに第二十一条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定計画相談支援に要する費用の額の算定に関する基準別表計画相談支援給付費単位数表１の注１０の規定は適用しな

い。ただし、第一条改正後介護給付費等単位数表第５の療養介護サービス費、第６の生活介護サービス費、第７の短期入所サービス費、第

９の施設入所支援サービス費、第１０の機能訓練サービス費、第１１の生活訓練サービス費、第１２の就労移行支援サービス費、第１３の

就労継続支援Ａ型サービス費、第１４の就労継続支援Ｂ型サービス費又は第１５の１の共同生活援助サービス費、１の２の日中サービス支

援型共同生活援助サービス費若しくは１の２の２の外部サービス利用型共同生活援助サービス費を算定している事業所又は施設が、感染症の

予防及びまん延の防止のための指針及び非常災害に関する具体的計画を策定していない場合は、この限りでない。

２　令和九年三月三十一日までの間は、第三条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費等単位数表第１１の２の１の

注４の規定は適用しない。

（食事提供体制加算に関する経過措置）

第三条　令和六年九月三十日までの間、第一条改正後介護給付費等単位数表第６の１０、第７の８、第１０の６、第１１の７、第１２の７、

第１３の７及び第１４の７の規定の適用については、これらの規定中「次の（１）から（３）までのいずれにも」とあるのは「次の（２）

及び（３）のいずれにも」とする。

（福祉・介護職員等処遇改善加算に係る経過措置）

第六条　〔一項略〕

２　〔略〕

３　令和六年五月三十一日において現に福祉・介護職員処遇改善加算（第二条の規定による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付

費等単位数表（以下「旧介護給付費等単位数表」という。）第１の５、第２の６、第３の５、第４の５、第５の６、第６の１４、第７の１

４、第８の３、第９の１４、第１０の９、第１１の１３、第１２の１６、第１３の１５、第１４の１７、第１４の２の７、第１４の３の１

１及び第１５の９の福祉・介護職員処遇改善加算をいう。）を算定しており、かつ、福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算（旧介護給付

費等単位数表第１の７、第２の８、第３の７、第４の７、第５の８、第６の１６、第７の１６、第８の５、第９の１６、第１０の１１、第

１１の１５、第１２の１８、第１３の１７、第１４の１９、第１４の２の９、第１４の３の１３及び第１５の１１の福祉・介護職員等ベー

スアップ等支援加算をいう。以下この項において同じ。）を算定していない事業者又は施設が、令和八年三月三十一日までの間において、福

祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅳ)まで（第二条の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費等単位数表第１の

５、第２の６、第３の５、第４の５、第５の６、第６の１４、第７の１４、第８の３、第９の１４、第１０の９、第１１の１３、第１２の

１６、第１３の１５、第１４の１７、第１４の２の７、第１４の３の１１及び第１５の９の福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅳ)まで

をいう。）のいずれかを算定する場合には、当該事業所又は施設が仮に福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算を算定した場合に算定する

ことが見込まれる額の三分の二以上を福祉・介護職員その他の職員の基本給又は決まって支払われる手当に充てる福祉・介護職員その他の

職員の賃金（退職手当を除く。）の改善を実施しなければならない。

附　則〔令和七年三月三一日こども家庭庁・厚生労働省告示第二号〕

（適用期日）

１　この告示は、令和八年四月一日から適用する。

（経過措置）

２　この告示の適用の日前にこの告示による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サ

ービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律に基づく指定計画相談支援に要する費用の額の算定に関する基準（以下「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための



法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準等」という。）の規定により行わ

れ、同日以後に都道府県知事又は市町村長（特別区の区長を含む。）に受理された届出については、この告示による改正後の障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に

関する基準等の規定により行われた届出とみなす。

附　則〔令和七年三月三一日こども家庭庁・厚生労働省告示第四号〕

この告示は、告示の日から適用する。

附　則〔令和七年九月二四日こども家庭庁・厚生労働省告示第七号〕

この告示は、令和七年十月一日から適用する。

附　則〔令和七年九月三〇日こども家庭庁・厚生労働省告示第八号〕

この告示は、令和七年十月一日から適用する。

前　文〔抄〕〔令和八年三月一三日こども家庭庁・厚生労働省告示第一号〕

令和八年四月一日から適用する。

附　則〔令和八年三月三一日こども家庭庁・厚生労働省告示第四号抄〕

（施行期日）

１　この告示は、令和九年四月一日から適用する。

附　則〔令和八年三月三一日こども家庭庁・厚生労働省告示第五号〕

（適用期日）

第一条　この告示は、令和八年六月一日から適用する。ただし、第一条の規定は、令和八年四月一日から施行する。

（就労継続支援Ｂ型サービス費に係る経過措置）

第二条　第二条の規定による改正前の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基

準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準別表介護給付費等単位数表（以下「旧介護給付費等単位数表」という。）第１

４の１の就労継続支援Ｂ型サービス費の算定を受けたことがある事業所又は施設（以下「事業所等」という。）であって、令和六年度におけ

る旧介護給付費等単位数表第１４の１に掲げる区分（以下「区分」という。）（令和六年度に旧介護給付費等単位数表第１４の１の注９によ

り平均工賃月額が一万円未満の場合とみなして所定単位数を算定していた事業所等については令和七年度における区分とし、令和六年四月以

降に旧介護給付費等単位数表第１４の１の注９ただし書により指定を受けた日から六月間における平均工賃月額に応じて所定単位数を算定

していた事業所等については当該算定を開始した月における区分とする。）が令和五年度における区分と同じである事業所等又は令和五年度

における区分より低下している事業所等における就労継続支援Ｂ型サービス費の算定については、なお従前の例によることができる。

前　文〔抄〕〔令和八年三月三一日こども家庭庁・厚生労働省告示第七号〕

令和八年四月一日から適用する。

別表

介護給付費等単位数表

第１　居宅介護

１　居宅介護サービス費

イ　居宅における身体介護が中心である場合

（１）　所要時間３０分未満の場合２５６単位

（２）　所要時間３０分以上１時間未満の場合４０４単位

（３）　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合５８７単位

（４）　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合６６９単位

（５）　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合７５４単位

（６）　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合８３７単位

（７）　所要時間３時間以上の場合　９２１単位に所要時間３時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８３単位を加算した単位数

ロ　通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である場合

（１）　所要時間３０分未満の場合２５６単位

（２）　所要時間３０分以上１時間未満の場合４０４単位

（３）　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合５８７単位



（４）　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合６６９単位

（５）　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合７５４単位

（６）　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合８３７単位

（７）　所要時間３時間以上の場合　９２１単位に所要時間３時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８３単位を加算した単位数

ハ　家事援助が中心である場合

（１）　所要時間３０分未満の場合１０６単位

（２）　所要時間３０分以上４５分未満の場合１５３単位

（３）　所要時間４５分以上１時間未満の場合１９７単位

（４）　所要時間１時間以上１時間１５分未満の場合２３９単位

（５）　所要時間１時間１５分以上１時間３０分未満の場合２７５単位

（６）　所要時間１時間３０分以上の場合　３１１単位に所要時間１時間３０分から計算して所要時間１５分を増すごとに３５単位を加

算した単位数

ニ　通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である場合

（１）　所要時間３０分未満の場合１０６単位

（２）　所要時間３０分以上１時間未満の場合１９７単位

（３）　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合２７５単位

（４）　所要時間１時間３０分以上の場合　３４５単位に所要時間１時間３０分から計算して所要時間３０分を増すごとに６９単位を加

算した単位数

ホ　通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合１０２単位

注１　イ、ニ及びホについては、区分１（障害支援区分に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する命令（平成２６年厚

生労働省令第５号。以下「区分命令」という。）第１条第２号に掲げる区分１をいう。以下同じ。）以上（障害児にあっては、これ

に相当する支援の度合とする。注３において同じ。）に該当する利用者（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「指

定障害福祉サービス基準」という。）第２条第１号に掲げる利用者をいう。以下同じ。）に対して、指定障害福祉サービス基準第５

条第１項に規定する指定居宅介護事業所（以下「指定居宅介護事業所」という。）の従業者（同項に規定する従業者をいう。）、指定

障害福祉サービス基準第４３条の２に規定する共生型居宅介護（以下「共生型居宅介護」という。）の事業を行う事業所（以下「共

生型居宅介護事業所」という。）の従業者（同条第１号の規定により置くべき従業者をいう。）又は指定障害福祉サービス基準第４

４条第１項に規定する基準該当居宅介護事業所（以下「基準該当居宅介護事業所」という。）の従業者（同項に規定する従業者をい

う。）（以下「居宅介護従業者」という。）が、指定障害福祉サービス基準第４条第１項に規定する指定居宅介護（以下「指定居宅介

護」という。）、共生型居宅介護又は指定障害福祉サービス基準第４４条第１項に規定する基準該当居宅介護（以下「基準該当居宅

介護」という。）（以下「指定居宅介護等」という。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

２　ロについては、次の（１）及び（２）のいずれにも該当する支援の度合（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）にあ

る利用者に対して、通院等介助（通院等又は官公署（国、都道府県及び市町村の機関、外国公館（外国の大使館、公使館、領事館

その他これに準ずる施設をいう。）並びに指定地域移行支援事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２７号。以下「指定相談基準」とい

う。）第３条に規定する指定地域移行支援事業所をいう。）、指定地域定着支援事業所（指定相談基準第４０条において準用する指定

相談基準第３条に規定する指定地域定着支援事業所をいう。）、指定特定相談支援事業所（障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律に基づく指定計画相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２８号）第３条

第１項に規定する指定特定相談支援事業所をいう。）及び指定障害児相談支援事業所（児童福祉法に基づく指定障害児相談支援の事

業の人員及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第２９号）第３条第１項に規定する指定障害児相談支援事業所をいう。））

への移動（公的手続又は障害福祉サービスの利用に係る相談のために利用する場合に限る。以下単に「通院等」という。）のための

屋内外における移動等の介助又は通院先等での受診等の手続、移動等の介助をいう。注６及び注８において同じ。）（身体介護を伴

う場合）が中心である指定居宅介護等を行った場合に、所定単位数を算定する。

（１）　区分２（区分命令第１条第３号に掲げる区分２をいう。以下同じ。）以上に該当していること。

（２）　区分命令別表第一における次の(一)から(五)までに掲げる項目のいずれかについて、それぞれ(一)から(五)までに掲げる状態

のいずれか一つに認定されていること。

(一)　歩行　「全面的な支援が必要」



(二)　移乗　「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

(三)　移動　「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

(四)　排尿　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

(五)　排便　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

３　ハについては、区分１以上に該当する利用者のうち、単身の世帯に属する利用者又は家族若しくは親族（以下「家族等」とい

う。）と同居している利用者であって、当該家族等の障害、疾病等の理由により、当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困

難であるものに対して、家事援助（調理、洗濯、掃除等の家事の援助であって、これを受けなければ日常生活を営むのに支障が生

ずる利用者に対して行われるものをいう。注７において同じ。）が中心である指定居宅介護等を行った場合に、所定単位数を算定す

る。

４　居宅介護従業者が、指定居宅介護等を行った場合に、現に要した時間ではなく、居宅介護計画（指定障害福祉サービス基準第２

６条第１項（指定障害福祉サービス基準第４３条の４及び第４８条第１項において準用する場合を含む。）に規定する居宅介護計画

をいう。以下同じ。）に位置付けられた内容の指定居宅介護等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

５　イについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、居宅における身体介護（入浴、排せつ、食事等の介護を

いう。以下この注５において同じ。）が中心である指定居宅介護等を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、次の（１）又

は（２）に掲げる場合にあっては、所定単位数に代えて、それぞれ（１）又は（２）に掲げる単位数を算定する。

（１）　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が居宅における身体介護が中心である指定居宅介護等を行った場合　所

定単位数の１００分の７０に相当する単位数

（２）　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が居宅における身体介護が中心である指定居宅介護等を行った場合　次

の(一)又は(二)に掲げる所要時間に応じ、それぞれ(一)又は(二)に掲げる単位数

(一)　所要時間３時間未満の場合　第２の１に規定する所定単位数

(二)　所要時間３時間以上の場合　６３８単位に所要時間３時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８６単位を加算した単

位数

６　ロについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居

宅介護等を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、次の（１）又は（２）に掲げる場合にあっては、所定単位数に代え

て、それぞれ（１）又は（２）に掲げる単位数を算定する。

（１）　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居宅介護等を行

った場合　所定単位数の１００分の７０に相当する単位数

（２）　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が通院等介助（身体介護を伴う場合）が中心である指定居宅介護等を行

った場合　次の(一)又は(二)に掲げる所要時間に応じ、それぞれ(一)又は(二)に掲げる単位数

(一)　所要時間３時間未満の場合　第２の１に規定する所定単位数

(二)　所要時間３時間以上の場合　６３８単位に所要時間３時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８６単位を加算した単

位数

７　ハについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、家事援助が中心である指定居宅介護等を行った場合に、

所定単位数を算定する。ただし、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が家事援助が中心である指定居宅介護等を行

った場合にあっては、所定単位数に代えて、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定する。

８　ニについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、通院等介助（身体介護を伴わない場合）が中心である指

定居宅介護等を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、通院等介

助（身体介護を伴わない場合）が中心である指定居宅介護等を行った場合にあっては、所定単位数に代えて、所定単位数の１００

分の９０に相当する単位数を算定する。

９　ホについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、通院等のため、自らの運転する車両への乗車又は降車の

介助を行うとともに、併せて、乗車前若しくは降車後の屋内外における移動等の介助又は通院先での受診等の手続、移動等の介助

を行った場合に、１回につき所定単位数を算定する。ただし、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、通院等のた

めの乗車又は降車の介助が中心である指定居宅介護等を行った場合にあっては、所定単位数に代えて、所定単位数の１００分の９

０に相当する単位数を算定する。

９の２　指定居宅介護事業所、共生型居宅介護事業所又は基準該当居宅介護事業所（以下「指定居宅介護事業所等」という。）の所在

する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定居宅介護事業所等と同一の建物（以下この注において「同一

敷地内建物等」という。）に居住する利用者（指定居宅介護事業所等における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上



居住する建物に居住する者を除く。）又は指定居宅介護事業所等における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建

物（同一敷地内建物等を除く。）に居住する者に対して、指定居宅介護等を行った場合は、所定単位数に代えて、所定単位数の１０

０分の９０に相当する単位数を算定し、指定居宅介護事業所等における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に５０人以上居住

する建物に居住する者に対して、指定居宅介護等を行った場合は、所定単位数に代えて、所定単位数の１００分の８５に相当する単

位数を算定する。

１０　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める要件を満たす場合であって、同時に２人の居宅介護従業者が１人の利用者に

対して指定居宅介護等を行った場合に、それぞれの居宅介護従業者が行う指定居宅介護等につき所定単位数を算定する。

１１　夜間（午後６時から午後１０時までの時間をいう。以下同じ。）又は早朝（午前６時から午前８時までの時間をいう。以下同

じ。）に指定居宅介護等を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を所定単位数に加算

し、深夜（午後１０時から午前６時までの時間をいう。以下同じ。）に指定居宅介護等を行った場合にあっては、１回につき所定単

位数の１００分の５０に相当する単位数を所定単位数に加算する。

１２　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事（地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」という。）又は同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中

核市」という。）にあっては、指定都市又は中核市の市長。以下同じ。）に対してこども家庭庁支援局長及び厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長（以下「障害保健福祉部長」という。）が定める様式による届出を行った指定居宅介護事業所又は共生型居宅介

護事業所が、指定居宅介護又は共生型居宅介護を行った場合にあっては、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位

数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。

（１）　特定事業所加算(Ⅰ)所定単位数の１００分の２０に相当する単位数

（２）　特定事業所加算(Ⅱ)所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（３）　特定事業所加算(Ⅲ)所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（４）　特定事業所加算(Ⅳ)所定単位数の１００分の５に相当する単位数

１３　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定居宅介護事業所等の居宅介護従業者

が指定居宅介護等を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

１４　イ及びロについては、利用者又はその家族等からの要請に基づき、指定居宅介護事業所等のサービス提供責任者（指定障害福

祉サービス基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者をいう。以下同じ。）が居宅介護計画の変更を行い、当該指定居宅介護

事業所等の居宅介護従業者が当該利用者の居宅介護計画において計画的に訪問することとなっていない指定居宅介護等を緊急に行

った場合にあっては、利用者１人に対し、１月につき２回を限度として、１回につき１００単位を加算する。

１５　注１４の加算が算定されている指定居宅介護事業所等が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合して

いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った

場合に、更に１回につき所定単位数に５０単位を加算する。

１６　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分

の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１７　指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項（指定障害福祉サービス基準第４３条の４及び第４８条第１項において準用す

る場合を含む。）に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算す

る。

１８　指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項（指定障害福祉サービス基準第４３条の４において準用する場合を

含む。）に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１９　指定障害福祉サービス基準第４０条の２（指定障害福祉サービス基準第４３条の４及び第４８条第１項において準用する場合

を含む。）に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

２０　利用者が居宅介護以外の障害福祉サービスを受けている間（第１５の１の注２又は１の２の注３若しくは注４の適用を受けて

いる間（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に限る。）を除く。）又は障害

児通所支援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援をいう。以下同じ。）若し

くは障害児入所支援（同法第７条第２項に規定する障害児入所支援をいう。以下同じ。）を受けている間は、居宅介護サービス費

は、算定しない。

２　初回加算２００単位



注　指定居宅介護事業所等において、新規に居宅介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定居

宅介護等を行った日の属する月に指定居宅介護等を行った場合又は当該指定居宅介護事業所等のその他の居宅介護従業者が初回若しく

は初回の指定居宅介護等を行った日の属する月に指定居宅介護等を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に、１月につき所定

単位数を加算する。

３　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第５条第１項に規定する指定居宅介護事業者又は共生型居宅介護の事業を行う者が、指定障害福祉サービ

ス基準第２２条（指定障害福祉サービス基準第４３条の４において準用する場合を含む。）に規定する利用者負担額合計額の管理を行っ

た場合に、１月につき所定単位数を加算する。

４　喀痰吸引等支援体制加算１００単位
かくたん

注　指定居宅介護事業所等において、喀痰吸引等（社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第２条第２項に規定する喀
かくたん かく

痰吸引等をいう。以下同じ。）が必要な者に対して、登録特定行為事業者（同法附則第２７条第２項において準用する同法第１９条に規
たん

定する登録特定行為事業者をいう。以下同じ。）の認定特定行為業務従事者（同法附則第１０条第１項に規定する認定特定行為業務従事

者をいう。以下同じ。）が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の注１２の（１）の特定事業所
かくたん

加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

４の２　福祉専門職員等連携加算５６４単位

注　利用者に対して、指定居宅介護事業所等のサービス提供責任者が、サービス事業所（法第３６条第１項に規定するサービス事業所をい

う。第２の５の２及び第１４の２の１において同じ。）、指定障害者支援施設等（法第３４条第１項に規定する指定障害者支援施設等を

いう。以下同じ。）、医療機関等の社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、理学療法士、公認心理師その他の国家資格を有する者

（以下この４の２において「社会福祉士等」という。）に同行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該社会福祉

士等と共同して行い、かつ、居宅介護計画を作成した場合であって、当該社会福祉士等と連携し、当該居宅介護計画に基づく指定居宅

介護等を行ったときは、初回の指定居宅介護等が行われた日から起算して９０日の間、３回を限度として、１回につき所定単位数を加算

する。

５　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府

県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定居宅介護事業所等

（国、独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年法律第１６７号）第１１条第１号の規定により独立行政法

人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの園」という。）又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を

除く。）が、利用者に対し、指定居宅介護等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４４６に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４５６に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４３１に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４４１に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の３７６に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の３０２に相当する単位数

第２　重度訪問介護

１　重度訪問介護サービス費

イ　重度訪問介護の中で居宅における入浴、排せつ又は食事の介護等及び外出（通勤、営業活動等の経済活動に係る外出、通年かつ長期

にわたる外出及び社会通念上適当でない外出を除く。以下この第２、第３及び第４において同じ。）時における移動中の介護を行った場

合

（１）　所要時間１時間未満の場合１８６単位

（２）　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合２７７単位

（３）　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合３６９単位

（４）　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合４６１単位

（５）　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合５５３単位

（６）　所要時間３時間以上３時間３０分未満の場合６４４単位



（７）　所要時間３時間３０分以上４時間未満の場合７３６単位

（８）　所要時間４時間以上８時間未満の場合　８２１単位に所要時間４時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８５単位を加算

した単位数

（９）　所要時間８時間以上１２時間未満の場合　１，５０５単位に所要時間８時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８５単位

を加算した単位数

（１０）　所要時間１２時間以上１６時間未満の場合　２，１８４単位に所要時間１２時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８

１単位を加算した単位数

（１１）　所要時間１６時間以上２０時間未満の場合　２，８３４単位に所要時間１６時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８

６単位を加算した単位数

（１２）　所要時間２０時間以上２４時間未満の場合　３，５２０単位に所要時間２０時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８

０単位を加算した単位数

ロ　医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５第１項に規定する病院、同条第２項に規定する診療所若しくは同法第２条第１項に

規定する助産所又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第２８項に規定する介護老人保健施設若しくは同条第２９項に規定

する介護医療院（以下「病院等」という。）に入院又は入所をしている障害者に対して、重度訪問介護の中で病院等における意思疎通の

支援その他の必要な支援を行った場合

（１）　所要時間１時間未満の場合１８６単位

（２）　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合２７７単位

（３）　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合３６９単位

（４）　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合４６１単位

（５）　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合５５３単位

（６）　所要時間３時間以上３時間３０分未満の場合６４４単位

（７）　所要時間３時間３０分以上４時間未満の場合７３６単位

（８）　所要時間４時間以上８時間未満の場合　８２１単位に所要時間４時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８５単位を加算

した単位数

（９）　所要時間８時間以上１２時間未満の場合　１，５０５単位に所要時間８時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８５単位

を加算した単位数

（１０）　所要時間１２時間以上１６時間未満の場合　２，１８４単位に所要時間１２時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８

１単位を加算した単位数

（１１）　所要時間１６時間以上２０時間未満の場合　２，８３４単位に所要時間１６時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８

６単位を加算した単位数

（１２）　所要時間２０時間以上２４時間未満の場合　３，５２０単位に所要時間２０時間から計算して所要時間３０分を増すごとに８

０単位を加算した単位数

注１　イについては、区分４（区分命令第１条第５号に掲げる区分４をいう。以下同じ。）以上に該当し、次の（１）又は（２）のいず

れかに該当する利用者に対して、重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス（指定障害福祉サービス基準第２条第９号に規定する指

定障害福祉サービスをいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「指定重度訪問介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所

（以下「指定重度訪問介護事業所」という。）に置かれる従業者、共生型重度訪問介護（指定障害福祉サービス基準第４３条の３に

規定する共生型重度訪問介護をいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「共生型重度訪問介護事業者」という。）が当該事業を行

う事業所（以下「共生型重度訪問介護事業所」という。）に置かれる従業者又は重度訪問介護に係る基準該当障害福祉サービス（指

定障害福祉サービス基準第２条第１４号に規定する基準該当障害福祉サービスをいう。以下同じ。）の事業を行う者（以下「基準該

当重度訪問介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「基準該当重度訪問介護事業所」という。）に置かれる従業者

（以下「重度訪問介護従業者」という。）が、居宅又は外出時において重度訪問介護に係る指定障害福祉サービス（以下「指定重度

訪問介護」という。）、共生型重度訪問介護又は重度訪問介護に係る基準該当障害福祉サービス（以下「指定重度訪問介護等」とい

う。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

（１）　次の(一)及び(二)のいずれにも該当していること。

(一)　二肢以上に麻痺等があること。

(二)　区分命令別表第一における次の（ａ）から（ｄ）までに掲げる項目について、それぞれ（ａ）から（ｄ）までに掲げる状態

のいずれか一つに認定されていること。



（ａ）　歩行　「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

（ｂ）　移乗　「見守り等の支援が必要」、「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

（ｃ）　排尿　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

（ｄ）　排便　「部分的な支援が必要」又は「全面的な支援が必要」

（２）　別に厚生労働大臣が定める基準を満たしていること。

２　イについては、平成１８年９月３０日において現に日常生活支援（この告示による廃止前の障害者自立支援法に基づく指定障害

福祉サービス及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第１６９号）別表

介護給付費等単位数表（（２）において「旧介護給付費等単位数表」という。）の１の注５に規定する日常生活支援をいう。以下同

じ。）の支給決定（法第１９条第１項に規定する支給決定をいう。以下同じ。）を受けている利用者のうち、次の（１）又は（２）

のいずれにも該当する者に対して、指定重度訪問介護等を行った場合に、障害支援区分の認定が効力を有する期間内に限り、所定単

位数を算定する。

（１）　区分３（区分命令第１条第４号に掲げる区分３をいう。以下同じ。）以上に該当していること。

（２）　日常生活支援及び旧介護給付費等単位数表の５の注１に規定する指定外出介護等の支給量（法第２２条第４項に規定する支

給量をいう。）の合計が１２５時間を超えていること。

２の２　ロについては、注１の（１）又は（２）に掲げる者であって、区分４以上に該当し、かつ、病院等へ入院又は入所をする前

から重度訪問介護を受けていた利用者に対して、当該利用者との意思疎通を図ることができる重度訪問介護従業者が、当該病院等と

連携し、病院等において指定重度訪問介護等を行った場合に、入院又は入所をした病院等において利用を開始した日から起算し

て、９０日以内の期間に限り、所定単位数を算定する。ただし、９０日を超えた期間に行われた場合であっても、入院又は入所を

している間引き続き支援することが必要であると市町村が認めた利用者に対しては、所定単位数に代えて、所定単位数の１００分の

８０に相当する単位数を算定できるものとする。

３　指定重度訪問介護等を行った場合に、現に要した時間ではなく、重度訪問介護計画（指定障害福祉サービス基準第４３条第１

項、第４３条の４及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第２６条の規定により作成する計画をいう。以

下同じ。）に位置付けられた内容の指定重度訪問介護等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

４　別に厚生労働大臣が定める者が、指定重度訪問介護等を行った場合に、所定単位数を算定する。

５　別に厚生労働大臣が定める者が、注１の（１）に掲げる者であって第８の１の注１に規定する利用者の支援の度合に相当する支援

の度合にある者につき、指定重度訪問介護等を行った場合に、所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算

する。

６　別に厚生労働大臣が定める者が、区分６（区分命令第１条第７号に掲げる区分６をいう。以下同じ。）に該当する者につき、指定

重度訪問介護等を行った場合に、所定単位数の１００分の８．５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

７　別に厚生労働大臣が定める要件を満たす場合であって、同時に２人の重度訪問介護従業者が１人の利用者に対して指定重度訪問

介護等を行った場合に、それぞれの重度訪問介護従業者が行う指定重度訪問介護等につき所定単位数を算定する。ただし、別に厚

生労働大臣が定める要件を満たす場合は、それぞれの重度訪問介護従業者が行う指定重度訪問介護等につき、所要時間１２０時間

以内に限り、所定単位数に代えて、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定する。

８　夜間又は早朝に指定重度訪問介護等を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を所定

単位数に加算し、深夜に指定重度訪問介護等を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の５０に相当する単位数

を所定単位数に加算する。

９　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定重度訪問介護事業所又は共生型重度訪問介護事業所において、指定重度訪問介護又は共生型重度訪問介護を行った場合に

あっては、当該基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加

算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　特定事業所加算(Ⅰ)所定単位数の１００分の２０に相当する単位数

（２）　特定事業所加算(Ⅱ)所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（３）　特定事業所加算(Ⅲ)所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

１０　別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定重度訪問介護事業所、共生型重度訪問介護事業所又は基準

該当重度訪問介護事業所（以下「指定重度訪問介護事業所等」という。）の重度訪問介護従業者が、指定重度訪問介護等を行った場

合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。



１１　利用者又はその家族等からの要請に基づき、指定重度訪問介護事業所等のサービス提供責任者が重度訪問介護計画の変更を行

い、当該指定重度訪問介護事業所等の重度訪問介護従業者が当該利用者の重度訪問介護計画において計画的に訪問することとなっ

ていない指定重度訪問介護等を緊急に行った場合にあっては、利用者１人に対し、１月につき２回を限度として、１回につき１０

０単位を加算する。

１２　注１１の加算が算定されている指定重度訪問介護事業所等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、

都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１回につき所定単位数に５０

単位を加算する。

１３　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分

の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１４　指定障害福祉サービス基準第４３条第１項、第４３条の４及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第

３３条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算す

る。

１５　指定障害福祉サービス基準第４３条第１項又は第４３条の４において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項

又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１６　指定障害福祉サービス基準第４３条第１項、第４３条の４及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第

４０条の２に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１７　利用者が重度訪問介護又は療養介護以外の障害福祉サービスを受けている間（第１５の１の注２又は１の２の注３若しくは注

４の適用を受けている間（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に限る。）を

除く。）は、重度訪問介護サービス費は、算定しない。

２　移動介護加算

イ　所要時間１時間未満の場合１００単位

ロ　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合１２５単位

ハ　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合１５０単位

ニ　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合１７５単位

ホ　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合２００単位

ヘ　所要時間３時間以上の場合２５０単位

注１　利用者に対して、外出時における移動中の介護を行った場合に、現に要した時間ではなく、重度訪問介護計画に位置付けられた

内容の外出時における移動中の介護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める要件を満たす場合であって、同時に２人の重度訪問介護従業者が１人の利用者に対して移動中の介護

を行った場合に、それぞれの重度訪問介護従業者が行う移動中の介護につき所定単位数を加算する。ただし、別に厚生労働大臣が

定める要件を満たす場合は、それぞれの重度訪問介護従業者が行う指定重度訪問介護等につき、所定単位数に代えて、所定単位数

の１００分の９０に相当する単位数を算定する。

２の２　移動介護緊急時支援加算２４０単位

注　重度訪問介護従業者が、利用者を自らの運転する車両に乗車させて走行する場合であって、外出時における移動中の介護を行う一環

として、当該利用者からの要請等に基づき、当該車両を駐停車して、喀痰吸引、体位交換その他の必要な支援を緊急に行った場合にあっ
かくたん

ては、利用者１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。

３　初回加算２００単位

注　指定重度訪問介護事業所等において、新規に重度訪問介護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回

の指定重度訪問介護等を行った日の属する月に指定重度訪問介護等を行った場合又は当該指定重度訪問介護事業所等のその他の重度訪

問介護従業者が初回若しくは初回の指定重度訪問介護等を行った日の属する月に指定重度訪問介護等を行った際にサービス提供責任者

が同行した場合に、１月につき所定単位数を加算する。

４　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定重度訪問介護事業者又は共生型重度訪問介護事業者が、指定障害福祉サービス基準第４３条第１項又は第４３条の４において準

用する指定障害福祉サービス基準第２２条に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

５　喀痰吸引等支援体制加算１００単位
かくたん



注　指定重度訪問介護事業所等において、喀痰吸引等が必要な者に対して、登録特定行為事業者の認定特定行為従事者が、喀痰吸引等を行
かくたん かくたん

った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のロ又は１の注９の（１）の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は、算

定しない。

５の２　行動障害支援連携加算５８４単位

注　利用者に対して、指定重度訪問介護事業所等のサービス提供責任者が、サービス事業所又は指定障害者支援施設等の従業者であって支

援計画シート及び支援手順書（第４の１及び４の２において「支援計画シート等」という。）を作成した者（以下この５の２において

「作成者」という。）に同行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該作成者と共同して行い、かつ、重度訪問介

護計画を作成した場合であって、当該作成者と連携し、当該重度訪問介護計画に基づく指定重度訪問介護等を行ったときは、初回の指

定重度訪問介護等が行われた日から起算して３０日の間、１回を限度として、所定単位数を加算する。

５の３　入院時支援連携加算３００単位

注　医療法第１条の５第１項に規定する病院又は同条第２項に規定する診療所に入院する前から指定重度訪問介護等を受けていた利用者

が当該病院又は診療所に入院するに当たり、指定重度訪問介護事業所等の職員が当該病院又は診療所を訪問し、当該利用者に係る必要

な情報の提供及び当該病院又は診療所と当該指定重度訪問介護事業所等が連携して入院時の支援を行うために必要な調整を行った場合

に、１回を限度として所定単位数を加算する。

６　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事又は市町村長に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度訪問介護事業所等（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構

が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定重度訪問介護等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定

単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から５の３までにより算定した単位数の１０００分の３７２に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から５の３までにより算定した単位数の１０００分の３８２に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から５の３までにより算定した単位数の１０００分の３５７に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から５の３までにより算定した単位数の１０００分の３６７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から５の３までにより算定した単位数の１０００分の３０２に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から５の３までにより算定した単位数の１０００分の２４８に相当する単位数

第３　同行援護

１　同行援護サービス費

イ　所要時間３０分未満の場合１９１単位

ロ　所要時間３０分以上１時間未満の場合３０２単位

ハ　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合４３６単位

ニ　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合５０１単位

ホ　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合５６６単位

ヘ　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合６３２単位

ト　所要時間３時間以上の場合　６９７単位に所要時間３時間から計算して所要時間３０分を増すごとに６６単位を加算した単位数

注１　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準を満たしている利用者に対して、同行援護（外出時において、当該利用者に

同行し、移動に必要な情報の提供（代筆・代読を含む。）、移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他の当該利用者の外出時に必

要な援助を行うことをいう。以下同じ。）に係る指定障害福祉サービスの事業を行う者（３において「指定同行援護事業者」とい

う。）が当該事業を行う事業所（以下「指定同行援護事業所」という。）に置かれる従業者又は同行援護に係る基準該当障害福祉サ

ービスの事業を行う者が当該事業を行う事業所（以下「基準該当同行援護事業所」という。）に置かれる従業者（以下「同行援護従

業者」という。）が同行援護に係る指定障害福祉サービス（以下「指定同行援護」という。）又は同行援護に係る基準該当障害福祉

サービス（以下「指定同行援護等」という。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

２　指定同行援護等を行った場合に、現に要した時間ではなく、同行援護計画（指定障害福祉サービス基準第４３条第２項及び第４

８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第２６条の規定により作成する計画をいう。以下同じ。）に位置付けられた

内容の指定同行援護等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

３　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、指定同行援護等を行った場合に所定単位数を算定する。ただし、別にこ

ども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が指定同行援護等を行った場合にあっては、所定単位数に代えて、所定単位数の１０



０分の９０に相当する単位数を算定する。

４　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準を満たしている利用

者に対して、指定同行援護等を行った場合に、所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

４の２　区分３（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）に該当する利用者につき、指定同行援護等を行った場合に、所定

単位数の１００分の２０に相当する単位数を所定単位数に加算する。

４の３　区分４以上（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）に該当する利用者につき、指定同行援護等を行った場合に、

所定単位数の１００分の４０に相当する単位数を所定単位数に加算する。

５　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める要件を満たす場合であって、同時に２人の同行援護従業者が１人の利用者に対

して指定同行援護等を行った場合に、それぞれの同行援護従業者が行う指定同行援護等につき所定単位数を算定する。

６　夜間又は早朝に指定同行援護等を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する単位数を所定単位

数に加算し、深夜に指定同行援護等を行った場合にあっては、１回につき所定単位数の１００分の５０に相当する単位数を所定単

位数に加算する。

７　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及

び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定同行援護事業所において、指定同行援護を行った場合にあっては、当該

基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　特定事業所加算(Ⅰ)　所定単位数の１００分の２０に相当する単位数

（２）　特定事業所加算(Ⅱ)　所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（３）　特定事業所加算(Ⅲ)　所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（４）　特定事業所加算(Ⅳ)　所定単位数の１００分の５に相当する単位数

８　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定同行援護事業所又は基準該当同行援護

事業所（以下「指定同行援護事業所等」という。）の同行援護従業者が指定同行援護等を行った場合にあっては、１回につき所定単

位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

９　利用者又はその家族等からの要請に基づき、指定同行援護事業所等のサービス提供責任者が同行援護計画の変更を行い、当該指

定同行援護事業所等の同行援護従業者が当該利用者の同行援護計画において計画的に訪問することとなっていない指定同行援護等

を緊急に行った場合にあっては、利用者１人に対し、１月につき２回を限度として、１回につき１００単位を加算する。

１０　注９の加算が算定されている指定同行援護事業所等が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい

るものとして、都道府県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場

合に、更に１回につき所定単位数に５０単位を加算する。

１１　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分

の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　指定障害福祉サービス基準第４３条第２項及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１

項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１３　指定障害福祉サービス基準第４３条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定

する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１４　指定障害福祉サービス基準第４３条第２項及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規

定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１５　利用者が同行援護以外の障害福祉サービスを受けている間又は障害児通所支援若しくは障害児入所支援を受けている間は、同

行援護サービス費は、算定しない。

２　初回加算２００単位

注　指定同行援護事業所等において、新規に同行援護計画を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定同

行援護等を行った日の属する月に指定同行援護等を行った場合又は当該指定同行援護事業所等のその他の同行援護従業者が初回若しく

は初回の指定同行援護等を行った日の属する月に指定同行援護等を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に、１月につき所定

単位数を加算する。

３　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定同行援護事業者が、指定障害福祉サービス基準第４３条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条に規定する

利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。



４　喀痰吸引等支援体制加算１００単位
かくたん

注　指定同行援護事業所等において、喀痰吸引等が必要な者に対して、登録特定行為事業者の認定特定行為従事者が、喀痰吸引等を行った
かくたん かくたん

場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の注７の（１）の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

５　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府

県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定同行援護事業所等

（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定同行援護等を行った場合に、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から４までにより算定した単位数の１０００分の４４６に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から４までにより算定した単位数の１０００分の４５６に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から４までにより算定した単位数の１０００分の４３１に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から４までにより算定した単位数の１０００分の４４１に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から４までにより算定した単位数の１０００分の３７６に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から４までにより算定した単位数の１０００分の３０２に相当する単位数

第４　行動援護

１　行動援護サービス費

イ　所要時間３０分未満の場合２８８単位

ロ　所要時間３０分以上１時間未満の場合４３７単位

ハ　所要時間１時間以上１時間３０分未満の場合６１９単位

ニ　所要時間１時間３０分以上２時間未満の場合７６２単位

ホ　所要時間２時間以上２時間３０分未満の場合９０５単位

ヘ　所要時間２時間３０分以上３時間未満の場合１，０４７単位

ト　所要時間３時間以上３時間３０分未満の場合１，１９１単位

チ　所要時間３時間３０分以上４時間未満の場合１，３３４単位

リ　所要時間４時間以上４時間３０分未満の場合１，４７９単位

ヌ　所要時間４時間３０分以上５時間未満の場合１，６２３単位

ル　所要時間５時間以上５時間３０分未満の場合１，７６４単位

ヲ　所要時間５時間３０分以上６時間未満の場合１，９０４単位

ワ　所要時間６時間以上６時間３０分未満の場合２，０４６単位

カ　所要時間６時間３０分以上７時間未満の場合２，１９２単位

ヨ　所要時間７時間以上７時間３０分未満の場合２，３４０単位

タ　所要時間７時間３０分以上の場合２，４８５単位

注１　次の（１）及び（２）のいずれにも該当する支援の度合（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）にある利用者に対し

て、行動援護（当該利用者が居宅内や外出時における危険を伴う行動を予防又は回避するために必要な援護等をいう。以下同じ。）

に係る指定障害福祉サービスの事業を行う者（３において「指定行動援護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定

行動援護事業所」という。）に置かれる従業者又は行動援護に係る基準該当障害福祉サービスの事業を行う者が当該事業を行う事業

所（以下「基準該当行動援護事業所」という。）に置かれる従業者（以下「行動援護従業者」という。）が行動援護に係る指定障害

福祉サービス（以下「指定行動援護」という。）又は行動援護に係る基準該当障害福祉サービス（以下「指定行動援護等」という。）

を行った場合に、所定単位数を算定する。

（１）　区分３以上に該当していること。

（２）　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準を満たしていること。

２　指定行動援護等を行った場合に、現に要した時間ではなく、行動援護計画（指定障害福祉サービス基準第４３条第２項及び第４

８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第２６条の規定により作成する計画をいう。）及び支援計画シート等（以下

「行動援護計画等」という。）に位置付けられた内容の指定行動援護等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。



２の２　指定行動援護等の提供に当たって、支援計画シート等が作成されていない場合、所定単位数の１００分の９５に相当する単

位数を算定する。

３　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、指定行動援護等を行った場合に、所定単位数を算定する。

４　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める要件を満たす場合であって、同時に２人の行動援護従業者が１人の利用者に対

して指定行動援護等を行った場合に、それぞれの行動援護従業者が行う指定行動援護等につき所定単位数を算定する。

５　行動援護サービス費は、１日１回のみの算定とする。

６　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及

び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定行動援護事業所において、指定行動援護を行った場合にあっては、当該

基準に掲げる区分に従い、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい

る場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

（１）　特定事業所加算(Ⅰ)所定単位数の１００分の２０に相当する単位数

（２）　特定事業所加算(Ⅱ)所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（３）　特定事業所加算(Ⅲ)所定単位数の１００分の１０に相当する単位数

（４）　特定事業所加算(Ⅳ)所定単位数の１００分の５に相当する単位数

７　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定行動援護事業所又は基準該当行動援護

事業所（以下「指定行動援護事業所等」という。）の行動援護従業者が指定行動援護等を行った場合にあっては、１回につき所定単

位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

８　利用者又はその家族等からの要請に基づき、指定行動援護事業所等のサービス提供責任者が行動援護計画等の変更を行い、当該

指定行動援護事業所等の行動援護従業者が当該利用者の行動援護計画等において計画的に訪問することとなっていない指定行動援

護等を緊急に行った場合にあっては、利用者１人に対し、１月につき２回を限度として、１回につき１００単位を加算する。

９　注８の加算が算定されている指定行動援護事業所等が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして、都道府県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合

に、更に１回につき所定単位数に５０単位を加算する。

１０　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分

の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１１　指定障害福祉サービス基準第４３条第２項及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１

項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　指定障害福祉サービス基準第４３条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定

する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１３　指定障害福祉サービス基準第４３条第２項及び第４８条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規

定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１４　利用者が行動援護以外の障害福祉サービスを受けている間又は障害児通所支援若しくは障害児入所支援を受けている間は、行

動援護サービス費は、算定しない。

２　初回加算２００単位

注　指定行動援護事業所等において、新規に行動援護計画等を作成した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回の指定

行動援護等を行った日の属する月に指定行動援護等を行った場合又は当該指定行動援護事業所等のその他の行動援護従業者が初回若し

くは初回の指定行動援護等を行った日の属する月に指定行動援護等を行った際にサービス提供責任者が同行した場合に、１月につき所

定単位数を加算する。

３　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定行動援護事業者が、指定障害福祉サービス基準第４３条第２項において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条に規定する

利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

４　喀痰吸引等支援体制加算１００単位
かくたん

注　指定行動援護事業所等において、喀痰吸引等が必要な者に対して、登録特定行為事業者の認定特定行為従事者が、喀痰吸引等を行った
かくたん かくたん

場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の注６の（１）の特定事業所加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

４の２　行動障害支援指導連携加算２７３単位



注　支援計画シート等を作成した者（以下この４の２において「作成者」という。）が、指定重度訪問介護事業所等のサービス提供責任者

に同行して利用者の居宅を訪問し、利用者の心身の状況等の評価を当該サービス提供責任者と共同して行い、かつ、当該サービス提供責

任者に対して、重度訪問介護計画を作成する上での必要な指導及び助言を行ったときは、指定重度訪問介護等に移行する日の属する月

（翌月に移行をすることが確実に見込まれる場合であって、移行する日が翌月の初日等であるときにあっては、移行をする日が属する月

の前月）につき１回を限度として、所定単位数を加算する。

５　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府

県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定行動援護事業所等

（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定行動援護等を行った場合に、当該基準に

掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次

に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４１１に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４２１に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の３９６に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の４０６に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の３４１に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から４の２までにより算定した単位数の１０００分の２７７に相当する単位数

第５　療養介護

１　療養介護サービス費（１日につき）

イ　療養介護サービス費

（１）　療養介護サービス費(Ⅰ)

(一)　利用定員が４０人以下９７４単位

(二)　利用定員が４１人以上６０人以下９４８単位

(三)　利用定員が６１人以上８０人以下９００単位

(四)　利用定員が８１人以上８６１単位

（２）　療養介護サービス費(Ⅱ)

(一)　利用定員が４０人以下７１０単位

(二)　利用定員が４１人以上６０人以下６７４単位

(三)　利用定員が６１人以上８０人以下６２５単位

(四)　利用定員が８１人以上５９５単位

（３）　療養介護サービス費(Ⅲ)

(一)　利用定員が４０人以下５６１単位

(二)　利用定員が４１人以上６０人以下５３２単位

(三)　利用定員が６１人以上８０人以下５０２単位

(四)　利用定員が８１人以上４８１単位

（４）　療養介護サービス費(Ⅳ)

(一)　利用定員が４０人以下４５２単位

(二)　利用定員が４１人以上６０人以下４１６単位

(三)　利用定員が６１人以上８０人以下３８５単位

(四)　利用定員が８１人以上３６６単位

（５）　療養介護サービス費(Ⅴ)

(一)　利用定員が４０人以下４５２単位

(二)　利用定員が４１人以上６０人以下４１６単位

(三)　利用定員が６１人以上８０人以下３８５単位

(四)　利用定員が８１人以上３６６単位



ロ　経過的療養介護サービス費

（１）　経過的療養介護サービス費(Ⅰ)

(一)　利用定員が４０人以下９１５単位

(二)　利用定員が４１人以上６０人以下９１１単位

(三)　利用定員が６１人以上８０人以下８８２単位

(四)　利用定員が８１人以上８４６単位

注１　イの（１）から（４）までについては、次の（１）から（４）までのいずれかに該当する利用者に対して、指定療養介護（指定障

害福祉サービス基準第４９条に規定する指定療養介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

（１）　区分６に該当し、気管切開を伴う人工呼吸器による呼吸管理を行っている者であること。

（２）　区分５（区分命令第１条第６号に掲げる区分５をいう。以下同じ。）以上に該当し、次の(一)から(四)までのいずれかに該当

する者であること。

(一)　進行性筋萎縮症に罹患している者又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している者（以下「重症心身障害者」と

いう。）であること。

(二)　児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成２４年厚生労働省告示

第１２２号）別表障害児通所給付費等単位数表第１の１の表（以下「スコア表」という。）の項目の欄に規定するいずれかの医

療行為を必要とする状態であって、スコア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、１６点以上であ

る者であること。

(三)　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた者であって、スコア表の項目の欄に規定するいずれかの医療行為を

必要とする状態であり、スコア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、８点以上であるものである

こと。

(四)　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた遷延性意識障害者であって、スコア表の項目の欄に規定するいずれ

かの医療行為を必要とする状態であり、スコア表のそれぞれの項目に係る基本スコア及び見守りスコアを合算し、８点以上で

あるものであること。

（３）　（１）及び（２）に掲げる者に準ずる者として、機能訓練、療養上の管理、看護及び医学的管理の下における介護その他必要

な医療並びに日常生活上の世話を要する障害者であって、常時介護を要するものであると市町村が認めたものであること。

（４）　平成２４年３月３１日において現に存する重症心身障害児施設（障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害

保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律（平成２２年法律第

７１号）第５条による改正前の児童福祉法（以下「旧児童福祉法」という。）第４３条の４に規定する重症心身障害児施設をい

う。以下同じ。）に入所した者又は指定医療機関（旧児童福祉法第７条第６項に規定する指定医療機関をいう。以下同じ。）に入

院した者であって、平成２４年４月１日以降指定療養介護事業所（指定障害福祉サービス基準第５０条第１項に規定する指定療

養介護事業所をいう。以下同じ。）を利用するものであること。

２　イの（５）については、別に厚生労働大臣が定める者であって、区分４以下に該当する者又は区分１から区分６までのいずれに

も該当しない者に対して、指定療養介護を行った場合に、所定単位数を算定する。

３　イの（１）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、区分６に該当する者が利用者（注２、注８又は注

９に定める者を除く。）の数の合計数の１００分の５０以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定療養介護の単位（指定療養介護であって、その提供が一又は複数の利用者に対して行われるものをい

う。以下同じ。）において、指定療養介護の提供を行った場合に、指定障害福祉サービス基準第６７条に規定する運営規程に定めら

れている利用定員（注４から注８まで及び４の注１及び注２において「利用定員」という。）に応じ、１日につき所定単位数を算定

する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の

９６５に相当する単位数を算定する。

４　イの（２）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定

める様式による届出を行った指定療養介護の単位において、指定療養介護の提供を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所

定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数

の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

５　イの（３）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定

める様式による届出を行った指定療養介護の単位において、指定療養介護の提供を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所



定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数

の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

６　イの（４）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定

める様式による届出を行った指定療養介護の単位において、指定療養介護の提供を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所

定単位数を算定する。

７　イの（５）については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定

める様式による届出を行った指定療養介護の単位において、指定療養介護の提供を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所

定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数

の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

８　ロの（１）については、平成２４年３月３１日において現に存する重症心身障害児施設又は指定医療機関から転換する指定療養

介護事業所の中で、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定療養介護の単位において、平成２４年３月３１日において現に存する重症心身障害児施設に入所した者

又は指定医療機関に入院した者であって、平成２４年４月１日以降指定療養介護事業所を利用するものに対して、指定療養介護の

提供を行った場合に、当分の間、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養

介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

９　イ又はロに掲げる療養介護サービス費の算定に当たって、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場合に、それぞれ（１）又

は（２）に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定療養介護の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第５８条の規定に従い、療養介護計画（同条第１項に規定する

療養介護計画をいう。）が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

１０　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分

の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１１　指定障害福祉サービス基準第７６条において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　指定障害福祉サービス基準第７６条において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定する基

準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１３　指定障害福祉サービス基準第７６条において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満たしていない

場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

２　地域移行加算５００単位

注　入院期間が１月を超えると見込まれる利用者の退院に先立って、指定障害福祉サービス基準第５０条の規定により指定療養介護事業

所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、当該利用者に対して、退院後の生活について相談援助を行い、かつ、当該利用者が退

院後生活する居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して退院後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービ

スについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、入院中２回を限度として所定単位数を加算し、当該利用者の退院後３０日以内に当

該利用者の居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退院後１回を限度として所定単位数を加算す

る。ただし、当該利用者が、退院後に他の社会福祉施設等に入所する場合にあっては、加算しない。

３　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１０単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)７単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)４単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第５０条第１項第３号又は附則第３条の規定により置くべき生活支援員（注２及び注

３において「生活支援員」という。）として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公

認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による

届出を行った指定療養介護事業所において、指定療養介護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師

である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行



った指定療養介護事業所において、指定療養介護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合におい

て、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定療養介護事業所において、指定療養介護を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この

場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　生活支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であること。

（２）　生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上であるこ

と。

４　人員配置体制加算

イ　人員配置体制加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が６１人以上８０人以下６単位

（２）　利用定員が８１人以上１７単位

ロ　人員配置体制加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が４０人以下１７０単位

（２）　利用定員が４１人以上６０人以下２００単位

（３）　利用定員が６１人以上８０人以下２２４単位

（４）　利用定員が８１人以上２３７単位

注１　イについては、１の注８に適合する指定療養介護の単位であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都

道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定療養介護の単位（平成２４年３月３１日において現に

存する重症心身障害児施設又は指定医療機関が指定療養介護事業所に転換する場合に限る。）において、平成２４年３月３１日にお

いて現に存する重症心身障害児施設に入所した者又は指定医療機関に入院した者であって、平成２４年４月１日以降指定療養介護

事業所を利用するものに対して、指定療養介護の提供を行った場合に、当分の間、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算

する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の

９６５に相当する単位数を加算する。

２　ロについては、１の注４に適合する指定療養介護の単位であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都

道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行ったもの（平成２４年３月３１日において現に存する重症心身

障害児施設又は指定医療機関から転換する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位に限る。）において、平成２４年３月３１日に

おいて現に存する重症心身障害児施設に入所した者又は指定医療機関に入院した者であって、平成２４年４月１日以降指定療養介

護事業所を利用するものに対して、指定療養介護の提供を行った場合に、当分の間、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加

算する。ただし、地方公共団体が設置する指定療養介護事業所の指定療養介護の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分

の９６５に相当する単位数を加算する。

５　障害福祉サービスの体験利用支援加算３００単位

注　指定療養介護事業所において指定療養介護を利用する利用者が、指定地域移行支援（指定相談基準第１条第１１号に規定する指定地

域移行支援をいう。以下同じ。）の障害福祉サービスの体験的な利用支援（指定相談基準第２２条に規定する障害福祉サービスの体験的

な利用支援をいう。以下同じ。）を利用する場合において、指定療養介護事業所に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）のいずれか

に該当する支援を行うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における介護等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者（法第５１条の１４第１項に規定する指定一般相談支援事

業者をいう。以下同じ。）との連絡調整その他の相談援助を行った場合

５の２　集中的支援加算１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、強度行動障害を有する者への支援に関し高度な専門性を有すると都道

府県知事が認めた者であって、地域において強度行動障害を有する者に係る支援を行うもの（以下「広域的支援人材」という。）を指定

療養介護事業所に訪問させ、又はテレビ電話装置その他の情報通信機器（以下「テレビ電話装置等」という。）を活用して、広域的支援

人材が中心となって集中的に支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を

限度として所定単位数を加算する。

６　福祉・介護職員等処遇改善加算



注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定療養介護事業所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）

が、利用者に対し、指定療養介護を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、

次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から５の２までにより算定した単位数の１０００分の１６４に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から５の２までにより算定した単位数の１０００分の１７１に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から５の２までにより算定した単位数の１０００分の１６２に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から５の２までにより算定した単位数の１０００分の１６９に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から５の２までにより算定した単位数の１０００分の１４３に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から５の２までにより算定した単位数の１０００分の１２６に相当する単位数

第６　生活介護

１　生活介護サービス費（１日につき）

イ　生活介護サービス費

（１）　利用定員が５人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６６６９単位

(二)　区分５５００単位

(三)　区分４３４７単位

(四)　区分３３１０単位

(五)　区分２以下２８３単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６８３６単位

(二)　区分５６２５単位

(三)　区分４４３４単位

(四)　区分３３８７単位

(五)　区分２以下３５３単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６１，００３単位

(二)　区分５７５０単位

(三)　区分４５２０単位

(四)　区分３４６５単位

(五)　区分２以下４２３単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６１，１７０単位

(二)　区分５８７５単位

(三)　区分４６０７単位

(四)　区分３５４３単位

(五)　区分２以下４９５単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，６２８単位

(二)　区分５１，２１８単位

(三)　区分４８４５単位

(四)　区分３７５５単位

(五)　区分２以下６８９単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合



(一)　区分６１，６７２単位

(二)　区分５１，２５０単位

(三)　区分４８６６単位

(四)　区分３７７５単位

(五)　区分２以下７０６単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，７３３単位

(二)　区分５１，３１２単位

(三)　区分４９２７単位

(四)　区分３８３７単位

(五)　区分２以下７６７単位

（２）　利用定員が６人以上１０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６６４９単位

(二)　区分５４８５単位

(三)　区分４３３６単位

(四)　区分３３０１単位

(五)　区分２以下２７４単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６８１２単位

(二)　区分５６０７単位

(三)　区分４４２０単位

(四)　区分３３７６単位

(五)　区分２以下３４３単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６９７４単位

(二)　区分５７２７単位

(三)　区分４５０４単位

(四)　区分３４５２単位

(五)　区分２以下４１１単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６１，１３６単位

(二)　区分５８４９単位

(三)　区分４５８８単位

(四)　区分３５２６単位

(五)　区分２以下４８０単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，５８０単位

(二)　区分５１，１８２単位

(三)　区分４８１９単位

(四)　区分３７３３単位

(五)　区分２以下６６８単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，６２２単位

(二)　区分５１，２１３単位



(三)　区分４８４０単位

(四)　区分３７５２単位

(五)　区分２以下６８５単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，６８４単位

(二)　区分５１，２７４単位

(三)　区分４９０１単位

(四)　区分３８１４単位

(五)　区分２以下７４６単位

（３）　利用定員が１１人以上２０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６５１７単位

(二)　区分５３８６単位

(三)　区分４２６８単位

(四)　区分３２３９単位

(五)　区分２以下２１８単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６６４６単位

(二)　区分５４８３単位

(三)　区分４３３５単位

(四)　区分３３００単位

(五)　区分２以下２７３単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６７７４単位

(二)　区分５５７８単位

(三)　区分４４０１単位

(四)　区分３３５８単位

(五)　区分２以下３２７単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６９０４単位

(二)　区分５６７６単位

(三)　区分４４６９単位

(四)　区分３４１９単位

(五)　区分２以下３８１単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，２５８単位

(二)　区分５９４１単位

(三)　区分４６５２単位

(四)　区分３５８３単位

(五)　区分２以下５３２単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，２９１単位

(二)　区分５９６６単位

(三)　区分４６６９単位

(四)　区分３５９８単位



(五)　区分２以下５４５単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，３５３単位

(二)　区分５１，０２７単位

(三)　区分４７３０単位

(四)　区分３６６０単位

(五)　区分２以下６０７単位

（４）　利用定員が２１人以上３０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４４９単位

(二)　区分５３３３単位

(三)　区分４２２８単位

(四)　区分３２０４単位

(五)　区分２以下１８５単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５７５単位

(二)　区分５４２７単位

(三)　区分４２９３単位

(四)　区分３２６２単位

(五)　区分２以下２３６単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６９０単位

(二)　区分５５１２単位

(三)　区分４３５１単位

(四)　区分３３１３単位

(五)　区分２以下２８４単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６８０５単位

(二)　区分５５９７単位

(三)　区分４４０９単位

(四)　区分３３６６単位

(五)　区分２以下３３２単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，１２０単位

(二)　区分５８３３単位

(三)　区分４５７０単位

(四)　区分３５１０単位

(五)　区分２以下４６３単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，１５０単位

(二)　区分５８５４単位

(三)　区分４５８４単位

(四)　区分３５２３単位

(五)　区分２以下４７５単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合



(一)　区分６１，２１１単位

(二)　区分５９１５単位

(三)　区分４６４６単位

(四)　区分３５８４単位

(五)　区分２以下５３６単位

（５）　利用定員が３１人以上４０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４４７単位

(二)　区分５３３１単位

(三)　区分４２２６単位

(四)　区分３２０３単位

(五)　区分２以下１８４単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５５８単位

(二)　区分５４１４単位

(三)　区分４２８４単位

(四)　区分３２５３単位

(五)　区分２以下２２９単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６７０単位

(二)　区分５４９７単位

(三)　区分４３４０単位

(四)　区分３３０５単位

(五)　区分２以下２７７単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６７８２単位

(二)　区分５５７９単位

(三)　区分４３９６単位

(四)　区分３３５５単位

(五)　区分２以下３２２単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，０８７単位

(二)　区分５８０８単位

(三)　区分４５５３単位

(四)　区分３４９５単位

(五)　区分２以下４５０単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，１１６単位

(二)　区分５８２９単位

(三)　区分４５６７単位

(四)　区分３５０７単位

(五)　区分２以下４６１単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，１７８単位

(二)　区分５８９０単位



(三)　区分４６２９単位

(四)　区分３５６８単位

(五)　区分２以下５２２単位

（６）　利用定員が４１人以上５０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４４５単位

(二)　区分５３２８単位

(三)　区分４２２４単位

(四)　区分３１９８単位

(五)　区分２以下１８１単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５５５単位

(二)　区分５４１０単位

(三)　区分４２８１単位

(四)　区分３２４７単位

(五)　区分２以下２２６単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６６６単位

(二)　区分５４９３単位

(三)　区分４３３７単位

(四)　区分３２９７単位

(五)　区分２以下２７１単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６７７８単位

(二)　区分５５７４単位

(三)　区分４３９３単位

(四)　区分３３４６単位

(五)　区分２以下３１６単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，０８２単位

(二)　区分５８００単位

(三)　区分４５４７単位

(四)　区分３４８３単位

(五)　区分２以下４４１単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，１１０単位

(二)　区分５８２１単位

(三)　区分４５６１単位

(四)　区分３４９５単位

(五)　区分２以下４５２単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，１７２単位

(二)　区分５８８２単位

(三)　区分４６２３単位

(四)　区分３５５６単位



(五)　区分２以下５１３単位

（７）　利用定員が５１人以上６０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４３１単位

(二)　区分５３１９単位

(三)　区分４２２１単位

(四)　区分３１９７単位

(五)　区分２以下１７８単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５３９単位

(二)　区分５３９８単位

(三)　区分４２７６単位

(四)　区分３２４５単位

(五)　区分２以下２２２単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６４７単位

(二)　区分５４７７単位

(三)　区分４３３０単位

(四)　区分３２９４単位

(五)　区分２以下２６６単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６７５４単位

(二)　区分５５５７単位

(三)　区分４３８４単位

(四)　区分３３４３単位

(五)　区分２以下３１０単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，０４９単位

(二)　区分５７７５単位

(三)　区分４５３３単位

(四)　区分３４７５単位

(五)　区分２以下４２９単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，０７８単位

(二)　区分５７９７単位

(三)　区分４５４７単位

(四)　区分３４８８単位

(五)　区分２以下４４２単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，１４０単位

(二)　区分５８５８単位

(三)　区分４６０９単位

(四)　区分３５４９単位

(五)　区分２以下５０３単位

（８）　利用定員が６１人以上７０人以下



①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４２１単位

(二)　区分５３１４単位

(三)　区分４２１９単位

(四)　区分３１９５単位

(五)　区分２以下１７６単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５２７単位

(二)　区分５３９３単位

(三)　区分４２７４単位

(四)　区分３２４３単位

(五)　区分２以下２２０単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６３３単位

(二)　区分５４７２単位

(三)　区分４３２７単位

(四)　区分３２９１単位

(五)　区分２以下２６４単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６７３８単位

(二)　区分５５５０単位

(三)　区分４３８１単位

(四)　区分３３３９単位

(五)　区分２以下３０７単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，０２６単位

(二)　区分５７６４単位

(三)　区分４５３０単位

(四)　区分３４７１単位

(五)　区分２以下４２６単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，０５４単位

(二)　区分５７８６単位

(三)　区分４５４４単位

(四)　区分３４８４単位

(五)　区分２以下４３８単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，１１５単位

(二)　区分５８４７単位

(三)　区分４６０５単位

(四)　区分３５４５単位

(五)　区分２以下４９９単位

（９）　利用定員が７１人以上８０人以下

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４１３単位



(二)　区分５３０９単位

(三)　区分４２１４単位

(四)　区分３１９１単位

(五)　区分２以下１７３単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５１５単位

(二)　区分５３８４単位

(三)　区分４２６７単位

(四)　区分３２３７単位

(五)　区分２以下２１５単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６１８単位

(二)　区分５４６１単位

(三)　区分４３１９単位

(四)　区分３２８５単位

(五)　区分２以下２５７単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６７２０単位

(二)　区分５５３８単位

(三)　区分４３７２単位

(四)　区分３３３１単位

(五)　区分２以下３００単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６１，０００単位

(二)　区分５７４５単位

(三)　区分４５１６単位

(四)　区分３４５９単位

(五)　区分２以下４１５単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，０２７単位

(二)　区分５７６６単位

(三)　区分４５２９単位

(四)　区分３４７１単位

(五)　区分２以下４２５単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，０８８単位

(二)　区分５８２８単位

(三)　区分４５９０単位

(四)　区分３５３２単位

(五)　区分２以下４８７単位

（１０）　利用定員が８１人以上

①　所要時間３時間未満の場合

(一)　区分６４０８単位

(二)　区分５３０６単位

(三)　区分４２１１単位



(四)　区分３１８９単位

(五)　区分２以下１７１単位

②　所要時間３時間以上４時間未満の場合

(一)　区分６５１０単位

(二)　区分５３８１単位

(三)　区分４２６４単位

(四)　区分３２３５単位

(五)　区分２以下２１２単位

③　所要時間４時間以上５時間未満の場合

(一)　区分６６１１単位

(二)　区分５４５６単位

(三)　区分４３１５単位

(四)　区分３２８３単位

(五)　区分２以下２５４単位

④　所要時間５時間以上６時間未満の場合

(一)　区分６７１３単位

(二)　区分５５３２単位

(三)　区分４３６７単位

(四)　区分３３２９単位

(五)　区分２以下２９７単位

⑤　所要時間６時間以上７時間未満の場合

(一)　区分６９９１単位

(二)　区分５７３９単位

(三)　区分４５１０単位

(四)　区分３４５７単位

(五)　区分２以下４１１単位

⑥　所要時間７時間以上８時間未満の場合

(一)　区分６１，０１７単位

(二)　区分５７５９単位

(三)　区分４５２３単位

(四)　区分３４７０単位

(五)　区分２以下４２３単位

⑦　所要時間８時間以上９時間未満の場合

(一)　区分６１，０７８単位

(二)　区分５８２１単位

(三)　区分４５８４単位

(四)　区分３５３１単位

(五)　区分２以下４８５単位

ロ　共生型生活介護サービス費

（１）　共生型生活介護サービス費(Ⅰ)６９７単位

（２）　共生型生活介護サービス費(Ⅱ)８５９単位

ハ　基準該当生活介護サービス費

（１）　基準該当生活介護サービス費(Ⅰ)６９７単位

（２）　基準該当生活介護サービス費(Ⅱ)８５９単位



注１　イ及びハについては、次の（１）から（５）までのいずれかに該当する利用者に対して、指定障害福祉サービス基準第７７条に規

定する指定生活介護（以下「指定生活介護」という。）、指定障害者支援施設（法第２９条第１項に規定する指定障害者支援施設を

いう。以下同じ。）が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス、のぞみの園が行う生活介護又は指定障害福祉サービス基準第２１

９条に規定する特定基準該当生活介護（以下「特定基準該当生活介護」という。）を行った場合に、利用定員（多機能型事業所（指

定障害福祉サービス基準第２１５条第１項に規定する多機能型事業所をいう。）である指定生活介護事業所（指定障害福祉サービス

基準第７８条第１項に規定する指定生活介護事業所をいう。以下同じ。）にあっては一体的に事業を行う当該多機能型事業所の利用

定員の合計数とし、複数の昼間実施サービス（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者

支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号。以下「指定障害者支援施設基準」という。）

第２条第１６号に掲げる昼間実施サービスをいう。以下同じ。）を行う指定障害者支援施設等にあっては当該昼間実施サービスの利

用定員の合計数とする。第１０から第１４までにおいて同じ。）、所要時間及び障害支援区分に応じ（（５）に該当する場合にあって

は、区分５とみなして、利用定員及び所要時間に応じ）、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定

生活介護事業所、指定障害福祉サービス基準第２２０条第１項に規定する特定基準該当障害福祉サービス事業所（以下「特定基準

該当障害福祉サービス事業所」という。）又は指定障害者支援施設の注６に規定する指定生活介護等（注１の５に規定する共生型生

活介護を除く。注４において同じ。）の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

（１）　第９の１の注１に規定する指定施設入所支援等を受ける者（以下「施設入所者」という。）のうち、区分４（５０歳以上の

者にあっては、区分３）以上に該当するもの

（２）　施設入所者以外の者のうち、区分３（５０歳以上の者にあっては、区分２）以上に該当するもの

（３）　別に厚生労働大臣が定める者のうち、施設入所者であって、区分３（５０歳以上の者にあっては、区分２）以下に該当する

もの又は区分１から区分６までのいずれにも該当しないもの

（４）　別に厚生労働大臣が定める者のうち、施設入所者以外の者であって、区分２（５０歳以上の者にあっては、区分１）以下に

該当するもの又は区分１から区分６までのいずれにも該当しないもの

（５）　別に厚生労働大臣が定める者であって、区分１から区分６までのいずれにも該当しないもの

１の２　イについては、指定生活介護、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス若しくはのぞみの園が行う

生活介護又は特定基準該当生活介護を行った場合に、利用定員及び障害支援区分に応じ、かつ、現に要した時間ではなく、生活介

護計画（指定障害福祉サービス基準第９３条において読み替えて準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する生

活介護計画をいう。）、特定基準該当障害福祉サービス計画（指定障害福祉サービス基準第２２３条第１項において読み替えて準用

する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する特定基準該当障害福祉サービス計画をいう。以下同じ。）（特定基準該当

生活介護に係る計画に限る。）又は施設障害福祉サービス計画（指定障害者支援施設基準第２３条第１項に規定する施設障害福祉サ

ービス計画をいう。以下同じ。）（以下「生活介護計画等」という。）に位置付けられた内容の指定生活介護、指定障害者支援施設が

行う生活介護に係る指定障害福祉サービス若しくはのぞみの園が行う生活介護又は特定基準該当生活介護を行うのに要する標準的

な時間に応じて、所定単位数を算定する。

１の３　イの（１）及び（２）については、重症心身障害者につき児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５号。以下「指定通所支援基準」という。）第４条に規定する指定児童発達支援の事業

又は指定通所支援基準第６５条に規定する指定放課後等デイサービスの事業と併せて指定生活介護、指定障害者支援施設が行う生

活介護に係る指定障害福祉サービス若しくはのぞみの園が行う生活介護又は特定基準該当生活介護を行った場合に限り、１日につ

き所定単位数を算定する。

１の４　指定障害者支援施設等が昼間実施サービスとして行う指定生活介護、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福

祉サービス若しくはのぞみの園が行う生活介護又は特定基準該当生活介護については、イの（１）の⑦、（２）の⑦、（３）の⑦、

（４）の⑦、（５）の⑦、（６）の⑦、（７）の⑦、（８）の⑦、（９）の⑦及び（１０）の⑦は算定しない。

１の５　ロの（１）については、指定児童発達支援事業所等（指定障害福祉サービス基準第９３条の２第１号に規定する指定児童発

達支援事業所等をいう。以下同じ。）又は指定通所介護事業所等（指定障害福祉サービス基準第９３条の３第１号に規定する指定通

所介護事業所等をいう。以下同じ。）において、共生型生活介護（指定障害福祉サービス基準第９３条の２に規定する共生型生活介

護をいう。以下同じ。）を行うものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った

場合に、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定通所介護事業所等の場合は、所定単位数の１０

００分の９６５に相当する単位数を算定する。

１の６　ロの（２）については、指定小規模多機能型居宅介護事業所等（指定障害福祉サービス基準第９３条の４第１号に規定する

指定小規模多機能型居宅介護事業所等をいう。以下同じ。）において、共生型生活介護を行うものとして、都道府県知事又は市町村



長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体

が設置する指定小規模多機能型居宅介護事業所等の場合は、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

２　ハの（１）については、指定障害福祉サービス基準第９４条に規定する基準該当生活介護事業者が基準該当生活介護（同条に規

定する基準該当生活介護をいう。以下同じ。）を行う事業所（以下「基準該当生活介護事業所」という。）において、基準該当生活

介護を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

３　ハの（２）については、指定障害福祉サービス基準第９４条の２の規定による基準該当生活介護事業所において、基準該当生活

介護を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

４　イに掲げる生活介護サービス費、ロに掲げる共生型生活介護サービス費及びハに掲げる基準該当生活介護サービス費の算定に当

たって、イについては次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場合に、ロについては（１）又は（３）に該当する場合に、ハ

については（３）に該当する場合に、それぞれ（１）から（３）までに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　注６に規定する指定生活介護等の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第９３条若しくは第２２３条第１項において

準用する指定障害福祉サービス基準第５８条又は指定障害者支援施設基準第２３条の規定に従い、生活介護計画等が作成されて

いない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　前３月における共生型生活介護の事業を行う事業所（以下「共生型生活介護事業所」という。）又は基準該当生活介護事業

所の利用者のうち、当該共生型生活介護事業所又は基準該当生活介護事業所の平均利用時間（前３月において当該利用者が当該

共生型生活介護事業所又は基準該当生活介護事業所を利用した時間の合計時間を当該利用者が当該共生型生活介護事業所又は基

準該当生活介護事業所を利用した日数で除して得た時間をいう。）が５時間未満の利用者の占める割合が１００分の５０以上であ

る場合　１００分の７０

５　ロ及びハについては、指定障害福祉サービス基準第９３条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基

準第８９条第３号に規定する運営規程に定める営業時間が、別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、所定単位数に別

に厚生労働大臣が定める割合を乗じて得た数を算定する。

６　一体的な運営が行われている利用定員が８１人以上の指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所、特定基準該当障害福祉サー

ビス事業所又は指定障害者支援施設等（以下「指定生活介護事業所等」という。）において、指定生活介護、指定障害者支援施設が

行う生活介護に係る指定障害福祉サービス若しくはのぞみの園が行う生活介護、共生型生活介護又は特定基準該当生活介護（以下

「指定生活介護等」という。）を行った場合には、所定単位数の１０００分の９９１に相当する単位数を算定する。

７　イに掲げる生活介護サービス費の算定に当たって、医師が配置されてない場合は、１日につき１２単位を減算する。

８　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

５に相当する単位数（指定障害者支援施設にあっては、１００分の１０に相当する単位数）を所定単位数から減算する。

９　指定障害福祉サービス基準第９３条、第９３条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条

の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障

害者支援施設基準第４２条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定

単位数から減算する。

１０　指定障害福祉サービス基準第９３条、第９３条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第３５

条の２第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減

算し、指定障害者支援施設基準第４８条第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１０

に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１１　指定障害福祉サービス基準第９３条、第９３条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第４０

条の２又は指定障害者支援施設基準第５４条の２に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単

位数を所定単位数から減算する。

１２　ロについては、次の（１）及び（２）のいずれも満たすものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った共生型生活介護事業所について、１日につき５８単位を加算する。

（１）　サービス管理責任者（指定障害福祉サービス基準第５０条第１項第４号に規定するサービス管理責任者をいう。以下同じ。）

を１名以上配置していること。

（２）　地域に貢献する活動を行っていること。



１３　利用者が生活介護以外の障害福祉サービスを受けている間は、生活介護サービス費は、算定しない。

２　人員配置体制加算

イ　人員配置体制加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下３２１単位

（２）　利用定員が２１人以上６０人以下２６３単位

（３）　利用定員が６１人以上２４５単位

ロ　人員配置体制加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下２６５単位

（２）　利用定員が２１人以上６０人以下２１２単位

（３）　利用定員が６１人以上１９７単位

ハ　人員配置体制加算(Ⅲ)

（１）　利用定員が２０人以下１８１単位

（２）　利用定員が２１人以上６０人以下１３６単位

（３）　利用定員が６１人以上１２５単位

ニ　人員配置体制加算(Ⅳ)

（１）　利用定員が２０人以下５１単位

（２）　利用定員が２１人以上６０人以下３８単位

（３）　利用定員が６１人以上３３単位

注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定生活介護等（指定生活介護、共生型生活介護若しくは特定基準該当生活介護であって、区分

５若しくは区分６に該当する者若しくはこれらに準ずる者が利用者の数の合計数の１００分の６０以上である指定生活介護事業所

若しくは共生型生活介護事業所が行うもの、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が行

う生活介護に限る。）の単位（指定生活介護等であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをい

う。以下同じ。）において、指定生活介護等の提供を行った場合に、当該指定生活介護等の単位の利用定員に応じ、利用者（１の注

１の（１）又は（２）に該当する者に限る。注２から注４までにおいて同じ。）に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が

設置する指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設の指定生活

介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。

２　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定生活介護等（指定生活介護、共生型生活介護若しくは特定基準該当生活介護であって区分５

若しくは区分６に該当する者若しくはこれらに準ずる者が利用者の数の合計数の１００分の６０以上である指定生活介護事業所若

しくは共生型生活介護事業所が行うもの、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が行う

生活介護に限る。）の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、当該指定生活介護等の単位の利用定員に応じ、利用者

に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所、特定基準該当障害福祉

サービス事業所又は指定障害者支援施設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する

単位数とする。）を加算する。ただし、イを算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定生活介護等（指定生活介護、共生型生活介護若しくは特定基準該当生活介護であって区分５

若しくは区分６に該当する者若しくはこれらに準ずる者が利用者の数の合計数の１００分の５０以上である指定生活介護事業所若

しくは共生型生活介護事業所が行うもの、指定障害者支援施設が行う生活介護に係る指定障害福祉サービス又はのぞみの園が行う

生活介護に限る。）の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、当該指定生活介護等の単位の利用定員に応じ、利用者

に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所、特定基準該当障害福祉

サービス事業所又は指定障害者支援施設の指定生活介護等の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する

単位数とする。）を加算する。ただし、イ又はロを算定している場合は、算定しない。

４　ニについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定生活介護等の単位において、指定生活介護等の提供を行った場合に、当該指定生活介護等の

単位の利用定員に応じ、利用者に対して、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定生活介護事業所等の指定生活介護



等の単位の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、イ、ロ又はハを算

定している場合は、算定しない。

３　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第７８条第１項第２号、第２２０条第１項第４号若しくは附則第４条第１項又は指定

障害者支援施設基準第４条第１項第１号若しくは附則第３条第１項第１号の規定により置くべき生活支援員（注２及び注３におい

て「生活支援員」という。）として常勤で配置されている従業者又は指定障害福祉サービス基準第９３条の２第１号、第９３条の３

第１号若しくは第９３条の４第１号の規定により置くべき従業者（注２及び注３において「共生型生活介護従業者」という。）のう

ち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上であるものとして、都道

府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、指定生活介護

等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、生活支援員又は共生型生活介護従業者として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神

保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。

（１）　生活支援員又は共生型生活介護従業者として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分

の７５以上であること。

（２）　生活支援員又は共生型生活介護従業者として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１

００分の３０以上であること。

３の２　常勤看護職員等配置加算

（１）　利用定員が５人以下３２単位

（２）　利用定員が６人以上１０人以下３０単位

（３）　利用定員が１１人以上２０人以下２８単位

（４）　利用定員が２１人以上３０人以下２４単位

（５）　利用定員が３１人以上４０人以下１９単位

（６）　利用定員が４１人以上５０人以下１５単位

（７）　利用定員が５１人以上６０人以下１１単位

（８）　利用定員が６１人以上７０人以下１０単位

（９）　利用定員が７１人以上８０人以下８単位

（１０）　利用定員が８１人以上６単位

注　看護職員を常勤換算方法（指定障害福祉サービス基準第２条第１６号又は指定障害者支援施設基準第２条第１５号に規定する常勤

換算方法をいう。以下同じ。）で１人以上配置しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定生活介護事業所等において、別に厚生労働大臣が定める者に対して指定生活介護等を行った場合に、当該

指定生活介護等の単位の利用定員に応じ、１日につき、所定単位数に常勤換算方法で算定した看護職員の数（小数点以下は切り捨て）

を乗じて得た単位数を加算する。

４　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者（以下「視覚障害者等」という。）である指定生活介護等の

利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者

の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該指定生活介護等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上で



あって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉

サービス基準第７８条、第９３条の２第１号、第９３条の３第２号、第９３条の４第４号、第２２０条若しくは附則第４条又は指

定障害者支援施設基準第４条若しくは附則第３条に定める人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定生活介護等の利用者の数を

４０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を

行った指定生活介護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定生活介護等の利用者の数が当該指定生活介護等の利用者の数に１００分の３０を乗じて

得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、

指定障害福祉サービス基準第７８条、第９３条の２第１号、第９３条の３第２号、第９３条の４第４号、第２２０条若しくは附則

第４条又は指定障害者支援施設基準第４条若しくは附則第３条に定める人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定生活介護等の

利用者の数を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定生活介護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

４の２　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定生活介護等の利用者の数に１００分の３０を乗じて得

た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部

長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。

５　初期加算３０単位

注　指定生活介護事業所等において、指定生活介護等を行った場合に、指定生活介護等の利用を開始した日から起算して３０日以内の期

間について、１日につき所定単位数を加算する。

６　訪問支援特別加算

（１）　所要時間１時間未満の場合１８７単位

（２）　所要時間１時間以上の場合２８０単位

注　指定生活介護事業所等において継続して指定生活介護等を利用する利用者について、連続した５日間、当該指定生活介護等の利用が

なかった場合において、指定障害福祉サービス基準第７８条、第９３条の２第１号、第９３条の３第２号、第９３条の４第４号、第２

２０条若しくは附則第４条又は指定障害者支援施設基準第４条若しくは附則第３条の規定により指定生活介護事業所等に置くべき従業

者のうちいずれかの職種の者（以下「生活介護従業者」という。）が、生活介護計画等に基づき、あらかじめ当該利用者の同意を得て、

当該利用者の居宅を訪問して当該指定生活介護事業所等における指定生活介護等の利用に係る相談援助等を行った場合に、１月につき

２回を限度として、生活介護計画等に位置付けられた内容の指定生活介護等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

７　欠席時対応加算９４単位

注　指定生活介護事業所等において指定生活介護等を利用する利用者（当該指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、あらかじめ

当該指定生活介護等の利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、指定生活介護従業者が、利用者又はそ

の家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、１月につき４回を

限度として、所定単位数を算定する。

７の２　重度障害者支援加算

イ　重度障害者支援加算(Ⅰ)５０単位

ロ　重度障害者支援加算(Ⅱ)３６０単位

ハ　重度障害者支援加算(Ⅲ)１８０単位

注１　イについては、２のイの人員配置体制加算(Ⅰ)又はロの人員配置体制加算(Ⅱ)及び３の２の常勤看護職員等配置加算を算定してい

る指定生活介護事業所等であって、当該加算の算定に必要となる生活支援員又は看護職員の員数以上の員数を配置しているもの

（看護職員を常勤換算方法で３人以上配置しているものに限る。）として、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、２人以上の重症心身障害者に対して指定生活介護等を行った場合

に、当該指定生活介護等の単位の利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉

部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、区分６に該当し、かつ、第８の１の注１の（２）に規定す

る利用者の支援の度合にある者に対して指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定生活介護事業所等であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい

るものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等におい



て、別に厚生労働大臣が定める者に対し、指定生活介護等を行った場合に、更に１日につき所定単位数に１５０単位を加算する。

４　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定生活介護事業所等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８

０日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に５００単位を加算する。

５　注３の加算が算定されている指定生活介護事業所等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間に

ついて、更に１日につき所定単位数に２００単位を加算する。

６　ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉

部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、区分４以上に該当し、かつ、第８の１の注１の（２）に規

定する利用者の支援の度合にある者に対して指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、ロの重度

障害者支援加算(Ⅱ)を算定している場合は、加算しない。

７　ハの重度障害者支援加算(Ⅲ)が算定されている指定生活介護事業所等であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい

るものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等におい

て、別に厚生労働大臣が定める者に対し、指定生活介護等を行った場合に、更に１日につき所定単位数に１５０単位を加算する。

８　ハの重度障害者支援加算(Ⅲ)が算定されている指定生活介護事業所等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８

０日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に４００単位を加算する。

９　注７の加算が算定されている指定生活介護事業所等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間に

ついて、更に１日につき所定単位数に２００単位を加算する。

１０　イからハまでについては、指定障害者支援施設等が施設入所者に指定生活介護等を行った場合は加算しない。

８　リハビリテーション加算

イ　リハビリテーション加算(Ⅰ)４８単位

ロ　リハビリテーション加算(Ⅱ)２０単位

注１　イについては、次の（１）から（５）までのいずれにも適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部

長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある障
けい

害者であってリハビリテーション実施計画が作成されているものに対して、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数

を加算する。

（１）　医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作

成していること。

（２）　利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

が指定生活介護等を行っているとともに、利用者の状態を定期的に記録していること。

（３）　利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

（４）　指定障害者支援施設等に入所する利用者について、リハビリテーションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚

士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情

報を伝達していること。

（５）　（４）に掲げる利用者以外の利用者について、指定生活介護事業所等の従業者が、必要に応じ、指定特定相談支援事業者

（法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者をいう。以下同じ。）を通じて、指定居宅介護サービスその

他の指定障害福祉サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情

報を伝達していること。

２　ロについては、注１の（１）から（５）までのいずれも満たすものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等において、注１に規定する障害者以外の障害者であって、リハビリテーシ

ョン実施計画が作成されているものに対して、指定生活介護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

９　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第７８条第１項に規定する指定生活介護事業者、共生型生活介護の事業を行う者又は指定障害者支援施設

等が、指定障害福祉サービス基準第９３条及び第９３条の５において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条又は指定障害者支援

施設基準第２０条第２項に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

１０　食事提供体制加算３０単位

注　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０号）第１７条第１号に掲げる者のう

ち、支給決定障害者等（法第５条第２４項に規定する支給決定障害者等をいう。）及び当該支給決定障害者等と同一の世帯に属する者

（特定支給決定障害者（同令第１７条第４号に規定する特定支給決定障害者をいう。以下この１０において同じ。）にあっては、その配



偶者に限る。）について指定障害福祉サービス等のあった月の属する年度（指定障害福祉サービス等のあった月が４月から６月までの場

合にあっては、前年度）分の地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税を含む。）

の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割（同法第３２８条の規定によって課する所得割を除く。）の額（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「規則」という。）第２６条の２に掲げる規定

による控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加算した額とする。）を合算した額が２８万円未満（特定支給決定障害者にあっ

ては、１６万円未満）である者並びに同令第１７条第２号から第４号までに掲げる者（以下「低所得者等」という。）であって生活介護

計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）又は低所得者等である基準該当

生活介護の利用者に対して、指定生活介護事業所等又は基準該当生活介護事業所に従事する調理員による食事の提供であること又は調

理業務を第三者に委託していること等当該指定生活介護事業所等又は基準該当生活介護事業所の責任において食事提供のための体制を

整えているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った当該指定生活介護事業所

等又は基準該当生活介護事業所において、次の（１）から（３）までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月

３１日までの間、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩ（次の算式により算出した値をいう。以下同じ。）をおおむね６月に１回記録していること。

ＢＭＩ＝体重（㎏）／身長（ｍ）

１１　延長支援加算

（１）　９時間以上１０時間未満の場合１００単位

（２）　１０時間以上１１時間未満の場合２００単位

（３）　１１時間以上１２時間未満の場合３００単位

（４）　１２時間以上４００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定生活介護事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）に対して、日常生活上の世話を行った後に引き続き所

要時間８時間以上９時間未満の指定生活介護等を行った場合又は所要時間８時間以上９時間未満の指定生活介護等を行った後に引き

続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定生活介護等の所要時間と当該日常生活上の世話の所要時間を通算した時間が

９時間以上であるときは、当該通算した時間の区分に応じて所定単位数を加算する。

１２　送迎加算

イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所又は指定障害者支援施設（国又は地方公共団体が設置する指定生活介護事業所、

共生型生活介護事業所又は指定障害者支援施設（地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われ

ている場合を除く。）を除く。以下この１２において同じ。）において、利用者（当該指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所

又は指定障害者支援施設と同一敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。以下この１２にお

いて同じ。）に対して、その居宅等と指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場

合に、片道につき所定単位数を加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しており、かつ、区分５若しくは区分６に該当する者又はこれに準ずる者が利用者の数の合

計数の１００分の６０以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介

護事業所、共生型生活介護事業所又は指定障害者支援施設において、利用者に対して、その居宅等と指定生活介護事業所、共生型

生活介護事業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場合には、更に片道につき所定単位数に２８単位を加算する。

３　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１３　障害福祉サービスの体験利用支援加算

イ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)５００単位

ロ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)２５０単位

注１　イ及びロについては、指定障害者支援施設等において指定生活介護を利用する利用者が、指定地域移行支援の障害福祉サービス

の体験的な利用支援を利用する場合において、指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）のいずれかに該当

する支援を行うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

２



（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における介護等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合

２　イについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して５日以内の期間について算定する。

３　ロについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間について算定する。

４　イ又はロが算定されている指定障害者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知

事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算する。

１３の２　就労移行支援体制加算

イ　利用定員が２０人以下４２単位

ロ　利用定員が２１人以上３０人以下２０単位

ハ　利用定員が３１人以上４０人以下１８単位

ニ　利用定員が４１人以上５０人以下１４単位

ホ　利用定員が５１人以上６０人以下１０単位

へ　利用定員が６１人以上７０人以下８単位

ト　利用定員が７１人以上８０人以下７単位

チ　利用定員が８１人以上６単位

注　指定生活介護事業所等における指定生活介護等を受けた後就労（第１３の１の注２に規定する指定就労継続支援Ａ型事業所等への

移行を除く。以下この注において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に雇用されている者であって

労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものが、当該指定生

活介護事業所等において指定生活介護等を受けた場合にあっては、当該指定生活介護等を受けた後、就労を継続している期間が６月

に達した者）（過去３年間において、指定生活介護事業所等その他の事業所において既に当該者の就労につき就労移行支援体制加算が

算定された者にあっては、市町村長が適当と認める者に限る。以下この注において「就労定着者」という。）が前年度において１人以

上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等にお

いて、指定生活介護等を行った場合に、１日につき当該指定生活介護等を行った日の属する年度の利用定員に応じた所定単位数に就

労定着者の数（当該年度の前年度の９月３０日時点における当該指定生活介護事業所等の定員数を上限とする。）を乗じて得た単位数

を加算する。

１３の３　入浴支援加算８０単位

注　別に厚生労働大臣が定める者に対して、入浴に係る支援を提供しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定生活介護事業所、共生型生活介護事業所又は指定障害者支援施設において、当該者に対して入浴を提供し

た場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１３の４　喀痰吸引等実施加算３０単位
かくたん

注　指定生活介護事業所等において、別に厚生労働大臣が定める者であって喀痰吸引等が必要なものに対して、登録特定行為事業者の認
かくたん

定特定行為業務従事者が喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。
かくたん

１３の５　栄養スクリーニング加算５単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定生活介護事業所等の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状

態のスクリーニングを行った場合に、１回につき所定単位数を加算する。

１３の６　栄養改善加算２００単位

注　次の（１）から（４）までのいずれにも適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定生活介護事業所等において、低栄養又は過栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利用

者の栄養状態の改善等を目的として個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資

すると認められるもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、当該栄養改善サービスを開始した日の属する月から起算

して３月以内の期間に限り１月に２回を限度として所定単位数を加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄

養状態の評価の結果、栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算

定することができる。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士を１名以上配置していること。

（２）　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養
えん

ケア計画を策定していること。



（３）　利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅に訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っていると

ともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。

（４）　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。

１３の７　緊急時受入加算１００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定生活介護事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊

急に支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、夜間に支援を行ったときに、１日につ

き所定単位数を加算する。

１３の８　集中的支援加算１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定生活介護事業所等に訪問させ、又はテレビ電話

装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって行う集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する月から起算

して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

１４　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事又は市町村長に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定生活介護事業所等又は基準該当生活介護事業所（国、のぞみの園又は独

立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定生活介護等又は基準該当生活介護を行った場合に、当該基準に掲

げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１３の８までにより算定した単位数の１０００分の９３に相当する単位数（指定障害

者支援施設にあっては、１０００分の１１３に相当する単位数）

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１３の８までにより算定した単位数の１０００分の９７に相当する単位数（指定障害

者支援施設にあっては、１０００分の１１７に相当する単位数）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１３の８までにより算定した単位数の１０００分の９２に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１３の８までにより算定した単位数の１０００分の９６に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１３の８までにより算定した単位数の１０００分の７９に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の９６に相当する単位数）

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１３の８までにより算定した単位数の１０００分の６７に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の７９に相当する単位数）

第７　短期入所

１　短期入所サービス費（１日につき）

イ　福祉型短期入所サービス費

（１）　福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)

(一)　区分６９２３単位

(二)　区分５７８４単位

(三)　区分４６４８単位

(四)　区分３５８３単位

(五)　区分１及び区分２５０９単位

（２）　福祉型短期入所サービス費(Ⅱ)

(一)　区分６６０２単位

(二)　区分５５２７単位

(三)　区分４３１８単位

(四)　区分３２４０単位

(五)　区分１及び区分２１７３単位

（３）　福祉型短期入所サービス費(Ⅲ)

(一)　区分３７８４単位

(二)　区分２６１５単位



(三)　区分１５０９単位

（４）　福祉型短期入所サービス費(Ⅳ)

(一)　区分３５２７単位

(二)　区分２２７９単位

(三)　区分１１７３単位

（５）　福祉型強化短期入所サービス費(Ⅰ)

(一)　区分６１，１６４単位

(二)　区分５１，０２６単位

(三)　区分４８８９単位

(四)　区分３８２４単位

(五)　区分１及び区分２７５１単位

（６）　福祉型強化短期入所サービス費(Ⅱ)

(一)　区分６８４４単位

(二)　区分５７７０単位

(三)　区分４５５９単位

(四)　区分３４８３単位

(五)　区分１及び区分２４１３単位

（７）　福祉型強化短期入所サービス費(Ⅲ)

(一)　区分３１，０２６単位

(二)　区分２８５８単位

(三)　区分１７５２単位

（８）　福祉型強化短期入所サービス費(Ⅳ)

(一)　区分３７７０単位

(二)　区分２５２１単位

(三)　区分１４１２単位

（９）　福祉型強化特定短期入所サービス費(Ⅰ)

(一)　区分６１，１０７単位

(二)　区分５９７７単位

(三)　区分４８４６単位

(四)　区分３７８４単位

(五)　区分１及び区分２７１５単位

（１０）　福祉型強化特定短期入所サービス費(Ⅱ)

(一)　区分３９７７単位

(二)　区分２８１６単位

(三)　区分１７１４単位

ロ　医療型短期入所サービス費

（１）　医療型短期入所サービス費(Ⅰ)３，１１７単位

（２）　医療型短期入所サービス費(Ⅱ)２，８６４単位

（３）　医療型短期入所サービス費(Ⅲ)１，８２６単位

ハ　医療型特定短期入所サービス費

（１）　医療型特定短期入所サービス費(Ⅰ)２，９３８単位

（２）　医療型特定短期入所サービス費(Ⅱ)２，７３５単位

（３）　医療型特定短期入所サービス費(Ⅲ)１，７２３単位

（４）　医療型特定短期入所サービス費(Ⅳ)２，１５０単位

（５）　医療型特定短期入所サービス費(Ⅴ)２，０２０単位



（６）　医療型特定短期入所サービス費(Ⅵ)１，３２８単位

ニ　共生型短期入所サービス費

（１）　共生型短期入所（福祉型）サービス費(Ⅰ)７８４単位

（２）　共生型短期入所（福祉型）サービス費(Ⅱ)２４０単位

（３）　共生型短期入所（福祉型強化）サービス費(Ⅰ)１，０１３単位

（４）　共生型短期入所（福祉型強化）サービス費(Ⅱ)４７１単位

ホ　基準該当短期入所サービス費

（１）　基準該当短期入所サービス費(Ⅰ)７８４単位

（２）　基準該当短期入所サービス費(Ⅱ)２４０単位

注１　イの（１）については、区分１以上に該当する利用者（障害児を除く。以下この第７において同じ。）に対して、指定短期入所事

業所（指定障害福祉サービス基準第１１５条第１項に規定する指定短期入所事業所をいう。以下同じ。）において指定短期入所（指

定障害福祉サービス基準第１１４条に規定する指定短期入所をいう。以下同じ。）を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につ

きそれぞれ所定単位数を算定する。

２　イの（２）については、区分１以上に該当する利用者が、指定生活介護等若しくは基準該当生活介護、第１０の１の２の注１に

規定する指定自立訓練（機能訓練）等若しくは第１０の１の注３の（１）に規定する基準該当自立訓練（機能訓練）若しくは（３）

に規定する病院等基準該当自立訓練（機能訓練）、第１１の１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等若しくは第１１の

１の注５の（１）に規定する基準該当自立訓練（生活訓練）、第１２の１の注１に規定する指定就労移行支援等、第１３の１の注１

に規定する指定就労継続支援Ａ型等又は第１４の１の注１に規定する指定就労継続支援Ｂ型等若しくは第１４の１のトに規定する

基準該当就労継続支援Ｂ型（以下この１において「生活介護等」という。）を利用した日において、指定短期入所事業所において指

定短期入所を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

３　イの（３）については、障害児に係るこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める区分（平成１８年厚生労働省告示第５７２号）

に規定する区分１（以下「障害児支援区分１」という。）以上に該当する障害児に対して、指定短期入所を行った場合に、同告示に

定める障害児の障害の支援の区分（以下「障害児の障害の支援の区分」という。）に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定す

る。

４　イの（４）については、障害児支援区分１以上に該当する利用者が、指定通所支援（指定通所支援基準第２条第３号に規定する

指定通所支援をいう。以下同じ。）、共生型通所支援（指定通所支援基準第２条第１１号に規定する共生型通所支援をいう。以下同

じ。）又は指定通所支援基準第５４条の６に規定する基準該当児童発達支援若しくは指定通所支援基準第７１条の３に規定する基準

該当放課後等デイサービス（以下この１において「指定通所支援等」という。）を利用した日において、指定短期入所事業所におい

て指定短期入所を行った場合に、障害児の障害の支援の区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

４の２　イの（５）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置してい

るものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事

業所において指定短期入所を行った場合に、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

４の３　イの（６）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置してい

るものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事

業所において、指定生活介護等、第１０の１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等、第１１の１の２の注１に規定す

る指定自立訓練（生活訓練）等、第１２の１の注１に規定する指定就労移行支援等、第１３の１の注１に規定する指定就労継続支

援Ａ型等又は第１４の１の注１に規定する指定就労継続支援Ｂ型等を利用した日において、指定短期入所を行った場合に、障害支

援区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

４の４　イの（７）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置してい

るものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事

業所において、指定短期入所を行った場合に、障害児の障害の支援の区分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

４の５　イの（８）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置してい

るものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事

業所において、指定通所支援又は共生型通所支援を利用した日において、指定短期入所を行った場合に、障害児の障害の支援の区

分に応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

４の６　イの（９）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置してい

るものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事



業所において、日中のみの指定短期入所を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、イの

（７）又は（８）の算定対象となる利用者については、算定しない。

４の７　イの（１０）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置して

いるものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所

事業所において、日中のみの指定短期入所を行った場合に、障害児の障害の支援の区分に応じ、１日につき所定単位数を算定す

る。ただし、イの（７）、（８）又は（９）の算定対象となる利用者については、算定しない。

５　ロの（１）については、第５の１の注１の（１）、（２）若しくは（３）に規定する利用者、重症心身障害児（重度の知的障害及

び重度の肢体不自由が重複している障害児をいう。以下同じ。）又は別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、

別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長

及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所において指定短期入所を行った場合に、１日につき所

定単位数を算定する。

６　ロの（２）については、第５の１の注１の（１）、（２）若しくは（３）に規定する利用者、重症心身障害児又は別にこども家庭

庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所にお

いて指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

７　ロの（３）については、区分１又は障害児支援区分１以上に該当し、かつ、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基

準に適合すると認められた遷延性意識障害者等若しくはこれに準ずる障害者等又は区分１若しくは障害児支援区分１以上に該当

し、かつ、医師により筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を有すると診断された障害者等に対して、別

にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及

び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所において指定短期入所を行った場合に、１日につき所定

単位数を算定する。ただし、ロの（１）又は（２）の算定対象となる利用者については、算定しない。

８　ハの（１）については、第５の１の注１の（１）、（２）若しくは（３）に規定する利用者、重症心身障害児又は別にこども家庭

庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所にお

いて、日中のみの指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

９　ハの（２）については、第５の１の注１の（１）、（２）若しくは（３）に規定する利用者、重症心身障害児又は別にこども家庭

庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし

て、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所にお

いて、日中のみの指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１０　ハの（３）については、区分１又は障害児支援区分１以上に該当し、かつ、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める

基準に適合すると認められた遷延性意識障害者等若しくはこれに準ずる利用者又は区分１若しくは障害児支援区分１以上に該当

し、かつ、医師により筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類に属する疾患を有すると診断された障害者等に対して、別

にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準を満たすものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害

保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所において、日中のみの指定短期入所を行った場合に、１日につ

き所定単位数を算定する。ただし、ハの（１）又は（２）の算定対象となる利用者については、算定しない。

１１　ハの（４）については、生活介護等又は指定通所支援等を利用した日において、第５の１の注１の（１）、（２）若しくは（３）

に規定する利用者、重症心身障害児又は別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、別にこども家庭庁長官及び厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定短期入所事業所において指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１２　ハの（５）については、生活介護等又は指定通所支援等を利用した日において、第５の１の注１の（１）、（２）若しくは（３）

に規定する利用者、重症心身障害児又は別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、別にこども家庭庁長官及び厚

生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定短期入所事業所において指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１３　ハの（６）については、生活介護等又は指定通所支援等を利用した日において、区分１又は障害児支援区分１以上に該当し、

かつ、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた遷延性意識障害者等若しくはこれに準ずる障

害者等又は区分１若しくは障害児支援区分１以上に該当し、かつ、医師により筋萎縮性側索硬化症等の運動ニューロン疾患の分類

に属する疾患を有すると診断された利用者に対して、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているもの

として、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所に



おいて指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。ただし、ハの（４）又は（５）の算定対象となる利用者

については、算定しない。

１３の２　ニの（１）については、区分１又は障害児支援区分１以上に該当する利用者に対して、共生型短期入所（指定障害福祉サ

ービス基準第１２５条の２に規定する共生型短期入所をいう。以下同じ。）の事業を行う事業所（以下「共生型短期入所事業所」と

いう。）において共生型短期入所を行うものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１３の３　ニの（２）については、区分１又は障害児支援区分１以上に該当する利用者が、生活介護等又は指定通所支援等を利用し

た日において、共生型短期入所事業所において共生型短期入所を行うものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１３の４　ニの（３）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、看護職員を常勤で１人以上配置して

いるものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った共生型短期入

所事業所において共生型短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１３の５　ニの（４）については、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、生活介護等又は指定通所支援等を

利用した日において、看護職員を常勤で１人以上配置しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った共生型短期入所事業所において共生型短期入所を行った場合に、１日につき所定単位

数を算定する。

１４　ホの（１）については、指定障害福祉サービス基準第１２５条の５に規定する基準該当短期入所事業者が基準該当短期入所

（同条に規定する基準該当短期入所をいう。以下同じ。）を行う事業所（以下「基準該当短期入所事業所」という。）において基準

該当短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

１５　ホの（２）については、第６の１の注３に規定する基準該当生活介護、第１０の１の注３の（２）に規定する基準該当自立訓

練（機能訓練）若しくは第１１の１の注５の（２）に規定する基準該当自立訓練（生活訓練）又は児童福祉法に基づく指定通所支

援基準第５４条の１２の規定による基準該当児童発達支援若しくは同令第７１条の６において準用する同令第５４条の１２の規定

による基準該当放課後等デイサービスを利用した日において、基準該当短期入所事業所において基準該当短期入所を行った場合

に、１日につき所定単位数を算定する。

１５の２　利用定員が２０人以上であるとして都道府県知事に届け出た単独型事業所（指定障害福祉サービス基準第１１５条第３項

に規定する単独型事業所をいう。４において同じ。）において、指定短期入所を行った場合には、所定単位数の１００分の９０に相

当する単位数を算定する。ただし、１０の定員超過特例加算を算定している場合は、算定しない。

１５の３　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１０

０分の５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１５の４　指定障害福祉サービス基準第１２５条及び第１２５条の４において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１

項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１５の５　指定障害福祉サービス基準第１２５条及び第１２５条の４において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２

項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１５の６　指定障害福祉サービス基準第１２５条及び第１２５条の４において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規

定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１５の７　ニについては、共生型短期入所事業所が、地域に貢献する活動を行い、かつ、指定障害福祉サービス基準第１２５条の２

第２号又は第１２５条の３第２号の規定により置くべき従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師

である従業者の割合が次の（１）又は（２）に掲げる割合以上であるものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った共生型短期入所事業所において、共生型短期入所を行った場合に、当該割合に

応じ、それぞれ（１）又は（２）に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

（１）　１００分の３５１５単位

（２）　１００分の２５１０単位

１５の８　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁

支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所又は共生型短期入所事業所（以下「指定短期

入所事業所等」という。）において、利用者に対し、指定短期入所又は共生型短期入所（以下「指定短期入所等」という。）を行っ

た場合に、当該指定短期入所等の利用を開始した日について、所定単位数に１００単位を加算する。この場合において、平時から

利用者の生活の状況等を把握するため、指定短期入所事業所等の従業者のうち、市町村及び法第７７条第３項第１号に規定する関



係機関との連携及び調整に従事する者を一以上配置しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健

福祉部長が定める様式による届出を行った上で、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対し、指定短期入所等を行

った場合に、当該指定短期入所等の利用を開始した日について、更に所定単位数に２００単位を加算する。

１６　短期入所サービス費の算定に当たって、利用者の数又は従業者の員数が別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準

に該当する場合に、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

１７　利用者が短期入所以外の障害福祉サービス又は障害児通所支援若しくは障害児入所支援を受けている間（１のイの（２）若し

くは（４）又はハの（４）、（５）若しくは（６）を算定する場合を除く。）は、短期入所サービス費は、算定しない。

２　短期利用加算３０単位

注　指定短期入所事業所等において、指定短期入所等を行った場合に、指定短期入所等の利用を開始した日から起算して３０日以内の期

間について、１年につき３０日を限度として、１日につき所定単位数を加算する。

２の２　常勤看護職員等配置加算

イ　利用定員が６人以下１０単位

ロ　利用定員が７人以上１２人以下８単位

ハ　利用定員が１３人以上１７人以下６単位

ニ　利用定員が１８人以上４単位

注　看護職員を常勤換算方法で１人以上配置しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等において、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期入所等の利用定員に

応じ、１日につき、所定単位数を加算する。ただし、１の注１６に該当する場合は、算定しない。

２の３　医療的ケア対応支援加算１２０単位

注１　１のイの（１）、（２）、（３）若しくは（４）の福祉型短期入所サービス費又はニの（１）若しくは（２）の共生型短期入所（福祉

型）サービス費を算定している指定短期入所事業所等において、看護職員を必要とされる数以上配置した上で、別にこども家庭庁長

官及び厚生労働大臣が定める者に対し、指定短期入所等を行った場合に、１日につき、所定単位数を加算する。

２　１のイの（５）、（６）、（７）若しくは（８）の福祉型強化短期入所サービス費、１のイの（９）若しくは（１０）の福祉型強化特

定短期入所サービス費又は１のニの（３）若しくは（４）の共生型短期入所（福祉型強化）サービス費を算定している指定短期入所

事業所等において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して指定短期入所等を行った場合に、１日につき、所定

単位数を加算する。

２の４　重度障害児・障害者対応支援加算３０単位

注　１のイの福祉型短期入所サービス費又はニの共生型短期入所サービス費を算定している指定短期入所事業所等において、区分５若し

くは区分６又は障害児支援区分３に該当する利用者の数が当該指定短期入所事業所等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以

上である場合に、１日につき、所定単位数を加算する。

３　重度障害者支援加算

イ　重度障害者支援加算(Ⅰ)５０単位

ロ　重度障害者支援加算(Ⅱ)３０単位

注１　イについては、指定短期入所事業所等において、第８の１の注１に規定する利用者の支援の度合に相当する支援の度合にある者に

対して指定短期入所等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のロの医療型短期入所サービス費又は１のハの

医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。

２　イの重度障害者支援加算(Ⅰ)が算定されている指定短期入所事業所等であって、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定短期入所事業所等において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、区分６（障害児にあっては、これに相当

する支援の度合）に該当し、かつ、第８の１の注１の（２）に規定する利用者の支援の度合にある者に対し、指定短期入所等を行っ

た場合に、更に１日につき所定単位数に１００単位を加算する。

３　注２が算定されている指定短期入所事業所等であって、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているも

のとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等

において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対し、指定短期入所等を行った場合に、更に１日につき所定単位数

に５０単位を加算する。

４　ロについては、指定短期入所事業所等において、区分４以上（障害児にあっては、これに相当する支援の度合。注５において同

じ。）に該当し、かつ、第８の１の注１の（２）に規定する利用者の支援の度合にある者に対して指定短期入所等を行った場合に、１



日につき所定単位数を加算する。ただし、イの重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場合は、加算しない。

５　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定短期入所事業所等であって、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施

設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定短期入所事業所等において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、区分４以上に該当し、かつ、第８の１の

注１の（２）に規定する利用者の支援の度合にある者に対し、指定短期入所等を行った場合に、更に１日につき所定単位数に７０単

位を加算する。

６　注５が算定されている指定短期入所事業所等であって、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているも

のとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等

において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対し、指定短期入所等を行った場合に、更に１日につき所定単位数

に５０単位を加算する。

４　単独型加算３２０単位

注１　単独型事業所において、指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、１のロの

医療型短期入所サービス費又は１のハの医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。

２　単独型事業所において、１のイの（２）の福祉型短期入所サービス費(Ⅱ)、（４）の福祉型短期入所サービス費(Ⅳ)、（６）の福祉型

強化短期入所サービス費(Ⅱ)又は（８）の福祉型強化短期入所サービス費(Ⅳ)の算定対象となる利用者に対して、入所した日及び退所

した日以外の日において、１８時間を超えて利用者に対する支援を行った場合に、当該利用者について、更に所定単位数に１００単

位を加算する。

５　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人９６０単位

（２）　看護を受けた利用者が２人６００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４８０単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)

（１）　看護を受けた利用者が１人１，６００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人９６０単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下８００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)

（１）　看護を受けた利用者が１人２，０００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人１，５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人１，０００単位

ト　医療連携体制加算(Ⅶ)５００単位

チ　医療連携体制加算(Ⅷ)１００単位

リ　医療連携体制加算(Ⅸ)３９単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１時

間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、１のイの（５）、（６）、（７）若しくは（８）の福祉型強化短期入所サービス費若しくは（９）若しくは

（１０）の福祉型強化特定短期入所サービス費、１のロの医療型短期入所サービス費、１のハの医療型特定短期入所サービス費若

しくは１のニの（３）若しくは（４）の共生型短期入所（福祉型強化）サービス費の算定対象となる利用者又は指定生活介護等若

しくは第１０の１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等を行う指定障害者支援施設等において指定短期入所等を行う

場合の利用者（以下「福祉型強化短期入所サービス等利用者」という。）については、算定しない。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１時

間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日に

つき所定単位数を加算する。ただし、福祉型強化短期入所サービス等利用者については、算定しない。



３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して２時

間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、福祉型強化短期入所サービス等利用者については、算定しない。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が別にこども家庭庁長

官及び厚生労働大臣が定める者に対して４時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８

人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、福祉型強化短期入所

サービス等利用者又はイからハまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が別にこども家庭庁長

官及び厚生労働大臣が定める者に対して４時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８

人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、福祉型強化短期入所

サービス等利用者又はハを算定している利用者については、算定しない。

６　ヘについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が別にこども家庭庁長

官及び厚生労働大臣が定める者に対して８時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき３

人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、福祉型強化短期入所

サービス等利用者又はハ若しくはホを算定している利用者については、算定しない。

７　トについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定短期入所事業所等に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業務従

事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１のイの
かくたん

（５）、（６）、（７）若しくは（８）の福祉型強化短期入所サービス費若しくは（９）若しくは（１０）の福祉型強化特定短期入所

サービス費、１のロの医療型短期入所サービス費又は１のハの医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しな

い。

８　チについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数
かくたん かくたん

を加算する。ただし、１のイの（５）、（６）、（７）若しくは（８）の福祉型強化短期入所サービス費、１のロの医療型短期入所サ

ービス費若しくは１のハの医療型特定短期入所サービス費の算定対象となる利用者又はイからヘまでのいずれかを算定している利

用者については、算定しない。

９　リについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対してこども家

庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等において、指定短期入所等を行った場

合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、福祉型強化短期入所サービス等利用者については、算定しない。

６　栄養士配置加算

イ　栄養士配置加算(Ⅰ)２２単位

ロ　栄養士配置加算(Ⅱ)１２単位

注１　イについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局

長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等について、１日につき所定単位数を加算する。た

だし、この場合において、１のロの医療型短期入所サービス費又はハの医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算

定しない。

（１）　常勤の管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し適切な食事管理を行っていること。
し

２　ロについては、次の（１）及び（２）に掲げる基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局

長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等について、１日につき所定単位数を加算する。た

だし、イ又は１のロの医療型短期入所サービス費又はハの医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は、算定しない。

（１）　管理栄養士又は栄養士を１名以上配置していること。

（２）　利用者の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留意し適切な食事管理を行っていること。
し

７　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第１１８条第１項に規定する指定短期入所事業者又は共生型短期入所の事業を行う者が、指定障害福祉サ

ービス基準第１２５条又は第１２５条の４において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条に規定する利用者負担額合計額の管理

を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

８　食事提供体制加算４８単位



注　低所得者等に対して、指定短期入所事業所等又は基準該当短期入所事業所に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業

務を第三者に委託していること等当該指定短期入所事業所等又は基準該当短期入所事業所の責任において食事提供のための体制を整え

ているものとして、都道府県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った当

該指定短期入所事業所等又は基準該当短期入所事業所において、次の（１）から（３）までのいずれにも適合する食事の提供を行った

場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

９　緊急短期入所受入加算

イ　緊急短期入所受入加算(Ⅰ)２７０単位

ロ　緊急短期入所受入加算(Ⅱ)５００単位

注１　イについては、１のイの福祉型短期入所サービス費又は１のニの共生型短期入所サービス費を算定している場合であって、指定

短期入所事業所等が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対し、居宅においてその介護を行う者の急病等の理由

により、指定短期入所等を緊急に行った場合に、当該指定短期入所等を緊急に行った日から起算して７日（利用者の日常生活上の

世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４日）を限度として、１日につき、所定単位数を加算する。

２　ロについては、１のロの医療型短期入所サービス費若しくは１のハの医療型特定短期入所サービス費を算定している指定短期入

所事業所が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対し、居宅においてその介護を行う者の急病等の理由により、

指定短期入所を緊急に行った場合に、当該指定短期入所を緊急に行った日から起算して７日（利用者の日常生活上の世話を行う家

族の疾病等やむを得ない事情がある場合は、１４日）を限度として、１日につき、所定単位数を加算する。

１０　定員超過特例加算５０単位

注　指定短期入所事業所等において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対し、居宅においてその介護を行う者の急病

等の理由により、第７の１の注１６に規定する利用者の基準を超えて、指定短期入所等を緊急に行った場合に、１０日を限度として、１

日につき所定単位数を加算する。

１１　特別重度支援加算

イ　特別重度支援加算(Ⅰ)６１０単位

ロ　特別重度支援加算(Ⅱ)２９７単位

ハ　特別重度支援加算(Ⅲ)１２０単位

注１　イについては、１のロの医療型短期入所サービス費又は１のハの医療型特定短期入所サービス費を算定している指定短期入所事

業所が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定

する。

２　ロについては、１のロの医療型短期入所サービス費又は１のハの医療型特定短期入所サービス費を算定している指定短期入所事

業所が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定

する。ただし、イを算定している場合には、算定しない。

３　ハについては、１のロの医療型短期入所サービス費又は１のハの医療型特定短期入所サービス費を算定している指定短期入所事

業所が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して、指定短期入所を行った場合に、１日につき所定単位数を算定

する。ただし、イ又はロを算定している場合には、算定しない。

１２　送迎加算１８６単位

注１　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等（国、地方公共団体又はのぞみの園が設置する指定短期入

所事業所等（地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除く。）を除く。以下この

１２において同じ。）において、利用者に対して、その居宅等と指定短期入所事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき所定

単位数を加算する。

２　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定

する。

１３　日中活動支援加算２００単位

注　次の（１）から（３）までの基準のいずれも満たすものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定短期入所事業所において、日中活動実施計画が作成されている利用者に対して、指定短期入所を行っ



た場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、１のロの医療型短期入所サービス費又は１のハの（１）、

（２）若しくは（３）の医療型特定短期入所サービス費を算定していない場合は、加算しない。

（１）　保育士（児童福祉法第１８条の２７第１項に規定する認定地方公共団体の区域内又は児童福祉法等の一部を改正する法律（令和

７年法律第２９号。以下この（１）において「改正法」という。）附則第１２条の規定による改正前の国家戦略特別区域法（平成２５

年法律第１０７号。以下この（１）において「施行日前国家戦略特別区域法」という。）第１２条の５第３項に規定する事業実施区域

であった区域内にある指定短期入所事業所にあっては、保育士、当該認定地方公共団体の区域に係る児童福祉法第１８条の２９に規

定する地域限定保育士又は当該事業実施区域であった区域に係る改正法附則第１５条第１項の規定によりなおその効力を有するもの

とされる施行日前国家戦略特別区域法第１２条の５第２項に規定する国家戦略特別区域限定保育士）、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士その他の職種の者（（２）において「保育士等」という。）が共同して、利用者ごとの日中活動実施計画を作成していること。

（２）　利用者ごとの日中活動実施計画に従い保育士等が指定短期入所を行っているとともに、利用者の状態を定期的に記録しているこ

と。

（３）　利用者ごとの日中活動実施計画の実施状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

１３の２　医療型短期入所受入前支援加算

イ　医療型短期入所受入前支援加算(Ⅰ)１，０００単位

ロ　医療型短期入所受入前支援加算(Ⅱ)５００単位

注１　イについては、１のロを算定している指定短期入所事業所等であって、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものにおいて、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期入所等を開始した日について、所定単位数を加算

する。ただし、１のイを算定している場合には、算定しない。

２　ロについては、１のロを算定している指定短期入所事業所等であって、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基

準に適合しているものにおいて、指定短期入所等を行った場合に、当該指定短期入所等を開始した日について、所定単位数を加算

する。ただし、１のイを算定している場合には、算定しない。

１３の３　集中的支援加算

イ　集中的支援加算(Ⅰ)１，０００単位

ロ　集中的支援加算(Ⅱ)５００単位

注１　イについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定短期

入所事業所等に訪問させ、又はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって集中的に支援を行ったときに、

当該支援を開始した日の属する月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

２　ロについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、強度行動障害を有する者へ

の集中的な支援を提供できる体制を確保しているものとして都道府県知事が認めた指定短期入所事業所等が、集中的な支援が必要な

利用者を他の指定障害福祉サービスを行う事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して集中的な支援を実

施した場合に、当該支援を開始した日の属する月から起算して３月以内の期間に限り１日につき所定単位数を加算する。

１４　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府

県知事又は市町村長に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定短期入所事業所等又は

基準該当短期入所事業所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定短期入所等又は

基準該当短期入所を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げる

いずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１３の３までにより算定した単位数の１０００分の１８６に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１３の３までにより算定した単位数の１０００分の１９３に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１３の３までにより算定した単位数の１０００分の１６５に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１３の３までにより算定した単位数の１０００分の１４２に相当する単位数

第８　重度障害者等包括支援

１　重度障害者等包括支援サービス費

イ　居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労選択支援、就労移行

支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、就労定着支援又は自立生活援助を提供した場合

（１）　所要時間１時間未満の場合２０４単位



（２）　所要時間１時間以上１２時間未満の場合　３０５単位に所要時間１時間から計算して所要時間３０分を増すごとに１０１単位を

加算した単位数

（３）　所要時間１２時間以上２４時間未満の場合　２，５１４単位に所要時間１２時間から計算して所要時間３０分を増すごとに９９

単位を加算した単位数

ロ　短期入所を提供した場合（１日につき）９７３単位

ハ　共同生活援助（指定障害福祉サービス基準第２１３条の１２に規定する外部サービス利用型指定共同生活援助を除く。）を提供した場

合（１日につき）１，０１９単位

注１　イからハまでについては、区分６（障害児にあっては、これに相当する支援の度合）に該当し、意思疎通を図ることに著しい支

障がある者であって、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する利用者に対して、指定重度障害者等包括支援事業所（指定障害福

祉サービス基準第１２７条第２項に規定する指定重度障害者等包括支援事業所をいう。以下同じ。）において、指定重度障害者等包

括支援（指定障害福祉サービス基準第１２６条に規定する指定重度障害者等包括支援をいう。以下同じ。）を行った場合に、提供し

た障害福祉サービス及び所要時間に応じ、所定単位数を算定する。

（１）　第２の１の注１の（１）に規定する利用者の支援の度合に相当する支援の度合にある者であって、四肢すべてに麻痺等があ

り、かつ、寝たきりの状態にある者のうち、次の(一)又は(二)のいずれかに該当するものであること。

(一)　人工呼吸器による呼吸管理を行っている者

(二)　最重度の知的障害のある者

（２）　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準を満たしていること。

２　指定重度障害者等包括支援事業所において、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める要件を満たし、かつ、同時に２人

の重度障害者等包括支援従業者（指定重度障害者等包括支援事業所の従業者をいう。以下同じ。）が１人の利用者に対して指定重度

障害者等包括支援を行った場合に、それぞれの重度障害者等包括支援従業者が行う指定重度障害者等包括支援につき所定単位数を

算定する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護の中で行った場

合に限る。

３　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局

長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業所において、利用者又はその家族等から

の要請に基づき、指定重度障害者等包括支援事業所のサービス提供責任者が重度障害者等包括支援計画（指定障害福祉サービス基

準第１３４条第１項に規定する重度障害者等包括支援計画をいう。以下同じ。）の変更を行い、当該指定重度障害者等包括支援事業

所の重度障害者等包括支援従業者が当該利用者の重度障害者等包括支援計画において計画的に訪問することとなっていない指定重

度障害者等包括支援を緊急に行った場合にあっては、利用者１人に対し、１月につき２回を限度として、１回につき所定単位数に

５０単位を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護の中

で行った場合に限る。

３の２　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支

援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業所が、利用者に対して、当該利用者の

障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等から

の要請に基づき、深夜に速やかに当該利用者の居宅等への訪問又は一時的な滞在による支援を行った場合に、１日につき所定単位

数に５０単位を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される自立生活援助の中で行った場合に限る。

４　イについては、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定重度障害者等包括支援

事業者（指定障害福祉サービス基準第１２７条に規定する指定重度障害者等包括支援事業者をいう。）が、指定重度障害者等包括支

援を行った場合に、１回につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

５　イについては、夜間又は早朝に指定重度障害者等包括支援を行った場合に、１回につき所定単位数の１００分の２５に相当する

単位数を所定単位数に加算し、深夜に指定重度障害者等包括支援を行った場合に、１回につき所定単位数の１００分の５０に相当

する単位数を所定単位数に加算する。

６　ロについては、低所得者等である利用者に対して行われる場合には、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める日までの

間、１日につき４８単位を加算する。

７　ロが算定されている指定重度障害者等包括支援事業所が、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい

るものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合であって、

利用者に対して、指定重度障害者等包括支援を行った場合に、当該指定重度障害者等包括支援の利用を開始した日について、更に

所定単位数に１００単位を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される短期入所の中で行った場合に限る。



８　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

９　指定障害福祉サービス基準第１３６条において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１０　指定障害福祉サービス基準第１３６条において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定する

基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１１　指定障害福祉サービス基準第１３６条において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満たしていな

い場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　利用者が重度障害者等包括支援以外の障害福祉サービスを受けている間又は障害児通所支援若しくは障害児入所支援を受けて

いる間は、重度障害者等包括支援サービス費は、算定しない。

２　有資格者支援加算６０単位

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者が、利用者に対して、指定重度障害者等包括支援を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護を提供した場合に限

る。

２の２　喀痰吸引等支援体制加算１００単位
かくたん

注　指定重度障害者等包括支援事業所において、喀痰吸引等が必要な者に対して、登録特定行為事業者の認定特定行為業務従事者が、喀痰
かくたん かくたん

吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される居宅介護、重度訪問

介護、同行援護又は行動援護の中で喀痰吸引等を行った場合に限る。
かくたん

２の３　初回加算２００単位

注　指定重度障害者等包括支援事業所において、新規に重度障害者等包括支援計画を作成した利用者に対して、利用を開始した日の属す

る月につき、所定単位数を加算する。

２の４　医療連携体制加算

イ　短期入所を提供する場合

（１）　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

（２）　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

（３）　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

（４）　医療連携体制加算(Ⅳ)

(一)　看護を受けた利用者が１人９６０単位

(二)　看護を受けた利用者が２人６００単位

(三)　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４８０単位

（５）　医療連携体制加算(Ⅴ)

(一)　看護を受けた利用者が１人１，６００単位

(二)　看護を受けた利用者が２人９６０単位

(三)　看護を受けた利用者が３人以上８人以下８００単位

（６）　医療連携体制加算(Ⅵ)

(一)　看護を受けた利用者が１人２，０００単位

(二)　看護を受けた利用者が２人１，５００単位

(三)　看護を受けた利用者が３人１，０００単位

（７）　医療連携体制加算(Ⅶ)５００単位

（８）　医療連携体制加算(Ⅷ)１００単位

ロ　共同生活援助を提供する場合

（１）　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

（２）　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

（３）　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

（４）　医療連携体制加算(Ⅳ)



(一)　看護を受けた利用者が１人８００単位

(二)　看護を受けた利用者が２人５００単位

(三)　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

（５）　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

（６）　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

注１　イについては、指定重度障害者等包括支援事業所において、指定重度障害者等包括支援として短期入所を提供した場合に、所定

単位数を算定する。

２　ロについては、指定重度障害者等包括支援事業所において、指定重度障害者等包括支援として共同生活援助を提供した場合に、

所定単位数を算定する。

３　イの（１）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

利用者に対して１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、

１日につき所定単位数を加算する。ただし、指定生活介護等又は第１０の１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等を

行う指定障害者支援施設等において指定重度障害者等包括支援を行う場合の利用者（注４から注８までにおいて「指定生活介護等

利用者」という。）については、算定しない。

４　イの（２）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

利用者に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を

限度として、１日につき所定単位数を加算する。ただし、指定生活介護等利用者については、算定しない。

５　イの（３）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

利用者に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、

１日につき所定単位数を加算する。ただし、指定生活介護等利用者については、算定しない。

６　イの（４）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して４時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、

１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、

指定生活介護等利用者又はイの（１）から（３）までのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

７　イの（５）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して４時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、

１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、

指定生活介護等利用者又はイの（３）を算定している利用者については、算定しない。

８　イの（６）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して８時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、

１回の訪問につき３人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、

指定生活介護等利用者又はイの（３）若しくは（５）を算定している利用者については、算定しない。

９　イの（７）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員が

認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。
かくたん

１０　イの（８）については、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき
かくたん かくたん

所定単位数を加算する。ただし、イの（１）から（６）までのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

１１　ロの（１）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員

が利用者に対して１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度とし

て、１日につき所定単位数を加算する。

１２　ロの（２）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員

が利用者に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者

を限度として、１日につき所定単位数を加算する。

１３　ロの（３）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員

が利用者に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度とし

て、１日につき所定単位数を加算する。

１４　ロの（４）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員

が別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問



につき８人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、ロの（１）

から（３）までのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

１５　ロの（５）については、医療機関等との連携により、看護職員を指定重度障害者等包括支援事業所に訪問させ、当該看護職員

が認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算す
かくたん

る。

１６　ロの（６）については、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき
かくたん かくたん

所定単位数を加算する。ただし、ロの（１）から（４）までのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

２の５　送迎加算１８６単位

注１　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業所（国、地方公共団体又はのぞみの園が設置する

指定重度障害者等包括支援事業所（地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除

く。）を除く。以下この２の４において同じ。）において、利用者に対して、その居宅等と指定重度障害者等包括支援事業所との間の

送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される短期入所の提供に当

たって当該送迎を行った場合に限る。

２　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定

する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される短期入所の提供に当たって当該送迎を行った場合に限る。

２の６　地域生活移行個別支援特別加算６７０単位

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及

び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業者が、こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定め

る者に対して、特別な支援に対応した重度障害者等包括支援計画に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行

った場合に、当該者に対し、３年以内（心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成１５年法

律第１１０号。以下「医療観察法」という。）に基づく通院期間の延長を行った場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の

指定障害福祉サービスを行う事業所及び指定障害者支援施設等において地域生活移行個別支援特別加算を算定した期間を含む。）におい

て、１日につき所定単位数を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される共同生活援助の中で当該支援等を行った

場合に限る。

２の７　精神障害者地域移行特別加算３００単位

注　指定障害福祉サービス基準第１３５条に規定する運営規程に定める主たる対象とする障害者の種類に精神障害者を含み、かつ、指定

障害福祉サービス基準第１２７条の規定により指定重度障害者等包括支援事業所に置くべき従業者のうち社会福祉士、精神保健福祉士

又は公認心理師等である従業者を１人以上配置するものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定

める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業所において、当該社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従

業者が、精神科病院に１年以上入院していた精神障害者であって当該精神科病院を退院してから１年以内のものに対し、重度障害者等包

括支援計画を作成するとともに、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算

する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される共同生活援助の中で当該支援等を行った場合に限る。

２の８　強度行動障害者地域移行特別加算３００単位

注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対してこども家庭庁支援局長及

び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業所において、指定障害者支援施設等又は指定障害

児入所施設等（児童福祉法第２４条の２第１項に規定する指定障害児入所施設等をいう。以下同じ。）に１年以上入所していた者であっ

て当該施設等を退所してから１年以内のもののうち、別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用

者に対し、重度障害者等包括支援計画に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、１日につき所

定単位数を加算する。ただし、指定重度障害者等包括支援として提供される共同生活援助の中で当該支援等を行った場合に限る。

２の９　外部連携支援加算２００単位

注　指定重度障害者等包括支援事業所が、第三者に委託することにより障害福祉サービスを提供する場合であって、当該委託を受けて障

害福祉サービスの提供に当たる事業所の担当者を招集して、重度障害者等包括支援計画の実施状況について説明を行うとともに、当該

担当者から利用者の心身の状況及び障害福祉サービスの提供の状況に関する必要な情報の提供を受け、当該事業所と連携して支援を行っ

たときに、利用者１人につき１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

３　福祉・介護職員等処遇改善加算



注　別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府

県知事に対してこども家庭庁支援局長及び障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定重度障害者等包括支援事業所（国、

のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定重度障害者等包括支援を行った場合には、当該

基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあって

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から２の９までにより算定した単位数の１０００分の２５２に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から２の９までにより算定した単位数の１０００分の２６２に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から２の９までにより算定した単位数の１０００分の１９１に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から２の９までにより算定した単位数の１０００分の１６７に相当する単位数

第９　施設入所支援

１　施設入所支援サービス費（１日につき）

イ　利用定員が４０人以下

（１）　区分６４６３単位

（２）　区分５３９２単位

（３）　区分４３１６単位

（４）　区分３２３９単位

（５）　区分２以下１７４単位

ロ　利用定員が４１人以上５０人以下

（１）　区分６３６２単位

（２）　区分５３０３単位

（３）　区分４２４０単位

（４）　区分３１８９単位

（５）　区分２以下１５０単位

ハ　利用定員が５１人以上６０人以下

（１）　区分６３５５単位

（２）　区分５２９７単位

（３）　区分４２３５単位

（４）　区分３１８５単位

（５）　区分２以下１４７単位

ニ　利用定員が６１人以上７０人以下

（１）　区分６３０１単位

（２）　区分５２５２単位

（３）　区分４２０２単位

（４）　区分３１６６単位

（５）　区分２以下１３７単位

ホ　利用定員が７１人以上８０人以下

（１）　区分６２９５単位

（２）　区分５２４７単位

（３）　区分４１９８単位

（４）　区分３１６３単位

（５）　区分２以下１３３単位

ヘ　利用定員が８１人以上

（１）　区分６２７３単位

（２）　区分５２２５単位

（３）　区分４１８１単位



（４）　区分３１５０単位

（５）　区分２以下１２９単位

注１　イからヘまでについては、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する利用者に対して、指定障害者支援施設が行う施設入所

支援に係る指定障害福祉サービス（以下「指定施設入所支援」という。）又はのぞみの園が行う施設入所支援（以下「指定施設入所

支援等」という。）を行った場合に、利用定員及び障害支援区分（障害支援区分１から６までのいずれにも該当しない者又は障害支

援区分の判定を行っていない者にあっては、「区分２以下」とする。）に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公

共団体が設置する指定障害者支援施設の指定施設入所支援等の単位（指定施設入所支援等であって、その提供が同時に一又は複数

の利用者に対して一体的に行われるものをいう。以下同じ。）の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位

数を算定する。

（１）　区分４（５０歳以上の者にあっては、区分３）以上に該当する者

（２）　第１０の１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等、第１１の１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓

練）等（指定宿泊型自立訓練（指定障害福祉サービス基準第１６６条第１項第１号ロに規定する指定宿泊型自立訓練をいう。以

下同じ。）を除く。）、第１２の１の注１に規定する指定就労移行支援等又は第１４の１の注１に規定する指定就労継続支援Ｂ型等

（以下「指定自立訓練等」という。）を受け、かつ、入所させながら訓練等を実施することが必要かつ効果的であると認められる

者又は地域における障害福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得ない事情により、通所によって訓練等を受けることが困

難な者

（３）　別に厚生労働大臣が定める者のうち、指定生活介護等を受ける者であって、区分３（５０歳以上の者にあっては、区分２）

以下に該当するもの若しくは区分１から区分６までのいずれにも該当しないもの又は指定自立訓練等若しくは第１３の１の注１

に規定する指定就労継続支援Ａ型等を受ける者

２　イからヘまでに掲げる施設入所支援サービス費の算定に当たって、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場合に、それぞれ

（１）又は（２）に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定施設入所支援等の提供に当たって、指定障害者支援施設基準第２３条の規定に従い、施設障害福祉サービス計画が作成

されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に定める割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

３　当該指定障害者支援施設等に管理栄養士若しくは栄養士の配置がされていない場合又は配置されている管理栄養士若しくは栄養

士の配置が常勤でない場合は、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を減算する。

イ　管理栄養士又は栄養士の配置がされていない場合

（１）　利用定員が４０人以下２７単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下２２単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下１９単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下１５単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下１４単位

（６）　利用定員が８１人以上１２単位

ロ　配置されている管理栄養士又は栄養士が常勤でない場合

（１）　利用定員が４０人以下１２単位

（２）　利用定員が４１人以上５０人以下１０単位

（３）　利用定員が５１人以上６０人以下９単位

（４）　利用定員が６１人以上７０人以下７単位

（５）　利用定員が７１人以上８０人以下７単位

（６）　利用定員が８１人以上６単位

４　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

５　指定障害者支援施設基準第２４条の３第１項及び第２項に規定する基準を満たしていない場合は、１日につき５単位を所定単位

数から減算する。ただし、令和８年３月３１日までの間は、同条第１項及び第２項に規定する基準を満たしていない場合であって



も、減算しない。

６　指定障害者支援施設基準第４２条の２に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所

定単位数から減算する。

７　指定障害者支援施設基準第４８条第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１０に相

当する単位数を所定単位数から減算する。

８　指定障害者支援施設基準第５４条の２に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所

定単位数から減算する。

２　夜勤職員配置体制加算

（１）　利用定員が２１人以上４０人以下６０単位

（２）　利用定員が４１人以上６０人以下４８単位

（３）　利用定員が６１人以上３９単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定施設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、当該指定施設入所支援等の単位の利用定員に応

じ、１日につき所定単位数（地方公共団体が設置する指定障害者支援施設等の指定施設入所支援の単位の場合にあっては、所定単位

数の１０００分の９６５に相当する単位数とする。）を加算する。

３　重度障害者支援加算

イ　重度障害者支援加算(Ⅰ)２８単位

ロ　重度障害者支援加算(Ⅱ)３６０単位

ハ　重度障害者支援加算(Ⅲ)１８０単位

注１　イについては、医師意見書により特別な医療が必要であるとされる者又はこれに準ずる者が利用者（指定生活介護等を受ける者に

限る。注３において同じ。）の数の合計数の１００分の２０以上であって、指定障害者支援施設基準第４条又は附則第３条に規定する

人員配置に加え、常勤換算方法で、指定障害者支援施設基準第４条第１項第１号又は附則第３条第１項第１号に掲げる看護職員又は

生活支援員を１人以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定施設入

所支援等の単位において、指定施設入所支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　イの重度障害者支援加算(Ⅰ)が算定されている指定障害者支援施設等であって、区分６に該当し、かつ、気管切開を伴う人工呼吸器

による呼吸管理が必要な者又は重症心身障害者が２人以上利用しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定施設入所支援等の単位において、指定施設入所支援等を行った場合に、更に１日につき所定単位数に２

２単位を加算する。

３　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定障害者支援施設等において、区分６に該当し、かつ、第８の１の注１の（２）に規定する利用者の支援の

度合にある者に対して指定施設入所支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

４　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定障害者支援施設等であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定障害者支援施設等において、別に厚生労働

大臣が定める者に対し、指定施設入所支援等を行った場合に、更に１日につき所定単位数に１５０単位を加算する。

５　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定障害者支援施設等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０

日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に５００単位を加算する。

６　注４の加算が算定されている指定障害者支援施設等については、加算の算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間につい

て、更に１日につき所定単位数に２００単位を加算する。

７　ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定障害者支援施設等において、区分４以上に該当し、第８の１の注１の（２）に規定する利用者の支援の度

合にある者に対して指定施設入所支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)を

算定している場合は、加算しない。

８　ハの重度障害者支援加算(Ⅲ)が算定されている指定障害者支援施設等であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している

ものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定障害者支援施設等において、別に厚生労働

大臣が定める者に対し、指定施設入所支援等を行った場合に、更に１日につき所定単位数に１５０単位を加算する。

９　ハの重度障害者支援加算(Ⅲ)が算定されている指定障害者支援施設等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０

日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に４００単位を加算する。



１０　注８の加算が算定されている指定障害者支援施設等については、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間に

ついて、更に１日につき所定単位数に２００単位を加算する。

４　夜間看護体制加算６０単位

注　２の夜勤職員配置体制加算が算定されている指定障害者支援施設等において、指定生活介護等を受ける利用者に対して指定施設入所支

援等を提供する時間に、生活支援員に代えて看護職員（３の重度障害者支援加算(Ⅰ)の算定対象となる看護職員を除く。）を１以上配置

しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った施設入所支援等の単位において、１日に

つき所定単位数を加算する。この場合において、生活支援員に代えて看護職員を配置して指定施設入所支援等の提供を行った場合に、更

に１日につき所定単位数に３５単位に看護職員の配置人数（１を超えて配置した人数に限る。）を乗じて得た単位数を加算する。

４の２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定施設入所支援等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害

のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該指定施設

入所支援等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者とし

て専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害者支援施設基準第４条又は附則第３条に規定する人員配置に加え、

常勤換算方法で、当該指定施設入所支援等の利用者の数を４０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定障害者支援施設等において、指定施設入所支援等を行った場合に、１日に

つき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定施設入所支援等の利用者の数が当該指定施設入所支援等の利用者の数に１００分の３０

を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従

業者を、指定障害者支援施設基準第４条又は附則第３条に規定する人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定施設入所支援等の

利用者の数を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を

行った指定障害者支援施設等において、指定施設入所支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

４の３　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定施設入所支援等の利用者の数に１００分の３０を乗じ

て得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定障害者支援施設等において、指定施設入所支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

５　入所時特別支援加算３０単位

注　新たに入所者を受け入れた日から起算して３０日以内の期間において、指定施設入所支援等の提供を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。

６　入院・外泊時加算

イ　入院・外泊時加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が６０人以下３２０単位

（２）　利用定員が６１人以上８０人以下２７２単位

（３）　利用定員が８１人以上２４７単位

ロ　入院・外泊時加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が６０人以下１９１単位

（２）　利用定員が６１人以上８０人以下１６２単位

（３）　利用定員が８１人以上１４７単位

注１　イについては、利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及び利用者に対して居宅における外泊（第１５の１の注３に規定

する体験的な指定共同生活援助、第１５の１の２の注５又は注６に規定する体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助及び第

１５の１の２の２の注３に規定する体験的な外部サービス利用型指定共同生活援助の利用に伴う外泊を含む。以下この６において

同じ。）を認めた場合に、入院し、又は外泊した翌日から起算して８日を限度として、所定単位数に代えて、利用定員に応じ、それ

ぞれ（１）から（３）までに掲げる単位数（地方公共団体が設置する指定障害者支援施設の場合にあっては、（１）から（３）まで

に掲げる単位数の１０００分の９６５に相当する単位数）を算定する。ただし、入院又は外泊の初日及び最終日は、算定しない。

２　ロについては、利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及び利用者に対して居宅における外泊を認めた場合に、施設従業

者（指定障害者支援施設基準第４条又は附則第３条の規定により指定障害者支援施設等に置くべき従業者をいう。以下同じ。）が、



施設障害福祉サービス計画に基づき、当該利用者に対する支援を行った場合に、入院し、又は外泊した翌日から起算して８日を超

えた日から８２日を限度として、所定単位数に代えて、利用定員に応じ、それぞれ（１）から（３）までに掲げる単位数（地方公共

団体が設置する指定障害者支援施設の場合にあっては、（１）から（３）までに掲げる単位数の１０００分の９６５に相当する単位

数）を算定する。ただし、入院又は外泊の初日及び最終日は、算定しない。

７　入院時支援特別加算

（１）　当該月における入院期間（入院の初日及び最終日並びに６の入院・外泊時加算が算定される期間を除く。（２）及び注において同

じ。）の日数の合計が４日未満の場合５６１単位

（２）　当該月における入院期間の日数の合計が４日以上の場合１，１２２単位

注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所（指定障害者支援施設等の同一敷地内に併設する病院又は

診療所を除く。）への入院を要した場合に、施設従業者のうちいずれかの職種の者が、施設障害福祉サービス計画に基づき、当該利用者

が入院している病院又は診療所を訪問し、当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合

に、１月に１回を限度として、入院期間の日数の合計に応じ、所定単位数を算定する。

８　地域移行加算５００単位

注　入所期間が１月を超えると見込まれる利用者（指定生活介護等を受ける者に限る。以下この注において同じ。）の退所に先立って、施

設従業者のうちいずれかの職種の者が、当該利用者に対して、退所後の生活について相談援助を行い、かつ、当該利用者が退所後生活す

る居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して退所後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて

相談援助及び連絡調整を行った場合に、入所中２回を限度として所定単位数を加算し、当該利用者の退所後３０日以内に当該利用者の

居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、

当該利用者が、退所後に他の社会福祉施設等に入所する場合にあっては、加算しない。

８の２　地域移行促進加算

イ　地域移行促進加算(Ⅰ)１２０単位

ロ　地域移行促進加算(Ⅱ)６０単位

注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定障害者支援施設等に入所する利用者が、指定地域移行支援の体験的な宿泊支援（指定相談基準第２３条第

１項に規定する体験的な宿泊支援のうち単身での生活に向けたものをいう。以下この注１において同じ。）を利用する場合におい

て、当該指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、体験的な宿泊支援に係る指定地域移行支援事業者（指定相談基準第３条第２

項に規定する指定地域移行支援事業者をいう。以下同じ。）との連絡調整その他の相談援助を行った場合に、所定単位数に代えて算

定する。

２　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定障害者支援施設等に入所する利用者に対して、地域生活への移行に向けた支援（宿泊を伴わないものに限

る。）を実施した場合に、１月につき３回を限度として所定単位数を算定する。

９　地域生活移行個別支援特別加算

イ　地域生活移行個別支援特別加算(Ⅰ)１２単位

ロ　地域生活移行個別支援特別加算(Ⅱ)３０６単位

注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定施設入所支援等の単位において、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、イが算定されている指定障害者支援施設等であって、別に厚生労働大臣に定める者に対して、指定施設入所支援等

の提供を行った場合に、３年以内（医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合にあっては、当該延長期間が終了するまで）

の期間（他の指定障害福祉サービスを行う事業所及び指定障害者支援施設等において地域生活移行個別支援特別加算を算定した期

間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算する。

１０　栄養マネジメント加算１２単位

注　次の（１）から（４）までに掲げる基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定障害者支援施設等について、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　常勤の管理栄養士を１名以上配置していること。

（２）　入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機
えん

能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。

（３）　入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。



（４）　入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

１１　経口移行加算２８単位

注１　指定障害者支援施設等において、医師の指示に基づき、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、現に経管により

食事を摂取している入所者ごとに経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、

医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び支援が行われた場合は、当該計画が作成された日から起算して１８０

日以内の期間に限り、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、１０の栄養マネジメント加算を算定していない

場合は、加算しない。

２　経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理及び支援が、当該計画が作成

された日から起算して１８０日を超えた期間に行われた場合であっても、経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指

示に基づき継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定

できるものとする。

１２　経口維持加算

（１）　経口維持加算(Ⅰ)４００単位

（２）　経口維持加算(Ⅱ)１００単位

注１　（１）については、指定障害者支援施設等において、現に経口により食事を摂取する者であって、摂食機能障害を有し、誤嚥が認め
えん

られる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、入所

者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計

画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受

ける管理栄養士等が医師の指導を受けている場合に限る。注３において同じ。）を受けた管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った

場合に、当該計画が作成された日から起算して６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を加算する。ただし、１１の経口移行

加算を算定している場合又は１０の栄養マネジメント加算を算定していない場合は、算定しない。

２　（２）については、協力歯科医療機関を定めている指定障害者支援施設等が、（１）の経口維持加算(Ⅰ)を算定している場合であっ

て、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するための食事の観察及び会議等に、医師（指定障害者支援施設基準第４条第１

項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わった場合は、１月につき所定単位数を加算する。

３　経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画に基づき管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理及び支援が、当該計画

が作成された日の属する月から起算して６月を超えた期間に行われた場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所
えん

者であって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続して誤嚥防止のための食事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるも
えん

のに対しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。

１２の２　口腔衛生管理体制加算３０単位
くう

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定障害者支援施設等において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設従業者に対する口腔ケアに係る技術的
くう

助言及び指導を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単位数を加算する。

１２の３　口腔衛生管理加算９０単位
くう

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定障害者支援施設等において、次に掲げる基準のいずれにも該当する場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、この

場合において、１２の２の口腔衛生管理体制加算を算定していない場合は、算定しない。
くう

イ　歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月２回以上行うこと。
くう

ロ　歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔ケアについて、施設従業者に対し、具体的な技術的助言及び指導を行うこと。
くう

ハ　歯科衛生士が、イにおける入所者の口腔に関する施設従業者からの相談等に必要に応じ対応すること。
くう

１３　療養食加算２３単位

注　管理栄養士又は栄養士が配置されている指定障害者支援施設等において、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供した場合に、１日

につき所定単位数を加算する。

１３の２　地域移行支援体制加算

イ　利用定員が４０人以下

（１）　区分６１５単位

（２）　区分５１３単位



（３）　区分４１１単位

（４）　区分３８単位

（５）　区分２以下６単位

ロ　利用定員が４１人以上５０人以下

（１）　区分６９単位

（２）　区分５７単位

（３）　区分４６単位

（４）　区分３５単位

（５）　区分２以下４単位

ハ　利用定員が５１人以上６０人以下

（１）　区分６７単位

（２）　区分５６単位

（３）　区分４５単位

（４）　区分３４単位

（５）　区分２以下３単位

ニ　利用定員が６１人以上７０人以下

（１）　区分６５単位

（２）　区分５４単位

（３）　区分４３単位

（４）　区分３３単位

（５）　区分２以下２単位

ホ　利用定員が７１人以上８０人以下

（１）　区分６４単位

（２）　区分５３単位

（３）　区分４３単位

（４）　区分３２単位

（５）　区分２以下２単位

ヘ　利用定員が８１人以上

（１）　区分６３単位

（２）　区分５３単位

（３）　区分４２単位

（４）　区分３２単位

（５）　区分２以下２単位

注　前年度に当該指定障害者支援施設等から退所し、地域生活が６月以上継続している者が１人以上いる指定障害者支援施設等であっ

て、利用定員を減少させたものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定障害者支援施設

等について、利用定員及び障害支援区分に応じ、１年間を限度として１日につき所定単位数に当該利用定員の減少数を乗じて得た単

位数を加算する。

１３の３　通院支援加算１７単位

注　指定障害者支援施設等に入所する者に対し、通院に係る支援を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定

める様式による届出を行った指定障害者支援施設等において、当該通院に係る支援を行ったときに、１月に２回を限度として所定単位

数を算定する。

１３の４　集中的支援加算

イ　集中的支援加算(Ⅰ)１，０００単位

ロ　集中的支援加算(Ⅱ)５００単位



注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定障害者支援施設等に訪問さ

せ、又はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日

の属する月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

２　ロについては、別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、強度行動障害を有する者への集中的な支援を提供

できる体制を確保しているものとして都道府県知事が認めた指定障害者支援施設等が、集中的な支援が必要な利用者を他の指定障害

福祉サービスを行う事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して集中的な支援を実施した場合に、当該支

援を開始した日の属する月から起算して３月以内の期間に限り１日につき所定単位数を加算する。

１３の５　障害者支援施設等感染対策向上加算

イ　障害者支援施設等感染対策向上加算(Ⅰ)１０単位

ロ　障害者支援施設等感染対策向上加算(Ⅱ)５単位

注１　イについては、以下の（１）から（３）までのいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定施設入所支援等の単位において、１月につき所定単位数を加算する。

（１）　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第１７項に規定する第二種

協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第７項に規定する新型インフルエン

ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感染症又は同条第９項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を行う

体制を確保していること。

（２）　指定障害者支援施設基準第４６条第１項に規定する協力医療機関その他の医療機関（以下この（２）において「協力医療機

関等」という。）との間で、感染症（新興感染症を除く。以下この（２）において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるととも

に、感染症の発生時等に、協力医療機関等と連携し適切に対応していること。

（３）　診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」と

いう。）の区分番号Ａ２３４―２に規定する感染対策向上加算（注２において「感染対策向上加算」という。）又は医科診療報酬

点数表の区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注１１及び区分番号Ａ００１に掲げる再診料の注１５に規定する外来感染対策向上

加算に係る届出を行った医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していること。

２　ロについては、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上、施設内で感染者が発生した場合の対応に

係る実地指導を受けているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定施設入所支援

等の単位において、１月につき所定単位数を加算する。

１３の６　新興感染症等施設療養加算２４０単位

注　入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感

染症に感染した利用者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定施設入所支援等を行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度

として１日につき所定単位数を加算する。

１４　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定障害者支援施設等（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除

く。）が、利用者に対し、指定施設入所支援を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１３の６までにより算定した単位数の１０００分の１８６に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１３の６までにより算定した単位数の１０００分の１９３に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１３の６までにより算定した単位数の１０００分の１６５に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１３の６までにより算定した単位数の１０００分の１４２に相当する単位数

第１０　自立訓練（機能訓練）

１　機能訓練サービス費（１日につき）

イ　機能訓練サービス費(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下８１９単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下７３２単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下６９５単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下６６７単位



（５）　利用定員が８１人以上６２９単位

ロ　機能訓練サービス費(Ⅱ)

（１）　所要時間１時間未満の場合２６５単位

（２）　所要時間１時間以上の場合６０６単位

（３）　視覚障害者に対する専門的訓練の場合７７９単位

ハ　共生型機能訓練サービス費７２１単位

ニ　基準該当機能訓練サービス費７２１単位

注１　イについては、指定自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福祉サービス基準第１５６条第１項に規定する指定自立訓練（機能

訓練）事業所をいう。以下同じ。）、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等において、指定障害福祉サー

ビス基準第１５５条に規定する指定自立訓練（機能訓練）、指定障害者支援施設が行う自立訓練（機能訓練）（規則第６条の６第１

号に掲げる自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）に係る指定障害福祉サービス、のぞみの園が行う自立訓練（機能訓練）又は

指定障害福祉サービス基準第２１９条に規定する特定基準該当自立訓練（機能訓練）（以下「特定基準該当自立訓練（機能訓練）」

という。）を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定自立訓練

（機能訓練）事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設の場合にあっては、所定単位数の１０００分

の９６５に相当する単位数を算定する。

２　ロの（１）及び（２）については、指定障害福祉サービス基準第１５６条若しくは第２２０条又は指定障害者支援施設基準第４

条第１項第２号の規定により１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所等（注２の３に規定する共生型自立訓練

（機能訓練）事業所を除く。注２の２、注４及び注４の２において同じ。）に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、利用者

の居宅を訪問して１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等（注２の３に規定する共生型自立訓練（機能訓練）を除く。

以下この注、注２の２、注４、注４の２において同じ。）を行った場合に、自立訓練（機能訓練）計画（指定障害福祉サービス基準

第１６２条において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する自立訓練（機能訓練）計画をいう。）、特定基準

該当障害福祉サービス計画（特定基準該当自立訓練（機能訓練）に係る計画に限る。）又は施設障害福祉サービス計画（以下「自立

訓練（機能訓練）計画等」という。）に位置付けられた内容の１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等を行うのに要す

る標準的な時間で所定単位数を算定する。

２の２　ロの（３）については、別に厚生労働大臣が定める従業者が視覚障害者である利用者の居宅を訪問する体制を整えているも

のとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った１の２の注１に規定する指定自立

訓練（機能訓練）事業所等において、当該従業者が当該利用者の居宅を訪問して１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）

等を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

２の３　ハについては、共生型自立訓練（機能訓練）（指定障害福祉サービス基準第１６２条の２に規定する共生型自立訓練（機能訓

練）をいう。以下同じ。）の事業を行う事業所（以下「共生型自立訓練（機能訓練）事業所」という。）において、共生型自立訓練

（機能訓練）を行うものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、１日につき所定

単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する共生型自立訓練（機能訓練）事業所の場合は、所定単位数の１０００分の９

６５に相当する単位数を算定する。

３　ニについては、次に掲げる場合に、１日につき所定単位数を算定する。

（１）　指定障害福祉サービス基準第１６３条に規定する基準該当自立訓練（機能訓練）事業者が基準該当自立訓練（機能訓練）

（同条に規定する基準該当自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）を行う事業所（以下「基準該当自立訓練（機能訓練）事業

所」という。）において、基準該当自立訓練（機能訓練）を行った場合。

（２）　指定障害福祉サービス基準第１６３条の２に規定する基準該当自立訓練（機能訓練）事業所において、基準該当自立訓練

（機能訓練）を行った場合。

（３）　病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所（指定障害福祉サービス基準第１６３条の３に規定する病院等基準該当自立訓

練（機能訓練）事業所をいう。以下同じ。）において、病院等基準該当自立訓練（機能訓練）（同条に規定する病院等基準該当自

立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）を行った場合。

４　イからハまでに掲げる機能訓練サービス費の算定に当たって、イについては次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場

合に、ロについては（２）又は（３）に該当する場合に、ハについては（１）に該当する場合に、それぞれ（１）から（３）まで

に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合



（２）　１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第１６２条若しくは第

２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条又は指定障害者支援施設基準第２３条の規定に従い、自立

訓練（機能訓練）計画等が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所等における１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等

の利用者（１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等の利用を開始した日から各月ごとの当該月の末日までの期間が

１年に満たない者を除く。）のサービス利用期間（１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等の利用を開始した日から

各月ごとの当該月の末日までの期間をいう。）の平均値が規則第６条の６第１号に掲げる期間に６月間を加えて得た期間を超えて

いる場合　１００分の９５

４の２　別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業所等

に置くべき従業者が、当該利用者の居宅を訪問して１の２の注１に規定する指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合は、１回につ

き所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

４の３　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００

分の５に相当する単位数（指定障害者支援施設にあっては、１００分の１０に相当する単位数）を所定単位数から減算する。

４の４　指定障害福祉サービス基準第１６２条、第１６２条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準

第３３条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算

し、指定障害者支援施設基準第４２条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単

位数を所定単位数から減算する。

４の５　指定障害福祉サービス基準第１６２条、第１６２条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準

第３５条の２第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数

から減算し、指定障害者支援施設基準第４８条第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分

の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

４の６　指定障害福祉サービス基準第１６２条、第１６２条の５及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準

第４０条の２又は指定障害者支援施設基準第５４条の２に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相

当する単位数を所定単位数から減算する。

４の７　ハについては、次の（１）及び（２）のいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った共生型自立訓練（機能訓練）事業所について、１日につき５８単位を加算する。

（１）　サービス管理責任者を１名以上配置していること。

（２）　地域に貢献する活動を行っていること。

５　利用者が自立訓練（機能訓練）以外の障害福祉サービスを受けている間は、機能訓練サービス費は、算定しない。

１の２　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第１５６条第１項第１号のニ若しくは第２２０条第１項第４号又は指定障害者支援施

設基準第４条第１項第２号のイの（１）の規定により置くべき生活支援員（注２及び注３において「生活支援員」という。）又は指

定障害福祉サービス基準第１６２条の２第２号、第１６２条の３第２号若しくは第１６２条の４第４号の規定により置くべき従業

者（注２及び注３において「共生型自立訓練（機能訓練）従業者」という。）として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉

士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上であるものとして、都道府県知事又は

市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所、共生型自立訓練（機能訓

練）事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等（以下「指定自立訓練（機能訓練）事業所等」とい

う。）において、指定自立訓練（機能訓練）、指定障害者支援施設が行う自立訓練（機能訓練）に係る指定障害福祉サービス、のぞ

みの園が行う自立訓練（機能訓練）、共生型自立訓練（機能訓練）又は特定基準該当自立訓練（機能訓練）（以下「指定自立訓練

（機能訓練）等」という。）を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、生活支援員又は共生型自立訓練（機能訓練）従業者として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護

福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長



に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓

練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定し

ている場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日

につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)

を算定している場合は、算定しない。

（１）　生活支援員又は共生型自立訓練（機能訓練）従業者として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割

合が１００分の７５以上であること。

（２）　生活支援員又は共生型自立訓練（機能訓練）従業者として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業

者の割合が１００分の３０以上であること。

１の３　ピアサポート実施加算１００単位

注　次の（１）及び（２）のいずれにも該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届

出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、法第４条第１項に規定する障害者（以下この注において単に「障害者」とい

う。）又は障害者であったと都道府県知事が認める者（以下この注において「障害者等」という。）である従業者であって、（１）に規定

する障害者ピアサポート研修修了者であるものが、その経験に基づき、利用者に対して相談援助を行った場合に、当該相談援助を受けた

利用者の数に応じ、１月につき所定単位数を加算する。

（１）　法第７８条第３項に規定する地域生活支援事業として行われる研修（障害者ピアサポート研修における基礎研修及び専門研修に

限る。）の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者（以下「障害者ピア

サポート研修修了者」という。）を指定自立訓練（機能訓練）事業所等の従業者として２名以上（当該２名以上のうち少なくとも１名

は障害者等とする。）配置していること。

（２）　（１）に掲げるところにより配置した者のいずれかにより、当該指定自立訓練（機能訓練）事業所等の従業者に対し、障害者に

対する配慮等に関する研修が年１回以上行われていること。

２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は

知的障害のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該

指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門

性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１５６条、第１６２条の２第２

号、第１６２条の３第２号、第１６２条の４第４号若しくは第２２０条又は指定障害者支援施設基準第４条第１項第２号に掲げる

人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数を４０で除して得た数以上配置しているものとし

て、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等に

おいて、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数が当該指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数

に１００分の３０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生

活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１５６条、第１６２条の２第２号、第１６２条の３第２号、第１６２条

の４第４号若しくは第２２０条又は指定障害者支援施設基準第４条第１項第２号に掲げる人員配置に加え、常勤換算方法で、当該

指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等を

行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２の２　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定自立訓練（機能訓練）等の利用者の数に１００分の３

０を乗じて得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障

害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等を行った

場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３　初期加算３０単位



注　指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、当該指定自立訓練（機能訓練）等の利

用を開始した日から起算して３０日以内の期間について、１日につき所定単位数を加算する。

４　欠席時対応加算９４単位

注　指定自立訓練（機能訓練）事業所等において指定自立訓練（機能訓練）等を利用する利用者（当該指定障害者支援施設等に入所する

者を除く。）が、あらかじめ当該指定自立訓練（機能訓練）等の利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合におい

て、指定障害福祉サービス基準第１５６条、第１６２条の２第２号、第１６２条の３第２号、第１６２条の４第４号若しくは第２２０

条又は指定障害者支援施設基準第４条の規定により指定自立訓練（機能訓練）事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、

利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、１月

につき４回を限度として、所定単位数を算定する。

４の２　リハビリテーション加算

イ　リハビリテーション加算(Ⅰ)４８単位

ロ　リハビリテーション加算(Ⅱ)２０単位

注１　イについては、次の（１）から（５）までの基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事若しくは市町村長に対して障害

保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、頸髄損傷による四肢の麻痺その他こ
けい

れに類する状態にある障害者であってリハビリテーション実施計画が作成されているものに対して、指定自立訓練（機能訓練）等を

行った場合又は次の（１）から（６）までの基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事若しくは市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、障害者であってリハビリテーション実

施計画が作成されているものに対して、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作

成していること。

（２）　利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士

が指定自立訓練（機能訓練）等を行っているとともに、利用者の状態を定期的に記録していること。

（３）　利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

（４）　指定障害者支援施設等に入所する利用者については、リハビリテーションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の

情報を伝達していること。

（５）　（４）に掲げる利用者以外の利用者については、指定自立訓練（機能訓練）事業所等の従業者が、必要に応じ、指定特定相

談支援事業者を通じて、指定居宅介護サービスその他の指定障害福祉サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの

観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

（６）　当該指定自立訓練（機能訓練）事業所等における支援プログラムの内容を公表するとともに、利用者の生活機能の改善状況

等を評価し、当該評価の結果を公表していること。

２　ロについては、注１の（１）から（５）までの基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、注１に規定する障害者以外の障害者で

あってリハビリテーション実施計画が作成されているものに対して、指定自立訓練（機能訓練）等を行った場合に、１日につき所定

単位数を加算する。ただし、イのリハビリテーション加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

５　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第１５６条第１項に規定する指定自立訓練（機能訓練）事業者、共生型自立訓練（機能訓練）の事業を行

う者又は指定障害者支援施設等が、指定障害福祉サービス基準第１６２条若しくは第１６２条の５において準用する指定障害福祉サー

ビス基準第２２条又は指定障害者支援施設基準第２０条第２項に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定

単位数を加算する。

６　食事提供体制加算３０単位

注　低所得者等であって自立訓練（機能訓練）計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者（指定障害者支援施設等に入所す

る者を除く。）、低所得者等である基準該当自立訓練（機能訓練）の利用者又は低所得者等である病院等基準該当自立訓練（機能訓練）

の利用者に対して、指定自立訓練（機能訓練）事業所等、基準該当自立訓練（機能訓練）事業所若しくは病院等基準該当自立訓練（機

能訓練）事業所に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等当該指定自立訓練（機能訓

練）事業所等、基準該当自立訓練（機能訓練）事業所若しくは病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所の責任において食事提供の

ための体制を整えているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った当該指定自



立訓練（機能訓練）事業所等、基準該当自立訓練（機能訓練）事業所若しくは病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所において、

次の（１）から（３）までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を

加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

７　送迎加算

イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定自立訓練（機能訓練）事業所、共生型自立訓練（機能訓練）事業所又は指定障害者支援施設（国、地方公共団体又はのぞ

みの園が設置する指定自立訓練（機能訓練）事業所、共生型自立訓練（機能訓練）事業所又は指定障害者支援施設（ただし、地方

自治法第２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除く。）を除く。以下この７において同

じ。）において、利用者（当該指定自立訓練（機能訓練）事業所、共生型自立訓練（機能訓練）事業所又は指定障害者支援施設と同

一敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。）に対して、その居宅等と指定自立訓練（機能訓

練）事業所、共生型自立訓練（機能訓練）事業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を

加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

８　障害福祉サービスの体験利用支援加算

イ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)５００単位

ロ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)２５０単位

注１　イ及びロについては、指定障害者支援施設等において指定自立訓練（機能訓練）を利用する利用者が、指定地域移行支援の障害

福祉サービスの体験的な利用支援を利用する場合において、指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）の

いずれかに該当する支援を行うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における訓練等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合

２　イについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して５日以内の期間について算定する。

３　ロについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間について算定する。

４　イ又はロが算定されている指定障害者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知

事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算する。

８の２　社会生活支援特別加算４８０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した自立訓練

（機能訓練）計画等に基づき、地域で生活するために必要な相談支援や個別の支援等を行った場合に、当該者に対し当該支援等を開始

した日から起算して３年以内（医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の

指定障害福祉サービスを行う事業所において社会生活支援特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算す

る。

８の３　就労移行支援体制加算

イ　利用定員が２０人以下５７単位

ロ　利用定員が２１人以上４０人以下２５単位

ハ　利用定員が４１人以上６０人以下１４単位

ニ　利用定員が６１人以上８０人以下１０単位

ホ　利用定員が８１人以上７単位

注　指定自立訓練（機能訓練）事業所等における指定自立訓練（機能訓練）等を受けた後就労（第１３の１の注２に規定する指定就労

継続支援Ａ型事業所等への移行を除く。以下この注において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に

雇用されている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要



とするものが、当該指定自立訓練（機能訓練）事業所等において指定自立訓練（機能訓練）等を受けた場合にあっては、当該指定自

立訓練（機能訓練）等を受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）（過去３年間において、指定自立訓練（機能訓練）事

業所等その他の事業所において既に当該者の就労につき就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、市町村長が適当と認める

者に限る。以下この注において「就労定着者」という。）が前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対

して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、指定自立訓練（機能訓練）等

を行った場合に、１日につき当該指定自立訓練（機能訓練）等を行った日の属する年度の利用定員に応じた所定単位数に就労定着者

の数（当該年度の前年度の９月３０日時点における当該指定自立訓練（機能訓練）事業所等の定員数を上限とする。）を乗じて得た単

位数を加算する。

８の４　緊急時受入加算１００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）の障害の特性に起因して生じた緊急の事

態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、夜間に支援を行ったとき

に、１日につき所定単位数を加算する。

８の５　集中的支援加算１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定自立訓練（機能訓練）事業所等に訪問させ、又

はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって行う集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する

月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

９　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事又は市町村長に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（機能訓練）事業所等、基準該当自立訓練（機能訓練）事業所

又は病院等基準該当自立訓練（機能訓練）事業所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対

し、指定自立訓練（機能訓練）等、基準該当自立訓練（機能訓練）又は病院等基準該当自立訓練（機能訓練）を行った場合に、当該基

準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあって

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から８の５までにより算定した単位数の１０００分の１６４に相当する単位数（指定障害

者支援施設にあっては、１０００分の１５１に相当する単位数）

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から８の５までにより算定した単位数の１０００分の１７１に相当する単位数（指定障害

者支援施設にあっては、１０００分の１５８に相当する単位数）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から８の５までにより算定した単位数の１０００分の１６０に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から８の５までにより算定した単位数の１０００分の１６７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から８の５までにより算定した単位数の１０００分の１２４に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の１２５に相当する単位数）

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から８の５までにより算定した単位数の１０００分の１０６に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の１０７に相当する単位数）

第１１　自立訓練（生活訓練）

１　生活訓練サービス費（１日につき）

イ　生活訓練サービス費(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下７７６単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下６９３単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下６５９単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下６３３単位

（５）　利用定員が８１人以上５９５単位

ロ　生活訓練サービス費(Ⅱ)

（１）　所要時間１時間未満の場合２６５単位

（２）　所要時間１時間以上の場合６０６単位

（３）　視覚障害者に対する専門的訓練の場合７７９単位



ハ　生活訓練サービス費(Ⅲ)

（１）　利用期間が２年間以内の場合２８１単位

（２）　利用期間が２年間を超える場合１７０単位

ニ　生活訓練サービス費(Ⅳ)

（１）　利用期間が３年間以内の場合２８１単位

（２）　利用期間が３年間を超える場合１７０単位

ホ　共生型生活訓練サービス費６９０単位

ヘ　基準該当生活訓練サービス費６９０単位

注１　イについては、指定自立訓練（生活訓練）事業所（指定障害福祉サービス基準第１６６条第１項に規定する指定自立訓練（生活

訓練）事業所をいう。以下同じ。）、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等において、指定障害福祉サー

ビス基準第１６５条に規定する指定自立訓練（生活訓練）（指定宿泊型自立訓練を除く。１の２において同じ。）、指定障害者支援施

設が行う自立訓練（生活訓練）（規則第６条の６第２号に掲げる自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）に係る指定障害福祉サ

ービス、のぞみの園が行う自立訓練（生活訓練）又は指定障害福祉サービス基準第２１９条に規定する特定基準該当自立訓練（生

活訓練）（以下「特定基準該当自立訓練（生活訓練）」という。）を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定す

る。ただし、地方公共団体が設置する指定自立訓練（生活訓練）事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定障害者支

援施設の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

２　ロの（１）及び（２）については、指定障害福祉サービス基準第１６６条若しくは第２２０条又は指定障害者支援施設基準第４

条第１項第３号の規定により１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所等（注４の２に規定する共生型自立訓練

（生活訓練）事業所を除く。注２の２、注６及び注６の２において同じ。）に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、利用者

の居宅を訪問して１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等（注４の２に規定する共生型自立訓練（生活訓練）を除く。

以下この注、注２の２、注６及び注６の２において同じ。）を行った場合に、自立訓練（生活訓練）計画（指定障害福祉サービス基

準第１７１条において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する自立訓練（生活訓練）計画をいう。）、特定基

準該当障害福祉サービス計画（特定基準該当自立訓練（生活訓練）に係る計画に限る。）又は施設障害福祉サービス計画（以下「自

立訓練（生活訓練）計画等」という。）に位置付けられた内容の１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等を行うのに要

する標準的な時間で所定単位数を算定する。

２の２　ロの（３）については、別に厚生労働大臣が定める従業者が視覚障害者である利用者の居宅を訪問する体制を整えているも

のとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った１の２の注１に規定する指定自立

訓練（生活訓練）事業所等において、当該従業者が当該利用者の居宅を訪問して１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）

等を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

３　ハについては、指定自立訓練（生活訓練）事業所において、規則第６条の６第２号の規定により、法第５条第１２項に規定する

主務省令で定める期間（注４において「標準利用期間」という。）が２年間とされる利用者に対し、指定宿泊型自立訓練を行った場

合に、利用期間に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

４　ニについては、指定自立訓練（生活訓練）事業所において、規則第６条の６第２号の規定により、標準利用期間が３年間とされ

る利用者に対し、指定宿泊型自立訓練を行った場合に、利用期間に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

４の２　ホについては、共生型自立訓練（生活訓練）（指定障害福祉サービス基準第１７１条の２に規定する共生型自立訓練（生活訓

練）をいう。以下同じ。）の事業を行う事業所（以下「共生型自立訓練（生活訓練）事業所」という。）において、共生型自立訓練

（生活訓練）を行うものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、１日につき所定

単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する共生型自立訓練（生活訓練）事業所の場合は、所定単位数の１０００分の９

６５に相当する単位数を算定する。

５　ヘについては、次に掲げる場合に、１日につき所定単位数を算定する。

（１）　指定障害福祉サービス基準第１７２条に規定する基準該当自立訓練（生活訓練）事業者が基準該当自立訓練（生活訓練）

（同条に規定する基準該当自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）を行う事業所（以下「基準該当自立訓練（生活訓練）事業

所」という。）において、基準該当自立訓練（生活訓練）を行った場合。

（２）　指定障害福祉サービス基準第１７２条の２の規定による基準該当自立訓練（生活訓練）事業所において、基準該当自立訓練

（生活訓練）を行った場合。

６　イからホまでに掲げる生活訓練サービス費の算定に当たって、イについては次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場

合に、ロについては次の（２）又は（３）に該当する場合に、ハ及びニについては次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場



合に、ホについては（１）に該当する場合に、それぞれ（１）から（３）までに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定す

る。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の提供に当たって、指定障害福祉サービス基

準第１７１条若しくは第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条又は指定障害者支援施設基準第２

３条の規定に従い、自立訓練（生活訓練）計画等が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所等における１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等

の利用者（１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等の利用を開始した日から各月ごとの当該月の末日までの期間が

１年に満たない者を除く。）のサービス利用期間（１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等の利用を開始した日から

各月ごとの当該月の末日までの期間をいう。）の平均値が規則第６条の６第２号に掲げる期間に６月間を加えて得た期間を超えて

いる場合　１００分の９５

６の２　別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業所等

に置くべき従業者が、当該利用者の居宅を訪問して１の２の注１に規定する指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合は、１回につ

き所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数に加算する。

６の３　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００

分の５に相当する単位数（指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所（以下「指定宿泊型自立訓練事業所」とい

う。）及び指定障害者支援施設にあっては、１００分の１０に相当する単位数）を所定単位数から減算する。

６の４　指定障害福祉サービス基準第１７１条、第１７１条の４及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準

第３３条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合（指定宿泊型自立訓練事業所を除く。）は、所定単位数の１００分の１に

相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障害福祉サービス基準第１７１条、第１７１条の４及び第２２３条第１項において

準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合（指定宿泊型自立訓練事業所に限る。）

又は指定障害者支援施設基準第４２条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単

位数を所定単位数から減算する。

６の５　指定障害福祉サービス基準第１７１条、第１７１条の４及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準

第３５条の２第２項又は第３項に規定する基準を満たしていない場合（指定宿泊型自立訓練事業所を除く。）は、所定単位数の１０

０分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障害福祉サービス基準第１７１条、第１７１条の４及び第２２３条第１

項において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項若しくは第３項に規定する基準を満たしていない場合（指定宿泊

型自立訓練事業所に限る。）又は指定障害者支援施設基準第４８条第２項若しくは第３項に規定する基準を満たしていない場合は、

所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６の６　指定障害福祉サービス基準第１７１条、第１７１条の４及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準

第４０条の２又は指定障害者支援施設基準第５４条の２に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相

当する単位数を所定単位数から減算する。

６の７　ホについては、次の（１）及び（２）のいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った共生型自立訓練（生活訓練）事業所について、１日につき５８単位を加算する。

（１）　サービス管理責任者を１名以上配置していること。

（２）　地域に貢献する活動を行っていること。

７　利用者が自立訓練（生活訓練）以外の障害福祉サービスを受けている間は、生活訓練サービス費は、算定しない。

１の２　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第１６６条第１項第１号若しくは第２２０条第１項第４号若しくは指定障害者支援施

設基準第４条第１項第３号の規定により置くべき生活支援員若しくは指定障害福祉サービス基準第１６６条第１項第２号の規定に

より置くべき地域移行支援員（以下この１の２及び９において「生活支援員等」という。）又は指定障害福祉サービス基準第１７１

条の２第２号若しくは第１７１条の３第４号の規定により置くべき従業者（注２及び注３において「共生型自立訓練（生活訓練）



従業者」という。）として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従

業者の割合が１００分の３５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出

を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所、特定基準該当障害福祉サービス事業所又は指定

障害者支援施設等（以下「指定自立訓練（生活訓練）事業所等」という。）において、指定自立訓練（生活訓練）、指定障害者支援

施設が行う自立訓練（生活訓練）に係る指定障害福祉サービス、のぞみの園が行う自立訓練（生活訓練）、共生型自立訓練（生活訓

練）又は特定基準該当自立訓練（生活訓練）（以下「指定自立訓練（生活訓練）等」という。）を行った場合に、１日につき１５単

位を、指定宿泊型自立訓練を行った場合に、１日につき１０単位を加算する。

２　ロについては、生活支援員等又は共生型自立訓練（生活訓練）従業者として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介

護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村

長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活

訓練）等を行った場合に、１日につき１０単位を、指定宿泊型自立訓練を行った場合に、１日につき７単位を加算する。ただし、

この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合に１日に

つき６単位を、指定宿泊型自立訓練を行った場合に１日につき４単位を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員

配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　生活支援員等又は共生型自立訓練（生活訓練）従業者として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の

割合が１００分の７５以上であること。

（２）　生活支援員等又は共生型自立訓練（生活訓練）従業者として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従

業者の割合が１００分の３０以上であること。

１の３　地域移行支援体制強化加算５５単位

注　指定障害福祉サービス基準第１６６条第１項第２号に掲げる地域移行支援員の配置について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に

適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練

（生活訓練）事業所において、指定宿泊型自立訓練を行った場合に、所定単位数を加算する。

１の４　ピアサポート実施加算１００単位

注　次の（１）及び（２）のいずれにも該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届

出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、法第４条第１項に規定する障害者（以下この注において単に「障害者」とい

う。）又は障害者であったと都道府県知事が認める者（以下この注において「障害者等」という。）である従業者であって、障害者ピア

サポート研修修了者であるものが、その経験に基づき、利用者に対して相談援助を行った場合に、当該相談援助を受けた利用者の数に応

じ、１月につき所定単位数を加算する。

（１）　障害者ピアサポート研修修了者を指定自立訓練（生活訓練）事業所等の従業者として２名以上（当該２名以上のうち少なくとも

１名は障害者等とする。）配置していること。

（２）　（１）に掲げるところにより配置した者のいずれかにより、当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等の従業者に対し、障害者に

対する配慮等に関する研修が年１回以上行われていること。

２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の利用者（１のロに規定する生活訓練

サービス費(Ⅱ)が算定されている利用者を除く。以下この２において同じ。）の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は

知的障害のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該

指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等

との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１６６

条、第１７１条の２第２号、第１７１条の３第４号若しくは第２２０条又は指定障害者支援施設基準第４条第１項第３号に掲げる

人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定自立訓練（生活訓練）等又は当該指定宿泊型自立訓練の利用者の数を４０で除して得

た数以上配置しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立

訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練を行った場合に、１日につき所定単位

数を加算する。



２　ロについては、視覚障害者等である指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の利用者の数が当該指定自立訓練（生

活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の利用者の数に１００分の３０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関

し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１６６条、第１７１条の

２第２号、第１７１条の３第４号若しくは第２２０条又は指定障害者支援施設基準第４条第１項第３号に掲げる人員配置に加え、

常勤換算方法で、当該指定自立訓練（生活訓練）等又は当該指定宿泊型自立訓練の利用者の数を５０で除して得た数以上配置してい

るものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事

業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２の２　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者（１のロに規定する生活訓練サービス費(Ⅱ)が算定されている利用者を

除く。以下この注において同じ。）の数が当該指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の利用者の数に１００分の３０を乗

じて得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健

福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型

自立訓練を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３　初期加算３０単位

注　指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練を行った場合に、当該指定自立

訓練（生活訓練）等又は指定宿泊型自立訓練の利用を開始した日から起算して３０日以内の期間について、１日につき所定単位数を加

算する。

４　欠席時対応加算９４単位

注　指定自立訓練（生活訓練）事業所等において指定宿泊型自立訓練以外の指定自立訓練（生活訓練）等を利用する利用者（当該指定障

害者支援施設等に入所する者を除く。）が、あらかじめ当該指定自立訓練（生活訓練）等の利用を予定していた日に、急病等によりその

利用を中止した場合において、指定障害福祉サービス基準第１６６条、第１７１条の２第２号、第１７１条の３第４号若しくは第２２

０条又は指定障害者支援施設基準第４条の規定により指定自立訓練（生活訓練）事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者

が、利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、

１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。

４の２　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人８００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所

又は特定基準該当障害福祉サービス事業所（特定基準該当生活介護若しくは特定基準該当自立訓練（機能訓練）を提供する事業所

又は１０の看護職員配置加算を算定されている事業所を除く。注２から注５までにおいて同じ。）に訪問させ、当該看護職員が利用

者に対して１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日

につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所

又は特定基準該当障害福祉サービス事業所に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１時間以上２時間未満の看護を行った場合

に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単位数を加算する。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所

又は特定基準該当障害福祉サービス事業所に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して２時間以上の看護を行った場合に、当該看

護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単位数を加算する。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所

又は特定基準該当障害福祉サービス事業所に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労働大臣が定める者に対して看護を行った場合



に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看護を受けた利用者の数に応じ、１日に

つき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所

又は特定基準該当障害福祉サービス事業所に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った
かくたん

場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。

６　ヘについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合、１日につき所定単位数を
かくたん かくたん

加算する。ただし、イからニまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

４の３　個別計画訓練支援加算

イ　個別計画訓練支援加算(Ⅰ)４７単位

ロ　個別計画訓練支援加算(Ⅱ)１９単位

注１　イについては、次の（１）から（６）までの基準のいずれも満たすものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉

部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等について、個別訓練実施計画が作成されている利用者に

対して、指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師である従業者により、利用者の障害特性や生活環境等に応じて、障害支援区分

に係る市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する命令別表第１における調査項目中「応用日常生活動作」、「認知機能」

又は「行動上の障害」に係る個別訓練実施計画を作成していること。

（２）　利用者ごとの個別訓練実施計画に従い、指定自立訓練（生活訓練）等を行っているとともに、利用者の状態を定期的に記録

していること。

（３）　利用者ごとの個別訓練実施計画の進捗状況を毎月評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。

（４）　指定障害者支援施設等に入所する利用者については、従業者により、個別訓練実施計画に基づき一貫した支援を行うよう、

訓練に係る日常生活上の留意点、介護の工夫等の情報を共有していること。

（５）　（４）に掲げる利用者以外の利用者については、指定自立訓練（生活訓練）事業所等の従業者が、必要に応じ、指定特定相

談支援事業者を通じて、指定居宅介護サービスその他の指定障害福祉サービス事業に係る従業者に対し、訓練に係る日常生活上

の留意点、介護の工夫等の情報を伝達していること。

（６）　当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等における支援プログラムの内容を公表するとともに、利用者の生活機能の改善状況

等を評価し、当該評価の結果を公表していること。

２　ロについては、注１の（１）から（５）までの基準のいずれにも適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、個別訓練実施計画が作成されている利

用者に対して、指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの個別計画訓練支援

加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

５　短期滞在加算

イ　短期滞在加算(Ⅰ)１８０単位

ロ　短期滞在加算(Ⅱ)１１５単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等が、利用者（１のハの生活訓練サービス費(Ⅲ)又はニの生活訓練サービス費(Ⅳ)を

受けている者を除く。）に対し、居室その他の設備を利用させるとともに、主として夜間において家事等の日常生活能力を向上するため

の支援その他の必要な支援を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

５の２　日中支援加算２７０単位

注　指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所が、生活介護、自立訓練、就労移行支援若しくは就労継続支援に係る支

給決定を受けている利用者、地域活動支援センター（法第５条第２８項に規定する地域活動支援センターをいう。）の利用者、介護保険

法第８条第７項に規定する通所介護若しくは同条第８項に規定する通所リハビリテーションその他これらに準ずるものの利用者、医科

診療報酬点数表の精神科ショート・ケア、精神科デイ・ケア若しくは精神科デイ・ナイト・ケアの算定対象となる利用者又は就労してい

る利用者（第１５の１の８の注２において「生活介護等利用者」という。）が心身の状況等によりこれらのサービスを利用することがで

きない場合又は就労することができない場合において、当該利用者に対して昼間の時間帯における支援を行ったときに、１日につき所

定単位数を加算する。

５の３　通勤者生活支援加算１８単位



注　指定宿泊型自立訓練の利用者のうち１００分の５０以上の者が通常の事業所に雇用されているとして、都道府県知事に対して障害保健

福祉部長が定める様式による届出を行った指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、主として日中におい

て、職場での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理についての指導等就労を定着させるために必要な日常生活上の支援を行ってい

る場合に、１日につき所定単位数を加算する。

５の４　入院時支援特別加算

イ　当該月における入院期間（入院の初日及び最終日を除く。ロ及び注において同じ。）の日数の合計が３日以上７日未満の場合５６１単

位

ロ　当該月における入院期間の日数の合計が７日以上の場合１，１２２単位

注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な指定宿泊型自立訓練の利用者が病院又は診療所（当該宿泊型自立訓練を行う指定

自立訓練（生活訓練）事業所の同一敷地内に併設する病院又は診療所を除く。以下この注及び５の５において同じ。）への入院を要し

た場合に、指定障害福祉サービス基準第１６６条の規定により指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所に置くべ

き従業者のうちいずれかの職種の者が、自立訓練（生活訓練）計画に基づき、当該利用者が入院している病院又は診療所を訪問し、当

該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合に、１月に１回を限度として、入院期間の

日数の合計に応じ、所定単位数を算定する。

５の５　長期入院時支援特別加算７６単位

注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な指定宿泊型自立訓練の利用者が病院又は診療所への入院を要した場合に、指定障害

福祉サービス基準第１６６条の規定により指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所に置くべき従業者のうちいずれ

かの職種の者が、自立訓練（生活訓練）計画に基づき、当該利用者が入院している病院又は診療所を訪問し、当該病院又は診療所との連

絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合に、１月の入院期間（入院の初日及び最終日を除く。）の日数が２日を

超える場合に、当該日数を超える期間（継続して入院している者にあっては、入院した初日から起算して３月に限る。）について、１日

につき所定単位数を加算する。ただし、５の４の入院時支援特別加算が算定される月は、算定しない。

５の６　帰宅時支援加算

イ　当該月における家族等の居宅等における外泊期間（外泊の初日及び最終日を除く。ロ及び注において同じ。）の日数の合計が３日以上

７日未満の場合１８７単位

ロ　当該月における家族等の居宅等における外泊期間の日数の合計が７日以上の場合３７４単位

注　指定宿泊型自立訓練の利用者が自立訓練（生活訓練）計画に基づき家族等の居宅等において外泊（第１５の１の注３に規定する体

験的な指定共同生活援助、第１５の１の２の注５又は注６に規定する体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助及び第１５の１

の２の２の注３に規定する体験的な外部サービス利用型指定共同生活援助の利用に伴う外泊を含む。５の７において同じ。）した場合

に、１月に１回を限度として、外泊期間の日数の合計に応じ、所定単位数を算定する。

５の７　長期帰宅時支援加算２５単位

注　指定宿泊型自立訓練の利用者が自立訓練（生活訓練）計画に基づき家族等の居宅等において外泊した場合に、１月の外泊期間（外泊

の初日及び最終日を除く。）の日数が２日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日につき所定単位数を加算する（継続し

て外泊している者にあっては、外泊した初日から起算して３月に限る。）。ただし、５の６の帰宅時支援加算が算定される月は、算定しな

い。

５の８　地域移行加算５００単位

注　利用期間が１月を超えると見込まれる指定宿泊型自立訓練の利用者（利用期間が２年を超える者を除く。）の退所に先立って、指定障

害福祉サービス基準第１６６条の規定により指定自立訓練（生活訓練）事業所に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、当該利

用者に対して、退所後の生活について相談援助を行い、かつ、当該利用者が退所後生活する居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等

に対して退所後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、利用

中２回を限度として、所定単位数を加算し、当該利用者の退所後３０日以内に当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等

に対して相談援助を行った場合に、退所後１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、当該利用者が、退所後に他の社会福祉施設

等に入所する場合にあっては、加算しない。

５の９　地域生活移行個別支援特別加算６７０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した自立訓練

（生活訓練）計画に基づき、地域生活のための相談援助や個別の支援を行った場合に、当該利用者に対し、３年以内（医療観察法に基



づく通院期間の延長が行われた場合にあっては、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の指定障害福祉サービスを行う事業所及び

指定障害者支援施設等において地域生活移行個別支援特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算する。

５の１０　精神障害者地域移行特別加算３００単位

注　指定障害福祉サービス基準第１７１条において準用する指定障害福祉サービス基準第８９条に規定する運営規程に定める主たる対象

とする障害者の種類に精神障害者を含み、かつ、指定障害福祉サービス基準第１６６条の規定により指定自立訓練（生活訓練）事業所

に置くべき従業者のうち社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従業者を１人以上配置するものとして、都道府県知事に対

して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、当該社

会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従業者が、精神科病院に１年以上入院していた精神障害者であって当該精神科病院を

退院してから１年以内のものに対し、自立訓練（生活訓練）計画を作成するとともに、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支

援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、５の９の地域生活移行支援特別加算を算定している場合は、算定し

ない。

５の１１　強度行動障害者地域移行特別加算３００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施設等に１年以

上入所していた者であって当該施設等を退所してから１年以内のもののうち、別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利

用者に対し、自立訓練（生活訓練）計画に基づき、地域で生活するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、１日につき

所定単位数を加算する。

６　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第１６６条第１項に規定する指定自立訓練（生活訓練）事業者（指定宿泊型自立訓練の事業を行う者及び

精神障害者退院支援施設を除く。）、共生型自立訓練（生活訓練）の事業を行う者又は指定障害者支援施設等が、指定障害福祉サービス

基準第１７０条の２第２項（指定障害福祉サービス基準第１７１条の４において準用する場合を含む。）又は指定障害者支援施設基準第

２０条第２項に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

７　食事提供体制加算

イ　食事提供体制加算(Ⅰ)４８単位

ロ　食事提供体制加算(Ⅱ)３０単位

注１　イについては、低所得者等（５の短期滞在加算が算定される者及び指定宿泊型自立訓練の利用者に限る。）に対して、指定自立訓練

（生活訓練）事業所等に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等当該指定自立訓練

（生活訓練）事業所等の責任において食事提供のための体制を整えているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福

祉部長が定める様式による届出を行った当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、次の（１）から（３）までのいずれにも

適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

２　ロについては、低所得者等であって自立訓練（生活訓練）計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者（注１に規定す

る利用者以外の者であって、指定障害者支援施設等に入所するものを除く。）又は低所得者等である基準該当自立訓練（生活訓練）の

利用者に対して、指定自立訓練（生活訓練）事業所等又は基準該当自立訓練（生活訓練）事業所に従事する調理員による食事の提供

であること又は調理業務を第三者に委託していること等当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等又は基準該当自立訓練（生活訓練）

事業所の責任において食事提供のための体制を整えているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等又は基準該当自立訓練（生活訓練）事業所において、注１の（１）

から（３）までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を加算す

る。

８　精神障害者退院支援施設加算

イ　精神障害者退院支援施設加算(Ⅰ)１８０単位

ロ　精神障害者退院支援施設加算(Ⅱ)１１５単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った精神科病院（精神科病院以外の病院で精神病床（医療法第７条第２項第１号に掲げる精神病床をいう。以下この注及び第１２の８

において同じ。）が設けられているものを含む。以下同じ。）の精神病床を転換して指定自立訓練（生活訓練）又は第１２の１の注１に規



定する指定就労移行支援に併せて居住の場を提供する指定自立訓練（生活訓練）事業所又は第１２の１の注３に規定する指定就労移行

支援事業所若しくは認定指定就労移行支援事業所であって、法附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日の前日までに指定を受けた事

業所（第１２の８の注において「精神障害者退院支援施設」という。）である指定自立訓練（生活訓練）事業所において、精神病床にお

おむね１年以上入院していた精神障害者（法第４条第１項に規定する精神障害者をいう。以下同じ。）その他これに準ずる精神障害者に

対して、居住の場を提供した場合に、１日につき所定単位数を算定する。

９　夜間支援等体制加算

イ　夜間支援等体制加算(Ⅰ)

（１）　夜間及び深夜の時間帯において、生活支援員等が支援を行う利用者（以下この９において「夜間支援対象利用者」という。）が

３人以下４４８単位

（２）　夜間支援対象利用者が４人以上６人以下２６９単位

（３）　夜間支援対象利用者が７人以上９人以下１６８単位

（４）　夜間支援対象利用者が１０人以上１２人以下１２２単位

（５）　夜間支援対象利用者が１３人以上１５人以下９６単位

（６）　夜間支援対象利用者が１６人以上１８人以下７９単位

（７）　夜間支援対象利用者が１９人以上２１人以下６７単位

（８）　夜間支援対象利用者が２２人以上２４人以下５８単位

（９）　夜間支援対象利用者が２５人以上２７人以下５２単位

（１０）　夜間支援対象利用者が２８人以上３０人以下４６単位

ロ　夜間支援等体制加算(Ⅱ)

（１）　夜間支援対象利用者が３人以下１４９単位

（２）　夜間支援対象利用者が４人以上６人以下９０単位

（３）　夜間支援対象利用者が７人以上９人以下５６単位

（４）　夜間支援対象利用者が１０人以上１２人以下４１単位

（５）　夜間支援対象利用者が１３人以上１５人以下３２単位

（６）　夜間支援対象利用者が１６人以上１８人以下２６単位

（７）　夜間支援対象利用者が１９人以上２１人以下２２単位

（８）　夜間支援対象利用者が２２人以上２４人以下１９単位

（９）　夜間支援対象利用者が２５人以上２７人以下１７単位

（１０）　夜間支援対象利用者が２８人以上３０人以下１５単位

ハ　夜間支援等体制加算(Ⅲ)１０単位

注１　イについては、夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供

できる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定宿泊型自立訓

練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、指定宿泊型自立訓練を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日

につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、宿直を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて、定時的な居室の巡回や緊

急時の支援等を提供できる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、指定宿泊型自立訓練を行った場合に、夜間支援対象利用

者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)の算定対象となる利用者については、算定

しない。

３　ハについては、夜間及び深夜の時間帯を通じて、利用者に病状の急変その他の緊急の事態が生じた時に、利用者の呼び出し等に

速やかに対応できるよう、常時の連絡体制又は防災体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定宿泊型自立訓練を行う指定自立訓練（生活訓練）事業所において、指定宿泊型自立訓練を行った場

合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)又はロの夜間支援等体制加算(Ⅱ)の算定対象となる

利用者については、算定しない。

１０　看護職員配置加算

イ　看護職員配置加算(Ⅰ)１８単位



ロ　看護職員配置加算(Ⅱ)１３単位

注１　イについては、健康上の管理などの必要がある利用者がいるために看護職員を常勤換算方法で１以上配置しているものとして、都

道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等におい

て、指定自立訓練（生活訓練）等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、健康上の管理などの必要がある利用者がいるために看護職員を常勤換算方法で１以上配置しているものとして、都

道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所において、指定宿泊型自

立訓練を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１１　送迎加算

イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所又は指定障害者支援施設（国、地方公共団体又はのぞ

みの園が設置する指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所又は指定障害者支援施設（地方自治法第

２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除く。）を除く。以下この１１において同じ。）に

おいて、利用者（指定宿泊型自立訓練の利用者及び当該指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所又

は指定障害者支援施設と同一敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。）に対して、その居宅

等と指定自立訓練（生活訓練）事業所、共生型自立訓練（生活訓練）事業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場合

に、片道につき所定単位数を加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１２　障害福祉サービスの体験利用支援加算

イ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)５００単位

ロ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)２５０単位

注１　イ及びロについては、指定障害者支援施設等において指定自立訓練（生活訓練）を利用する利用者が、指定地域移行支援の障害

福祉サービスの体験的な利用支援を利用する場合において、指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）の

いずれかに該当する支援を行うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における訓練等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合

２　イについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して５日以内の期間について算定する。

３　ロについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間について算定する。

４　イ又はロが算定されている指定障害者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知

事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算する。

１２の２　社会生活支援特別加算４８０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した自立訓練

（生活訓練）計画等に基づき、地域で生活するために必要な相談支援や個別の支援等を行った場合に、当該者に対し当該支援等を開始

した日から起算して３年以内（医療観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の

指定障害福祉サービスを行う事業所において社会生活支援特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算す

る。

１２の３　就労移行支援体制加算

イ　利用定員が２０人以下５４単位

ロ　利用定員が２１人以上４０人以下２４単位

ハ　利用定員が４１人以上６０人以下１３単位

ニ　利用定員が６１人以上８０人以下９単位

ホ　利用定員が８１人以上７単位

注　指定自立訓練（生活訓練）事業所等における指定自立訓練（生活訓練）等を受けた後就労（第１３の１の注２に規定する指定就労

継続支援Ａ型事業所等への移行を除く。以下この注において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に



雇用されている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要

とするものが、指定自立訓練（生活訓練）事業所等において指定自立訓練（生活訓練）等を受けた場合にあっては、当該指定自立訓

練（生活訓練）等を受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）（過去３年間において、指定自立訓練（生活訓練）事業所

等その他の事業所において既に当該者の就労につき就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、市町村長が適当と認める者に

限る。以下この注において「就労定着者」という。）が前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して

障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、指定自立訓練（生活訓練）等を行

った場合に、１日につき当該指定自立訓練（生活訓練）等を行った日の属する年度の利用定員に応じた所定単位数に就労定着者の数

（当該年度の前年度の９月３０日時点における当該指定自立訓練（生活訓練）事業所等の定員数を上限とする。）を乗じて得た単位数

を加算する。

１２の４　緊急時受入加算１００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等において、利用者（施設入所者、１のハの生活訓練サービス費(Ⅲ)又はニの生活訓

練サービス費(Ⅳ)を受けている者を除く。）の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合に

おいて、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、夜間に支援を行ったときに、１日につき所定単位数を加算する。

１２の５　集中的支援加算１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定自立訓練（生活訓練）事業所等に訪問させ、又

はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって行う集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する

月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

１３　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事又は市町村長に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立訓練（生活訓練）事業所等又は基準該当自立訓練（生活訓練）事業

所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定自立訓練（生活訓練）等又は基準該当

自立訓練（生活訓練）を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げ

るいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１６４に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１５１に相当する単位数）

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１７１に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１５８に相当する単位数）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１６０に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１６７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１２４に相当する単位数（指定障害

者支援施設にあっては、１０００分の１２５に相当する単位数）

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１２の５までにより算定した単位数の１０００分の１０６に相当する単位数（指定障害

者支援施設にあっては、１０００分の１０７に相当する単位数）

第１１の２　就労選択支援

１　就労選択支援サービス費（１日につき）１，２１０単位

注１　指定就労移行支援等（第１２の１の注１に規定する指定就労移行支援等をいう。以下この注１において同じ。）、指定就労継続支援

Ａ型等（第１３の１の注１に規定する指定就労継続支援Ａ型等をいう。以下この注１において同じ。）若しくは指定就労継続支援Ｂ型

等（第１４の１の注１に規定する指定就労継続支援Ｂ型等又は第１４の１のトに規定する基準該当就労継続支援Ｂ型をいう。以下こ

の注１において同じ。）を利用する意向を有する者又は現に指定就労移行支援等、指定就労継続支援Ａ型等若しくは指定就労継続支援

Ｂ型等を利用している者に対して、指定障害福祉サービス基準第１７３条の２に規定する指定就労選択支援（以下「指定就労選択支

援」という。）を行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

２　就労選択支援サービス費の算定に当たって、利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合には、

別に厚生労働大臣が定める割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

３　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の５

に相当する単位数を所定単位数から減算する。



４　指定障害福祉サービス基準第１７３条の９において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満た

していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

５　指定障害福祉サービス基準第１７３条の９において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定する

基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６　指定障害福祉サービス基準第１７３条の９において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準に適合していな

い場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　別に厚生労働大臣が定める基準を満たしている場合は、特定事業所集中減算として、２００単位を所定単位数から減算する。

８　利用者が就労選択支援以外の障害福祉サービスを受けている間は、就労選択支援サービス費は、算定しない。

２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定就労選択支援の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害の

うち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該指定就労選

択支援の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専

ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１７３条の３に規定する人員配置に加え、常勤換算

方法で、当該指定就労選択支援の利用者の数を４０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福

祉部長が定める様式による届出を行った指定就労選択支援事業所（指定障害福祉サービス基準第１７３条の３第１項に規定する指

定就労選択支援事業所をいう。以下同じ。）において、指定就労選択支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定就労選択支援の利用者の数が当該指定就労選択支援の利用者の数に１００分の３０を乗

じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者

を、指定障害福祉サービス基準第１７３条の３に規定する人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定就労選択支援の利用者の数

を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定

就労選択支援事業所において、指定指定就労選択支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定就労選択支援の利用者の数に１００分の３０を乗じて

得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定就労選択支援事業所において、指定就労選択支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

４　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第１７３条の３第１項に規定する指定就労選択支援事業者が、指定障害福祉サービス基準第１７３条の９

において読み替えて準用する指定障害福祉サービス基準第１７０条の２第１項又は第２項に規定する利用者負担額合計額の管理を行っ

た場合に、１月につき所定単位数を加算する。

５　食事提供体制加算３０単位

注　低所得者等である利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）に対して、指定就労選択支援事業所に従事する調理員による

食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等当該指定就労選択支援事業所の責任において食事提供のための体制

を整えているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った当該指定就労選択支援事業所におい

て、次の（１）から（３）までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位

数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

６　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第１７３条の３の規定により置くべき就労選択支援員として常勤で配置されている従業

者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上であ



るものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労選択支援事業所において、指定就

労選択支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、就労選択支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法

士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定就労選択支援事業所において、指定就労選択支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定就労選択支援事業所において、指定就労選択支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただ

し、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　就労選択支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であるこ

と。

（２）　就労選択支援員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上であ

ること。

７　欠席時対応加算９４単位

注　指定就労選択支援事業所において指定就労選択支援を利用する利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、当該指定就

労選択支援の利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、指定障害福祉サービス基準第１７３条の３の

規定により指定就労選択支援事業所に置くべき就労選択支援員が、利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うととも

に、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録したときに、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。

８　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人８００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労選択支援事業所に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１

時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定

単位数を加算する。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労選択支援事業所に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１

時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日

につき所定単位数を加算する。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労選択支援事業所に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して２

時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定

単位数を加算する。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労選択支援事業所に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労働大臣

が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看護

を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれかを算定している利用者について

は、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労選択支援事業所に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業務

従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。
かくたん

６　ヘについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数
かくたん かくたん

を加算する。ただし、イからニまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

９　送迎加算



イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労選択支援事業所（国、地方公共団体又はのぞみの園が設置する指定就労選択支援事業所（地方自治法第２４４条の２

第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除く。）を除く。以下この９において同じ。）において、利用者

（当該指定就労選択支援事業所と同一敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。）に対して、

その居宅等と指定就労選択支援事業所との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１０　在宅時生活支援サービス加算３００単位

注　指定就労選択支援事業所が、居宅において支援を受けることを希望する利用者であって、当該支援を行うことが効果的であると市町

村長が認めるものに対して、当該利用者の居宅において支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１１　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労選択支援事業所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除

く。）が、利用者に対し、指定就労選択支援を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１５に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１９に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１３に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の９８に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の８１に相当する単位数

第１２　就労移行支援

１　就労移行支援サービス費（１日につき）

イ　就労移行支援サービス費(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合１，２１０単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合１，０２０単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合８７９単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合７１９単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合５６９単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）５１９単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合４７９単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合１，０５５単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合８８１単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合７４３単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合６４９単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合５２４単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）４６６単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合４３２単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合１，０２３単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合８５７単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合７１１単位



(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合６１４単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合５１５単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）４４６単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合４１３単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合９６８単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合８１６単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合６６４単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合５６２単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合４９４単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）４１８単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合３８７単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合９３５単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合７７９単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合６２５単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合５１６単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合４７８単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）３９２単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合３６４単位

ロ　就労移行支援サービス費(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合７５６単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合６４４単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合５５３単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合４６８単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合３８１単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）３４８単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合３２３単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合６９９単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合５８７単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合４９５単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合４３３単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合３５１単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）３１３単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合２９１単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合６６５単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合５６０単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合４６４単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合４０２単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合３３８単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）２９５単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合２７２単位



（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合６５８単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合５５４単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合４５３単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合３８４単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合３３８単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）２８６単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合２６６単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　就労定着者の割合が１００分の５０以上の場合６５３単位

(二)　就労定着者の割合が１００分の４０以上１００分の５０未満の場合５４５単位

(三)　就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満の場合４３９単位

(四)　就労定着者の割合が１００分の２０以上１００分の３０未満の場合３６３単位

(五)　就労定着者の割合が１００分の１０以上１００分の２０未満の場合３３７単位

(六)　就労定着者の割合が１００分の１０未満の場合（零の場合を除く。）２７７単位

(七)　就労定着者の割合が零の場合２５８単位

注１　イについては、就労を希望する者であって、単独で就労することが困難であるため、就労に必要な知識及び技術の習得、就労先

の紹介その他の支援が必要な６５歳未満の者若しくは６５歳以上の者（６５歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由に

より障害福祉サービスに係る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き障害福祉サービスに係る支給決定を受けていたも

のであって、６５歳に達する前日において就労移行支援に係る支給決定を受けていたものに限る。以下この注１及び注２において

同じ。）又は通常の事業所に雇用されている６５歳未満の者若しくは６５歳以上の者であって、通常の事業所に新たに雇用された後

の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものに対し

て、指定障害福祉サービス基準第１７４条に規定する指定就労移行支援、指定障害者支援施設が行う就労移行支援に係る指定障害

福祉サービス又はのぞみの園が行う就労移行支援（以下「指定就労移行支援等」という。）を行った場合に、所定単位数を算定す

る。

２　ロについては、あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律（昭和２２年法律第２１７号）第１条に規定するあ

ん摩マッサージ指圧師免許、はり師免許又はきゅう師免許を取得することにより、就労を希望する６５歳未満の者若しくは６５歳

以上の者又は通常の事業所に雇用されている６５歳未満の者若しくは６５歳以上の者であって、通常の事業所に新たに雇用された

後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものに対

して、指定就労移行支援等を行った場合に、所定単位数を算定する。

３　イについては、指定就労移行支援事業所（指定障害福祉サービス基準第１７５条第１項に規定する指定就労移行支援事業所をい

い、認定指定就労移行支援事業所（指定障害福祉サービス基準第１７６条第１項に規定する認定指定就労移行支援事業所をいう。

以下同じ。）を除く。以下同じ。）又は指定障害者支援施設等（認定指定障害者支援施設（指定障害者支援施設基準第４条第１項第

４号ロに規定する認定指定障害者支援施設をいう。以下同じ。）を除く。以下この注３及び注４の２並びに２において同じ。）にお

いて、指定就労移行支援等を行った場合に、当該指定就労移行支援等を行った日の属する年度の利用定員及び都道府県知事に対し

て障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った就労定着者の割合（当該年度の前年度又は前々年度において、当該指定就労

移行支援事業所又は指定障害者支援施設等における指定就労移行支援等を受けた後就労（第１３の１の注２に規定する指定就労継

続支援Ａ型事業所等への移行を除く。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に雇用されている者であって

労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものが、当該指定

就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設等において指定就労移行支援等を受けた場合にあっては、当該指定就労移行支援等を

受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）の合計数を当該前年度及び当該前々年度の当該指定就労移行支援事業所又

は当該指定障害者支援施設等の利用定員の合計数で除して得た割合をいう。ただし、注４及び注４の３並びに１２（認定指定就労

移行支援事業所又は認定指定障害者支援施設（以下「認定指定就労移行支援事業所等」という。）の場合に限る。）においては、認

定指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、当該指定就労移行支援等を行った日の属する年度の

前年度において、当該指定就労移行支援等を受けた後就労し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に雇用さ

れている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とす

るものが、当該認定指定就労移行支援事業所等において指定就労移行支援等を受けた場合にあっては、当該指定就労移行支援等を



受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）の数を当該前年度の当該認定指定就労移行支援事業所等の最終学年の生徒

等の定員数で除して得た割合をいう。以下同じ。）に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指

定就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定す

る。

４　ロについては、認定指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、当該指定就労移行支援等を行っ

た日の属する年度の利用定員及び都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った就労定着者の割合に応

じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する認定指定就労移行支援事業所等の場合にあっては、所定

単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

４の２　イに掲げる就労移行支援サービス費の算定に当たって、指定就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設等が新規に指定を

受けた日から２年間は、就労定着者の割合が１００分の３０以上１００分の４０未満である場合とみなして、１日につき所定単位

数を算定する。ただし、指定就労移行支援事業所又は指定障害者支援施設等が新規に指定を受けた日から１年以上２年未満の間

は、注３の規定中「前年度又は前々年度」及び「前年度及び当該前々年度」とあるのは、「前年度」と読み替えて計算した就労定着

者の割合に応じ、１日につき所定単位数を算定することができる。

４の３　ロに掲げる就労移行支援サービス費の算定に当たって、認定指定就労移行支援事業所等が新規に指定を受けた日から３年間

（当該認定指定就労移行支援事業所等の修業年限が５年である場合は５年間）は、就労定着者の割合が１００分の３０以上１００

分の４０未満である場合とみなして、１日につき所定単位数を算定する。

５　イ又はロに掲げる就労移行支援サービス費の算定に当たって、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合に、それぞれ

（１）から（３）までに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定就労移行支援等の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第１８４条において準用する指定障害福祉サービス基準

第５８条又は指定障害者支援施設基準第２３条の規定に従い、就労移行支援計画（指定障害福祉サービス基準第１８４条におい

て準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する就労移行支援計画をいう。以下同じ。）又は施設障害福祉サービ

ス計画（以下「就労移行支援計画等」という。）が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定就労移行支援等の利用者（当該指定就労移行支援等の利用を開始した日から各月ごとの当該月の末日までの期間が１年

に満たない者を除く。）のサービス利用期間（指定就労移行支援等の利用を開始した日から各月ごとの当該月の末日までの期間を

いう。）の平均値が規則第６条の８に規定する標準利用期間に６月間を加えて得た期間を超えている場合　１００分の９５

６　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

５に相当する単位数（指定障害者支援施設にあっては、１００分の１０に相当する単位数）を所定単位数から減算する。

７　指定障害福祉サービス基準第１８４条において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障害者支援施設基準第４２条の２第１

項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。

８　指定障害福祉サービス基準第１８４条において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定する基

準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障害者支援施設基準第４

８条第２項又は第３項に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減

算する。

９　指定障害福祉サービス基準第１８４条において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２又は指定障害者支援施設基準第

５４条の２に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１０　利用者が就労移行支援以外の障害福祉サービスを受けている間は、就労移行支援サービス費は、算定しない。

２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定就労移行支援等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害

のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該指定就労

移行支援等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者とし

て専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１７５条若しくは第１７６条又は指定障害者支



援施設基準第４条第１項第４号に掲げる人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定就労移行支援等の利用者の数を４０で除して

得た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労移行支援事

業所、認定指定就労移行支援事業所等又は指定障害者支援施設等（以下「指定就労移行支援事業所等」という。）において、指定就

労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定就労移行支援等の利用者の数が当該指定就労移行支援等の利用者の数に１００分の３０

を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従

業者を、指定障害福祉サービス基準第１７５条若しくは第１７６条又は指定障害者支援施設基準第４条第１項第４号に掲げる人員

配置に加え、常勤換算方法で、当該指定就労移行支援等の利用者の数を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県

知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行っ

た場合に、１日につき所定単位数を加算する。

３　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定就労移行支援等の利用者の数に１００分の３０を乗じ

て得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。

４　初期加算３０単位

注　指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、当該指定就労移行支援等の利用を開始した日から起算し

て３０日以内の期間について、１日につき所定単位数を加算する。

５　訪問支援特別加算

イ　所要時間１時間未満の場合１８７単位

ロ　所要時間１時間以上の場合２８０単位

注　指定就労移行支援事業所等において継続して指定就労移行支援等を利用する利用者について、連続した５日間、当該指定就労移行支

援等の利用がなかった場合において、指定障害福祉サービス基準第１７５条若しくは第１７６条又は指定障害者支援施設基準第４条第

１項第４号の規定により指定就労移行支援事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者（以下「就労移行支援従業者」とい

う。）が、就労移行支援計画等に基づき、あらかじめ当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して当該指定就労移行支援事業

所等における指定就労移行支援等の利用に係る相談援助等を行った場合に、１月につき２回を限度として、就労移行支援計画等に位置

付けられた内容の指定就労移行支援等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

６　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第１７５条第１項に規定する指定就労移行支援事業者又は指定障害者支援施設等（以下「指定就労移行支

援事業者等」という。）が、指定障害福祉サービス基準第１８４条において準用する指定障害福祉サービス基準第１７０条の２又は指定

障害者支援施設基準第２０条第２項に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

７　食事提供体制加算３０単位

注　低所得者等であって就労移行支援計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者（指定障害者支援施設等に入所する者を除

く。）に対して、指定就労移行支援事業所等に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等

当該指定就労移行支援事業所等の責任において食事提供のための体制を整えているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った当該指定就労移行支援事業所等において、次の（１）から（３）までのいずれにも適合する食事の提

供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

８　精神障害者退院支援施設加算

イ　精神障害者退院支援施設加算(Ⅰ)１８０単位

ロ　精神障害者退院支援施設加算(Ⅱ)１１５単位

注　イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った精神障害者退院支援施設である指定就労移行支援事業所又は認定指定就労移行支援事業所において、精神病

床におおむね１年以上入院していた精神障害者その他これに準ずる精神障害者に対して、居住の場を提供した場合に、１日につき所定単

位数を算定する。



９　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第１７５条第１項若しくは第１７６条第１項又は指定障害者支援施設基準第４条第１

項第４号の規定により置くべき職業指導員、生活支援員又は就労支援員（注２及び注３において「職業指導員等」という。）として

常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師である従業者の割合

が１００分の３５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労移行支

援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士

又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定就労移行支援事業所等において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定し

ない。

（１）　職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であること。

（２）　職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上である

こと。

１０　欠席時対応加算９４単位

注　指定就労移行支援事業所等において指定就労移行支援等を利用する利用者（当該指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、あ

らかじめ当該指定就労移行支援等の利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、就労移行支援従業者が、

利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録した場合に、１月

につき４回を限度として、所定単位数を算定する。

１１　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人８００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して

１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所

定単位数を加算する。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して

１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１

日につき所定単位数を加算する。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して

２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所

定単位数を加算する。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労働大

臣が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看



護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれかを算定している利用者について

は、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業

務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。
かくたん

６　ヘについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数
かくたん かくたん

を加算する。ただし、イからニまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

１２　就労支援関係研修修了加算６単位

注　就労支援員に関し就労支援に従事する者として１年以上の実務経験を有し、別に厚生労働大臣が定める研修を修了した者を就労支援

員として配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労移行支援事業所等

において、指定就労移行支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、当該指定就労移行支援事業所等における

就労定着者の割合が零である場合は、算定しない。

１３　移行準備支援体制加算４１単位

注　前年度に施設外支援を実施した利用者の数が利用定員の１００分の５０を超えるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定就労移行支援事業所等において、別に厚生労働大臣が定める基準を満たし、次の（１）又は（２）

のいずれかを実施した場合に、施設外支援利用者の人数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　職場実習等にあっては、同一の企業及び官公庁等における１回の施設外支援が１月を超えない期間で、当該期間中に職員が同行

して支援を行った場合

（２）　求職活動等にあっては、公共職業安定所、地域障害者職業センター（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１

２３号）第１９条第１項第３号に規定する地域障害者職業センターをいう。以下同じ。）又は障害者就業・生活支援センター（同法第

２７条第２項に規定する障害者就業・生活支援センターをいう。以下同じ。）に職員が同行して支援を行った場合

１４　送迎加算

イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労移行支援事業所等（国、地方公共団体又はのぞみの園が設置する指定就労移行支援事業所等（地方自治法第２４４条

の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除く。）を除く。以下この１４において同じ。）において、

利用者（当該指定就労移行支援事業所等と同一敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。）に

対して、その居宅等と指定就労移行支援事業所等との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１５　障害福祉サービスの体験利用支援加算

イ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)５００単位

ロ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)２５０単位

注１　指定障害者支援施設等において指定就労移行支援を利用する利用者が、指定地域移行支援の障害福祉サービスの体験的な利用支

援を利用する場合において、指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する支援を行うと

ともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における訓練等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合

２　イについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して５日以内の期間について算定する。

３　ロについては、体験的な利用支援の利用を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間について算定する。

４　イ又はロが算定されている指定障害者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知

事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算する。

１５の２　通勤訓練加算８００単位

注　指定就労移行支援事業所等において、当該指定就労移行支援事業所等以外の事業所に従事する専門職員が、視覚障害のある利用者に

対して盲人安全つえを使用する通勤のための訓練を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１５の３　在宅時生活支援サービス加算３００単位



注　指定就労移行支援事業所等が、居宅において支援を受けることを希望する者であって、当該支援を行うことが効果的であると市町村

が認める利用者に対して、当該利用者の居宅において支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１５の４　社会生活支援特別加算４８０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労移行支援事業所等が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した就労移行支援計画に基づき、地域生活のた

めの相談支援や個別の支援を行った場合に、当該者に対し当該支援等を開始した日から起算して３年以内（医療観察法に基づく通院期

間の延長が行われた場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の指定障害福祉サービスを行う事業所において社会生活支援

特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算する。

１５の５　地域連携会議実施加算

イ　地域連携会議実施加算(Ⅰ)５８３単位

ロ　地域連携会議実施加算(Ⅱ)４０８単位

注１　イについては、指定就労移行支援事業所等が、就労移行支援計画等の作成又は変更に当たって、関係者（公共職業安定所、地域

障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターその他当該指定就労移行支援事業所等以外の事業所において障害者の就労支

援に従事する者をいう。以下この１５の５において同じ。）により構成される会議を開催し、当該指定就労移行支援事業所等のサー

ビス管理責任者が当該就労移行支援計画等の原案の内容及び実施状況（利用者についての継続的な評価を含む。）について説明を行

うとともに、関係者に対して、専門的な見地からの意見を求め、就労移行支援計画等の作成、変更その他必要な便宜の供与につい

て検討を行った場合に、１月につき１回、かつ、１年につき４回（ロを算定している場合にあっては、その回数を含む。）を限度と

して、所定単位数を加算する。

２　ロについては、指定就労移行支援事業所等が、就労移行支援計画等の作成又は変更に当たって、関係者により構成される会議を

開催し、当該会議において、当該指定就労移行支援事業所等のサービス管理責任者以外の職業指導員、生活支援員又は就労支援員

が当該就労移行支援計画等の原案の内容及び実施状況（利用者についての継続的な評価を含む。）について説明を行うとともに、関

係者に対して、専門的な見地からの意見を求め、就労移行支援計画等の作成、変更その他必要な便宜の供与について検討を行った

上で、当該指定就労移行支援事業所等のサービス管理責任者に対しその結果を共有した場合に、１月につき１回、かつ、１年につ

き４回（イを算定している場合にあっては、その回数を含む。）を限度として、所定単位数を加算する。

１５の６　緊急時受入加算１００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労移行支援事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に支援

が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、夜間に支援を行ったときに、１日につき所定単

位数を加算する。

１５の７　集中的支援加算１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定就労移行支援事業所等に訪問させ、又はテレビ

電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって行う集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する月から

起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

１６　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労移行支援事業所等（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を

除く。）が、利用者に対し、指定就労移行支援等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算

する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１５の７までにより算定した単位数の１０００分の１１５に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１１９に相当する単位数）

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１５の７までにより算定した単位数の１０００分の１１９に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１２３に相当する単位数）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１５の７までにより算定した単位数の１０００分の１１３に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１５の７までにより算定した単位数の１０００分の１１７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１５の７までにより算定した単位数の１０００分の９８に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の１０１に相当する単位数）



ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１５の７までにより算定した単位数の１０００分の８１に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の８３に相当する単位数）

第１３　就労継続支援Ａ型

１　就労継続支援Ａ型サービス費（１日につき）

イ　就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合７９１単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合７３３単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合７０１単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合６６６単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合５３３単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合４１９単位

(七)　評価点が６０点未満の場合３２５単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合７１０単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合６５６単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合６２６単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合５９４単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４７４単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３７３単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２８８単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合６７２単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合６１９単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５９０単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合５５８単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４４５単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３５０単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２７１単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合６６０単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合６０９単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５８０単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合５４７単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４３８単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３４４単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２６６単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　評価点が１７０点以上の場合６４１単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合５８８単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５５９単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合５２９単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４２２単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３３３単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２５８単位



ロ　就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合７２７単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合６７１単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合６４１単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合６０８単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４８６単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３８２単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２９６単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合６５５単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合６０４単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５７４単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合５４３単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４３２単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３４１単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２６４単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合６１３単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合５６３単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５３５単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合５０５単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合４０３単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３１８単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２４６単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合６０２単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合５５２単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５２４単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合４９５単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合３９４単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３１１単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２４１単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　評価点が１７０点以上の場合５８３単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合５３４単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合５０７単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合４７８単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合３８１単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合３０１単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２３２単位

注１　イ及びロについては、専ら通常の事業所に雇用されることが困難であって、適切な支援により雇用契約に基づく就労が可能であ

る６５歳未満の者若しくは６５歳以上の者（６５歳に達する前５年間（入院その他やむを得ない事由により障害福祉サービスに係

る支給決定を受けていなかった期間を除く。）引き続き障害福祉サービスに係る支給決定を受けていたものであって、６５歳に達す

る前日において規則第６条の１０第１号に掲げる就労継続支援Ａ型に係る支給決定を受けていたものに限る。以下この注１におい



て同じ。）、年齢、支援の度合その他の事情により通常の事業所に雇用されることが困難である者のうち適切な支援によっても雇用

契約に基づく就労が困難であるもの又は通常の事業所に雇用されている６５歳未満の者若しくは６５歳以上の者であって、通常の

事業所に新たに雇用された後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一

時的に必要とするものに対して、指定障害福祉サービス基準第１８５条に規定する指定就労継続支援Ａ型又は指定障害者支援施設が

行う就労継続支援Ａ型に係る指定障害福祉サービス（以下「指定就労継続支援Ａ型等」という。）を行った場合に、所定単位数を算

定する。

２　イについては、指定就労継続支援Ａ型事業所（指定障害福祉サービス基準第１８６条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事

業所をいう。以下同じ。）又は指定障害者支援施設（以下「指定就労継続支援Ａ型事業所等」という。）（別に厚生労働大臣が定める

施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行ったものに限る。）におい

て、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、利用定員及び都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った評価点（厚生労働大臣が定める事項及び評価方法（令和３年厚生労働省告示第８８号）の規定により算出される評価点をい

う。以下同じ。）に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定就労継続支援Ａ型事業所等（別

に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った

ものに限る。）の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

３　ロについては、指定就労継続支援Ａ型事業所等（イの就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ)が算定されている指定就労継続支援Ａ型事

業所等を除く。）において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、利用定員及び都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った評価点に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する指定就労継続支援

Ａ型事業所等（イの就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ)が算定されている指定就労継続支援Ａ型事業所等を除く。）の場合にあって

は、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

３の２　イ及びロの算定に当たって、指定就労継続支援Ａ型事業所等が新規に指定を受けた日から１年間は、当該指定就労継続支援

Ａ型事業所等の評価点が８０点以上１０５点未満である場合とみなして、１日につき所定単位数を算定する。

４　イ及びロの算定に当たって、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合に、それぞれ（１）から（３）までに掲げる割

合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定就労継続支援Ａ型等の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第１９７条において読み替えて準用する指定障害福

祉サービス基準第５８条又は指定障害者支援施設基準第２３条の規定に従い、就労継続支援Ａ型計画（指定障害福祉サービス基

準第１９７条において読み替えて準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する就労継続支援Ａ型計画をいう。

以下同じ。）又は施設障害福祉サービス計画（以下「就労継続支援Ａ型計画等」という。）が作成されていない場合　次に掲げる

場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定就労継続支援Ａ型等の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第１９６条の３又は指定障害者支援施設基準附則第

１３条の３に規定する基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っていな

い場合　１００分の８５

５　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

５に相当する単位数（指定障害者支援施設にあっては、１００分の１０に相当する単位数）を所定単位数から減算する。

６　指定障害福祉サービス基準第１９７条において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障害者支援施設基準第４２条の２第１

項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　指定障害福祉サービス基準第１９７条において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定する基

準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定障害者支援施設基準第４

８条第２項又は第３項に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減

算する。

８　指定障害福祉サービス基準第１９７条において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２又は指定障害者支援施設基準第

５４条の２に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

９　利用者が就労継続支援Ａ型以外の障害福祉サービスを受けている間は、就労継続支援Ａ型サービス費は、算定しない。

２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算



イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的

障害のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該指定

就労継続支援Ａ型等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有す

る者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１８６条又は指定障害者支援施設基準

附則第３条第１項第５号に掲げる人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数を４０で除して得

た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ａ型

事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数が当該指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数に１００

分の３０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に

従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１８６条又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１項第５号に掲げる人員配置

に加え、常勤換算方法で、当該指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県

知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型

等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２の２　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数に１００分の３０を

乗じて得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単

位数を加算する。

３　就労移行支援体制加算

イ　就労移行支援体制加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合９３単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合８７単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合８０単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合７３単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合６５単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合５７単位

(七)　評価点が６０点未満の場合５０単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合４９単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合４５単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合４１単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合３７単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合３２単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合２７単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２３単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合３５単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合３２単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合２８単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合２５単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合２１単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合１７単位

(七)　評価点が６０点未満の場合１４単位



（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合２７単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合２５単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合２１単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合１９単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合１６単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合１３単位

(七)　評価点が６０点未満の場合１０単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　評価点が１７０点以上の場合２２単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合２０単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合１７単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合１６単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合１３単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合１１単位

(七)　評価点が６０点未満の場合８単位

ロ　就労移行支援体制加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合９０単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合８４単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合７７単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合７０単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合６２単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合５４単位

(七)　評価点が６０点未満の場合４７単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合４８単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合４４単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合４０単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合３６単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合３１単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合２６単位

(七)　評価点が６０点未満の場合２２単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合３４単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合３１単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合２７単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合２４単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合２０単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合１６単位

(七)　評価点が６０点未満の場合１３単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　評価点が１７０点以上の場合２７単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合２５単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合２１単位



(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合１９単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合１６単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合１３単位

(七)　評価点が６０点未満の場合１０単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　評価点が１７０点以上の場合２１単位

(二)　評価点が１５０点以上１７０点未満の場合１９単位

(三)　評価点が１３０点以上１５０点未満の場合１６単位

(四)　評価点が１０５点以上１３０点未満の場合１５単位

(五)　評価点が８０点以上１０５点未満の場合１２単位

(六)　評価点が６０点以上８０点未満の場合１０単位

(七)　評価点が６０点未満の場合７単位

注１　イについては、１のイの就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅰ)が算定されている指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継

続支援Ａ型事業所等における指定就労継続支援Ａ型等を受けた後就労（指定就労継続支援Ａ型事業所等への移行を除く。以下この

注１において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に雇用されている者であって労働時間の延長又

は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものが、当該指定就労継続支援Ａ型

事業所等において指定就労継続支援Ａ型等を受けた場合にあっては、当該指定就労継続支援Ａ型等を受けた後、就労を継続してい

る期間が６月に達した者）（過去３年間において、指定就労継続支援Ａ型事業所等その他の事業所において既に当該者の就労につき

就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、市町村長が適当と認める者に限る。以下この３において「就労定着者」とい

う。）が前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就

労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき当該指定就労継続支援Ａ型等を行った日

の属する年度の利用定員及び評価点に応じた所定単位数に就労定着者の数（当該年度の前年度の９月３０日時点における当該指定

就労継続支援Ａ型事業所等の定員数を上限とする。注２において同じ。）を乗じて得た単位数を加算する。

２　ロについては、１のロの就労継続支援Ａ型サービス費(Ⅱ)を算定している指定就労継続支援Ａ型事業所等において、就労定着者が

前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支

援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき当該指定就労継続支援Ａ型等を行った日の属する

年度の利用定員及び評価点に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算する。

３の２　就労移行連携加算１，０００単位

注　指定就労継続支援Ａ型事業所等における指定就労継続支援Ａ型等を受けた後就労移行支援に係る支給決定を受けた利用者（通常の事

業所に雇用されている利用者であって、労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一

時的に必要とするものとして指定就労継続支援Ａ型等を受けたものを除く。）が１人以上いる当該指定就労継続支援Ａ型事業所等におい

て、当該指定就労継続支援Ａ型等を行った日の属する年度において、当該利用者に対して、当該支給決定に係る申請の日までに、当該

就労移行支援に係る指定就労移行支援事業者等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者が当該支給決定の申請を行

うに当たり、当該申請に係る指定特定相談支援事業者に対して、当該指定就労継続支援Ａ型等の利用状況その他の当該利用者に係る必

要な情報を文書により提供した場合に、当該指定就労継続支援Ａ型等の利用を終了した月について、１回に限り、所定単位数を加算す

る。ただし、当該利用者が、当該支給決定を受けた日の前日から起算して過去３年以内に就労移行支援に係る支給決定を受けていた場合

は加算しない。

４　初期加算３０単位

注　指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、当該指定就労継続支援Ａ型等の利用を開始した

日から起算して３０日以内の期間について、１日につき所定単位数を加算する。

５　訪問支援特別加算

（１）　所要時間１時間未満の場合１８７単位

（２）　所要時間１時間以上の場合２８０単位

注　指定就労継続支援Ａ型事業所等において継続して指定就労継続支援Ａ型等を利用する利用者について、連続した５日間、当該指定就

労継続支援Ａ型等の利用がなかった場合において、指定障害福祉サービス基準第１８６条又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１

項第５号の規定により指定就労継続支援Ａ型事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者（以下「就労継続支援Ａ型従業者」

という。）が、就労継続支援Ａ型計画等に基づき、あらかじめ当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して当該指定就労継続



支援Ａ型事業所等における指定就労継続支援Ａ型等の利用に係る相談援助等を行った場合に、１月につき２回を限度として、就労継続

支援Ａ型計画等に位置付けられた内容の指定就労継続支援Ａ型等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

６　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第１８６条第１項に規定する指定就労継続支援Ａ型事業者又は指定障害者支援施設が、指定障害福祉サー

ビス基準第１９７条において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条又は指定障害者支援施設基準第２０条第２項に規定する利用

者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

７　食事提供体制加算３０単位

注　低所得者等であって就労継続支援Ａ型計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者（指定障害者支援施設に入所する者を

除く。）に対して、指定就労継続支援Ａ型事業所等に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託している

こと等当該指定就労継続支援Ａ型事業所等の責任において食事提供のための体制を整えているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った当該指定就労継続支援Ａ型事業所等において、次の（１）から（３）までのいずれにも適

合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所定単位数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

８　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第１８６条第１項第１号又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１項第５号の規定

により置くべき職業指導員又は生活支援員（注２及び注３において「職業指導員等」という。）として常勤で配置されている従業者

のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上である

ものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指

定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士

又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を

加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加

算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合

は、算定しない。

（１）　職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であること。

（２）　職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上である

こと。

９　欠席時対応加算９４単位

注　指定就労継続支援Ａ型事業所等において指定就労継続支援Ａ型等を利用する利用者（当該指定障害者支援施設等に入所する者を除

く。）が、あらかじめ当該指定就労継続支援Ａ型等の利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、就労継

続支援Ａ型従業者が、利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を

記録した場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。

１０　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人８００単位



（２）　看護を受けた利用者が２人５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対

して１時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき

所定単位数を加算する。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対

して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、

１日につき所定単位数を加算する。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対

して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき

所定単位数を加算する。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労

働大臣が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当

該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれかを算定している利用者につ

いては、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が認定特定行

為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。
かくたん

６　ヘについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数
かくたん かくたん

を加算する。ただし、イからニまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

１１　重度者支援体制加算

イ　重度者支援体制加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下５６単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下５０単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下４７単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下４６単位

（５）　利用定員が８１人以上４５単位

ロ　重度者支援体制加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下２８単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下２５単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下２４単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下２３単位

（５）　利用定員が８１人以上２２単位

注１　イについては、指定就労継続支援Ａ型等を行った日の属する年度の前年度において、障害基礎年金１級（国民年金法（昭和３４

年法律第１３１号）に基づく障害基礎年金１級をいう。以下同じ。）を受給する利用者の数が当該年度における指定就労継続支援Ａ

型等の利用者の数の１００分の５０以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、指定就労継続支援Ａ型等を行った日の属する年度の前年度において、障害基礎年金１級を受給する利用者の数が

当該年度における指定就労継続支援Ａ型等の利用者の数の１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対

して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イ

の重度者支援体制加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

１２　賃金向上達成指導員配置加算

イ　利用定員が２０人以下の場合７０単位

ロ　利用定員が２１人以上４０人以下の場合４３単位

ハ　利用定員が４１人以上６０人以下の場合２６単位



ニ　利用定員が６１人以上８０人以下の場合１９単位

ホ　利用定員が８１人以上の場合１５単位

注　指定障害福祉サービス基準第１８６条に定める人員配置に加え、賃金向上達成指導員（生産活動収入を増やすための販路拡大、商

品開発、労働時間の増加その他の賃金向上を図るための取組に係る計画（以下「賃金向上計画」という。）を作成し、当該賃金向上計

画に掲げた内容の達成に向けて積極的に取り組むための指導員をいう。以下同じ。）を、常勤換算方法で１以上配置し、かつ、就労継

続支援Ａ型事業所と雇用契約を締結している利用者のキャリアアップ（職務経験、職業訓練又は教育訓練の職業能力の開発の機会を

通じ、職業能力の向上並びにこれによる将来の職務上の地位及び賃金をはじめとする処遇の改善が図られることをいう。）を図るため

の措置を講じているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業

所等において、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

１３　送迎加算

イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労継続支援Ａ型事業所又は指定障害者支援施設（国、地方公共団体又はのぞみの園が設置する指定就労継続支援Ａ型事

業所又は指定障害者支援施設（地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除

く。）を除く。以下この１３において同じ。）において、利用者（当該指定就労継続支援Ａ型事業所又は指定障害者支援施設と同一

敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。）に対して、その居宅等と指定就労継続支援Ａ型事

業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

２　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。

１４　障害福祉サービスの体験利用支援加算

イ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)５００単位

ロ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)２５０単位

注１　イ及びロについては、指定障害者支援施設等において指定就労継続支援Ａ型を利用する利用者が、指定地域移行支援の障害福祉

サービスの体験的な利用支援を利用する場合において、指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）のいずれ

かに該当する支援を行うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における訓練等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合

２　イについては、体験的な利用を開始した日から起算して５日以内の期間について算定する。

３　ロについては、体験的な利用を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間について算定する。

４　イ又はロが算定されている指定障害者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知

事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算する。

１４の２　在宅時生活支援サービス加算３００単位

注　指定就労継続支援Ａ型事業所等が、居宅において支援を受けることを希望する者であって、当該支援を行うことが効果的であると市

町村が認める利用者に対して、当該利用者の居宅において支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１４の３　社会生活支援特別加算４８０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労継続支援Ａ型事業所等が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した就労継続支援Ａ型計画に基づき、地域

生活のための相談支援や個別の支援を行った場合に、当該者に対し当該支援等を開始した日から起算して３年以内（医療観察法に基づ

く通院期間の延長が行われた場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の指定障害福祉サービスを行う事業所において社会

生活支援特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算する。

１４の４　緊急時受入加算１００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労継続支援Ａ型事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急に

支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、夜間に支援を行ったときに、１日につき所

定単位数を加算する。

１４の５　集中的支援加算１，０００単位



注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定就労継続支援Ａ型事業所等に訪問させ、又はテ

レビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって行う集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する月か

ら起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

１５　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ａ型事業所等（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場

合を除く。）が、利用者に対し、指定就労継続支援Ａ型等を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位

数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１４の５までにより算定した単位数の１０００分の１０８に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１１７に相当する単位数）

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１４の５までにより算定した単位数の１０００分の１１２に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１２１に相当する単位数）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１４の５までにより算定した単位数の１０００分の１０６に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１４の５までにより算定した単位数の１０００分の１１０に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１４の５までにより算定した単位数の１０００分の９１に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の９９に相当する単位数）

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１４の５までにより算定した単位数の１０００分の７５に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の８１に相当する単位数）

第１４　就労継続支援Ｂ型

１　就労継続支援Ｂ型サービス費（１日につき）

イ　就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合８３７単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合８１２単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合８０５単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合７８１単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合７５８単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合７３８単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合７３８単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合７２６単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合７２６単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合７０５単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合７０３単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合６８２単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合６７３単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合５９０単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合７４６単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合７２４単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合７１７単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６９６単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合６７６単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合６６０単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合６６０単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合６４１単位



(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合６３７単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合６２４単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合６２４単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合６０６単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合６００単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合５２６単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合７００単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合６７９単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合６７４単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６５４単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合６３６単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合６２０単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合６２０単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合６０２単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合６００単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５８６単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５８６単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合５６９単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５６３単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４９４単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６８８単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合６６８単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合６６２単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６４３単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合６２５単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合６０９単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合６０９単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５９１単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５８９単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５７５単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５７５単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合５５８単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５５３単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４８５単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６６６単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合６４７単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合６４０単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６２１単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合６０５単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５９０単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５９０単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５７３単位



(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５７０単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５５７単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５５７単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合５４１単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５３５単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４６８単位

ロ　就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合７４８単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合７２６単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合７１６単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６９５単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合６６９単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合６４９単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合６４９単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合６３７単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合６３７単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合６１８単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合６１４単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合５９６単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５８４単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合５３７単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６６６単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合６４７単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合６３７単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６１８単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合５９６単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５８０単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５８０単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５６３単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５５７単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５４４単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５４４単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合５２８単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５２０単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４７８単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６２５単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合６０７単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５９９単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合５８２単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合５６１単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５４５単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５４５単位



(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５２９単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５２５単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５１１単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５１１単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４９６単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４８８単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４４９単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６１４単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合５９６単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５８８単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合５７１単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合５５１単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５３５単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５３５単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５１９単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５１５単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５０１単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５０１単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４８６単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４７９単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４４０単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合５９４単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合５７７単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５６８単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合５５１単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合５３３単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５１８単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５１８単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５０３単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合４９８単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合４８５単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合４８５単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４７１単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４６３単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４２５単位

ハ　就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅲ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６８２単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合６６２単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合６５３単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合６３４単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合６１１単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５９４単位



(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５９４単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５７７単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５７２単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合５５７単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合５５７単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合５４１単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５３２単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４９０単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合６０９単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合５９１単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５８４単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合５６７単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合５４７単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合５３２単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合５３２単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合５１７単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合５１１単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合４９７単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合４９７単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４８３単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４７５単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４３８単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合５６４単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合５４８単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５４１単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合５２５単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合５０８単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合４９３単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合４９３単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合４７９単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合４７４単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合４６１単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合４６１単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４４８単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４４１単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合４０５単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合５５４単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合５３８単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５３０単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合５１５単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合４９８単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合４８４単位



(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合４８３単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合４６９単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合４６５単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合４５２単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合４５２単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４３９単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４３２単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合３９７単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　平均工賃月額が４万８千円以上の場合５３５単位

(二)　平均工賃月額が４万５千円以上４万８千円未満の場合５１９単位

(三)　平均工賃月額が３万８千円以上４万５千円未満の場合５１２単位

(四)　平均工賃月額が３万５千円以上３万８千円未満の場合４９７単位

(五)　平均工賃月額が３万３千円以上３万５千円未満の場合４８０単位

(六)　平均工賃月額が３万円以上３万３千円未満の場合４６７単位

(七)　平均工賃月額が２万８千円以上３万円未満の場合４６７単位

(八)　平均工賃月額が２万５千円以上２万８千円未満の場合４５３単位

(九)　平均工賃月額が２万３千円以上２万５千円未満の場合４４９単位

(十)　平均工賃月額が２万円以上２万３千円未満の場合４３７単位

（十一）　平均工賃月額が１万８千円以上２万円未満の場合４３７単位

（十二）　平均工賃月額が１万５千円以上１万８千円未満の場合４２４単位

（十三）　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４１７単位

（十四）　平均工賃月額が１万円未満の場合３８４単位

ニ　就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅳ)

（１）　利用定員が２０人以下５８４単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下５１９単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下４８８単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下４７９単位

（５）　利用定員が８１人以上４６２単位

ホ　就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅴ)

（１）　利用定員が２０人以下５３０単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下４７１単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下４４３単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下４３４単位

（５）　利用定員が８１人以上４１９単位

ヘ　就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅵ)

（１）　利用定員が２０人以下４８４単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下４３０単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下３９８単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下３９０単位

（５）　利用定員が８１人以上３７６単位

ト　基準該当就労継続支援Ｂ型サービス費

次の算式により算定した数とロの（１）から（５）までに掲げる利用定員（基準該当就労継続支援Ｂ型（指定障害福祉サービス基準

第２０３条に規定する基準該当就労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）の事業を行う社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２

項第７号に規定する授産施設又は生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条第１項第４号に規定する授産施設（以下「基準該



当就労継続支援Ｂ型事業所」という。）の利用定員をいう。）及び平均工賃月額（２の注１に規定する指定就労継続支援Ｂ型事業所等及

び基準該当就労継続支援Ｂ型事業所において、指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援Ｂ型を行った日の属する年度の前年

度に、当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は基準該当就労継続支援Ｂ型事業所の利用者（通常の事業所に雇用されている利用者であ

って、労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものとして指定

就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援Ｂ型を受けるものを除く。）に対して支払った工賃（指定障害福祉サービス基準第２０１

条第１項（指定障害福祉サービス基準第２２３条第５項において準用する場合を含む。）、第２０５条第１項又は指定障害者支援施設基

準附則第９条第１項に定める工賃をいう。以下同じ。）の一月あたりの平均額として、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉

部長が定める様式による届出を行ったものをいう。以下同じ。）に応じ、それぞれロの（１）から（５）までに掲げる平均工賃月額に応

じた単位数（地方公共団体が設置する基準該当就労継続支援Ｂ型事業所の場合にあっては、それぞれロの（１）から（５）までに掲げ

る平均工賃月額に応じた単位数の１０００分の９６５に相当する単位数とする。）とのいずれか少ない単位数

算式

（（保護施設事務費（生活保護法施行令（昭和２５年政令第１４８号）第１０条の規定により生活保護法第７５条に規定する国庫負

担金の交付の対象となる保護施設事務費をいい、当該サービスのあった月の属する年度の４月１日時点において示されている額とす

る。以下同じ。）÷２２÷０．９４５÷１０）＋２３）×１．０４６

注１　イからトまでについては年齢、支援の度合その他の事情により通常の事業所に雇用されることが困難である者のうち適切な支援

によっても雇用契約に基づく就労が困難であるもの又は通常の事業所に雇用されている者であって、通常の事業所に新たに雇用さ

れた後の労働時間の延長若しくは休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするもの

に対して、指定障害福祉サービス基準第１９８条に規定する指定就労継続支援Ｂ型、指定障害福祉サービス基準第２１９条に規定

する特定基準該当就労継続支援Ｂ型（以下「特定基準該当就労継続支援Ｂ型」という。）若しくは指定障害者支援施設が行う就労継

続支援Ｂ型（規則第６条の１０第２号に掲げる就労継続支援Ｂ型をいう。）に係る指定障害福祉サービス（以下「指定就労継続支援

Ｂ型等」という。）又は基準該当就労継続支援Ｂ型を行った場合に、所定単位数を算定する。

２　イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所（指定障害福祉サービス基準第１９８条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事業

を行う事業所をいう。以下同じ。）又は指定障害者支援施設（以下この注２から注７まで及び注１７において「特定指定就労継続支

援Ｂ型事業所等」という。）において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員及び平均工賃月額に応じ、１日につき所

定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場合にあっては、所定単位数の１０

００分の９６５に相当する単位数を算定する。

３　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員及び平均工

賃月額に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場合に

あっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

４　ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は特定基準該当障害福祉サービス事業所において、指定就

労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員及び平均工賃月額に応じ、１日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体

が設置する特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は特定基準該当障害福祉サービス事業所の場合にあっては、所定単位数の１００

０分の９６５に相当する単位数を算定する。

５　ニについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員に応じ、１

日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場合にあっては、所定単

位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

６　ホについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員に応じ、１

日につき所定単位数を算定する。ただし、地方公共団体が設置する特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等の場合にあっては、所定単

位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。

７　ヘについては、注２から注６までに規定する以外の特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は注４に規定する以外の特定基準該当

障害福祉サービス事業所において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を算定す

る。ただし、地方公共団体が設置する注２から注６までに規定する以外の特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は注４に規定する

以外の特定基準該当障害福祉サービス事業所の場合にあっては、所定単位数の１０００分の９６５に相当する単位数を算定する。



８　トについては、基準該当就労継続支援Ｂ型事業所が、基準該当就労継続支援Ｂ型を行った場合に、所定単位数を算定する。

９　イ、ロ及びハの算定に当たって、指定就労継続支援Ｂ型事業所等の指定を受けた日から１年間は、指定就労継続支援Ｂ型事業所

等の平均工賃月額にかかわらず、平均工賃月額が１万円未満の場合とみなして、１日につき所定単位数を算定する。ただし、指定就

労継続支援Ｂ型事業所等が新規に指定を受けた日から６月以上１年未満の間は、指定を受けた日から６月間における当該指定就労

継続支援Ｂ型事業所等の平均工賃月額に応じ、１日につき所定単位数を算定することができる。

１０　イからトまでに掲げる就労継続支援Ｂ型サービス費の算定に当たって、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場合は、

（１）又は（２）に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援Ｂ型の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第２０２条、第２０

６条若しくは第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条又は指定障害者支援施設基準第２３条の規

定に従い、就労継続支援Ｂ型計画（指定障害福祉サービス基準第２０２条において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条

第１項に規定する就労継続支援Ｂ型計画をいう。以下同じ。）、基準該当就労継続支援Ｂ型計画（指定障害福祉サービス基準第２

０６条において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する基準該当就労継続支援Ｂ型計画をいう。）、特定基

準該当障害福祉サービス計画（特定基準該当就労継続支援Ｂ型に係る計画に限る。）又は施設障害福祉サービス計画（以下「就労

継続支援Ｂ型計画等」という。）が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

１１　ニからヘまでについては、前３月における指定就労継続支援Ｂ型事業所等の利用者のうち、当該指定就労継続支援Ｂ型事業所

等の平均利用時間（前３月において当該利用者が当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等を利用した時間の合計時間を当該利用者が当

該指定就労継続支援Ｂ型事業所等を利用した日数で除して得た時間をいう。）が４時間未満の利用者の占める割合が１００分の５０

以上である場合には、所定単位数の１００分の３０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分

の５に相当する単位数（指定障害者支援施設にあっては、１００分の１０に相当する単位数）を所定単位数から減算する。

１３　指定障害福祉サービス基準第２０２条、第２０６条及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第３３

条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算し、指定

障害者支援施設基準第４２条の２第１項に規定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所

定単位数から減算する。

１４　指定障害福祉サービス基準第２０２条、第２０６条及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第３５

条の２第２項又は第３項に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減

算し、指定障害者支援施設基準第４８条第２項又は第３項に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１０

に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１５　指定障害福祉サービス基準第２０２条、第２０６条及び第２２３条第１項において準用する指定障害福祉サービス基準第４０

条の２又は指定障害者支援施設基準第５４条の２に規定する基準に適合していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単

位数を所定単位数から減算する。

１６　利用者が就労継続支援Ｂ型以外の障害福祉サービスを受けている間は、就労継続支援Ｂ型サービス費は、算定しない。

１７　令和８年６月１日以降新規に指定を受けた特定指定就労継続支援Ｂ型事業所等（別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定

める地域に所在する事業所並びに都道府県知事が地域に特に必要であるとして指定する事業所であることが客観的に明らかであるも

のを除く。）が、利用者に対し、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合は、所定単位数に代えて、イからハまでに掲げる単位数の１

０００分の９８４に相当する単位数を算定する。ただし、次の（１）又は（２）に該当する場合は、当該月において所定単位数を

算定する。

（１）　当該月において次に掲げるいずれかの加算を１日以上算定している事業所である場合

(一)　２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

(二)　２の２の高次脳機能障害者支援体制加算

（２）　当該月において１０のニの医療連携体制加算(Ⅳ)を１日以上算定している利用者である場合

２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位



注１　イについては、視覚障害者等である指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的

障害のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が当該指定

就労継続支援Ｂ型等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有す

る者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１９９条において準用する指定障害福祉

サービス基準第１８６条、指定障害福祉サービス基準第２２０条又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１項第５号に掲げる人

員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数を４０で除して得た数以上配置しているものとして、都

道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所、指定障害者支

援施設又は特定基準該当障害福祉サービス事業所（以下「指定就労継続支援Ｂ型事業所等」という。）において、指定就労継続支援

Ｂ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数が当該指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数に１００

分の３０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に

従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第１９９条において準用する指定障害福祉サービス基準第１８６条、指定障害福祉

サービス基準第２２０条又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１項第５号に掲げる人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指

定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数を５０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、

１日につき所定単位数を加算する。

２の２　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数に１００分の３０を

乗じて得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日

につき所定単位数を加算する。

３　就労移行支援体制加算

イ　就労移行支援体制加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合９３単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合８６単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合７９単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合７２単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合６５単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合５８単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合５１単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合４８単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合４９単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合４４単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合４０単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合３６単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合３２単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合２８単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合２３単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合２２単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合３５単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合３１単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合２８単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合２４単位



(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合２１単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合１８単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合１４単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合１３単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合２７単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合２４単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合２１単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合１８単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合１６単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合１３単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合１０単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合９単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合２２単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合２０単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合１７単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合１５単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合１３単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合１１単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合８単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合７単位

ロ　就労移行支援体制加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合９０単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合８３単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合７６単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合６９単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合６２単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合５５単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合４８単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合４５単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合４８単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合４３単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合３９単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合３５単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合３１単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合２７単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合２２単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合２１単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合３４単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合３０単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合２７単位



(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合２３単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合２０単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合１７単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合１３単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合１２単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合２７単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合２４単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合２１単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合１８単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合１６単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合１３単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合１０単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合９単位

（５）　利用定員が８１人以上

(一)　平均工賃月額が４万５千円以上の場合２１単位

(二)　平均工賃月額が３万５千円以上４万５千円未満の場合１９単位

(三)　平均工賃月額が３万円以上３万５千円未満の場合１６単位

(四)　平均工賃月額が２万５千円以上３万円未満の場合１４単位

(五)　平均工賃月額が２万円以上２万５千円未満の場合１２単位

(六)　平均工賃月額が１万５千円以上２万円未満の場合１０単位

(七)　平均工賃月額が１万円以上１万５千円未満の場合７単位

(八)　平均工賃月額が１万円未満の場合６単位

ハ　就労移行支援体制加算(Ⅲ)

（１）　利用定員が２０人以下４２単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下１８単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下１０単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下７単位

（５）　利用定員が８１人以上６単位

ニ　就労移行支援体制加算(Ⅳ)

（１）　利用定員が２０人以下３９単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下１７単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下９単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下７単位

（５）　利用定員が８１人以上５単位

注１　イについては、１のイの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅰ)又はロの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅱ)を算定している指定就労継続

支援Ｂ型事業所等であって、指定就労継続支援Ｂ型事業所等における指定就労継続支援Ｂ型等を受けた後就労（指定就労継続支援

Ａ型事業所等への移行を除く。以下この注１において同じ。）し、就労を継続している期間が６月に達した者（通常の事業所に雇用

されている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要と

するものが、当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等において指定就労継続支援Ｂ型等を受けた場合にあっては、当該指定就労継続支

援Ｂ型等を受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）（過去３年間において、指定就労継続支援Ｂ型事業所等その他の

事業所において既に当該者の就労につき就労移行支援体制加算が算定された者にあっては、市町村長が適当と認める者に限る。以

下この３において「就労定着者」という。）が前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、

１日につき当該指定就労継続支援Ｂ型等を行った日の属する年度の利用定員及び平均工賃月額に応じた所定単位数に就労定着者の



数（当該年度の前年度の９月３０日時点における当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等の定員数を上限とする。以下この３において

同じ。）を乗じて得た単位数を加算する。

２　ロについては、１のハの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅲ)を算定している指定就労継続支援Ｂ型事業所等であって、就労定着者が

前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指

定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき当該指定就労継続支援Ｂ型等を行っ

た日の属する年度の利用定員及び平均工賃月額に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算する。

３　ハについては、１のニの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅳ)又はホの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅴ)を算定している指定就労継続

支援Ｂ型事業所等であって、就労定着者が前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福

祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日

につき当該指定就労継続支援Ｂ型等を行った日の属する年度の利用定員に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数

を加算する。

４　ニについては、１のヘの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅵ)を算定している指定就労継続支援Ｂ型事業所等であって、就労定着者が

前年度において１人以上いるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指

定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき当該指定就労継続支援Ｂ型等を行っ

た日の属する年度の利用定員に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じて得た単位数を加算する。

３の２　就労移行連携加算１，０００単位

注　指定就労継続支援Ｂ型事業所等における指定就労継続支援Ｂ型等を受けた後就労移行支援に係る支給決定を受けた利用者（通常の事

業所に雇用されている利用者であって、労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一

時的に必要とするものとして指定就労継続支援Ｂ型等を受けたものを除く。）が１人以上いる当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等におい

て、当該指定就労継続支援Ｂ型等を行った日の属する年度において、当該利用者に対して、当該支給決定に係る申請の日までに、当該

就労移行支援に係る指定就労移行支援事業者等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者が当該支給決定の申請を行

うに当たり、当該申請に係る指定特定相談支援事業者に対して、当該指定就労継続支援Ｂ型等の利用状況その他の当該利用者に係る必

要な情報を文書により提供した場合に、当該指定就労継続支援Ｂ型等の利用を終了した月について、１回に限り、所定単位数を加算す

る。ただし、当該利用者が、当該支給決定を受けた日の前日から起算して過去３年以内に就労移行支援に係る支給決定を受けていた場合

は加算しない。

４　初期加算３０単位

注　指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は基準該当就労継続支援Ｂ型事業所において、指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援

Ｂ型を行った場合に、当該指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援Ｂ型の利用を開始した日から起算して３０日以内の期間

について、１日につき所定単位数を加算する。

５　訪問支援特別加算

（１）　所要時間１時間未満の場合１８７単位

（２）　所要時間１時間以上の場合２８０単位

注　指定就労継続支援Ｂ型事業所等において継続して指定就労継続支援Ｂ型等を利用する利用者について、連続した５日間、当該指定就

労継続支援Ｂ型等の利用がなかった場合において、指定障害福祉サービス基準第１９９条において準用する指定障害福祉サービス基準

第１８６条、指定障害福祉サービス基準第２２０条又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１項第５号の規定により指定就労継続支

援Ｂ型事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者（以下「就労継続支援Ｂ型従業者」という。）が、就労継続支援Ｂ型計画等

に基づき、あらかじめ当該利用者の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問して当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等における指定就労継

続支援Ｂ型等の利用に係る相談援助等を行った場合に、１月につき２回を限度として、就労継続支援Ｂ型計画等に位置付けられた内容

の指定就労継続支援Ｂ型等を行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

６　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第２０１条第１項に規定する指定就労継続支援Ｂ型事業者又は指定障害者支援施設が、指定障害福祉サー

ビス基準第２０２条において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条又は指定障害者支援施設基準第２０条第２項に規定する利用

者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

７　食事提供体制加算３０単位

注　低所得者等であって就労継続支援Ｂ型計画等により食事の提供を行うこととなっている利用者（指定障害者支援施設に入所する者を

除く。）又は低所得者等である基準該当就労継続支援Ｂ型の利用者に対して、指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は基準該当就労継続支援

Ｂ型事業所に従事する調理員による食事の提供であること又は調理業務を第三者に委託していること等当該指定就労継続支援Ｂ型事業



所等又は基準該当就労継続支援Ｂ型事業所の責任において食事提供のための体制を整えているものとして、都道府県知事又は市町村長

に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等及び基準該当就労継続支援Ｂ型事業所

において、次の（１）から（３）までのいずれにも適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき所

定単位数を加算する。

（１）　当該事業所の従業者として、又は外部との連携により、管理栄養士又は栄養士が食事の提供に係る献立を確認していること。

（２）　食事の提供を行った場合に利用者ごとの摂食量を記録していること。

（３）　利用者ごとの体重又はＢＭＩをおおむね６月に１回記録していること。

８　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１５単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)１０単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)６単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第１９９条において準用する指定障害福祉サービス基準第１８６条第１項第１号、指

定障害福祉サービス基準第２２０条第１項第４号若しくは第５号又は指定障害者支援施設基準附則第３条第１項第５号の規定によ

り置くべき職業指導員又は生活支援員（注２及び注３において「職業指導員等」という。）として常勤で配置されている従業者のう

ち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上であるもの

として、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等にお

いて、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士、作業療法士

又は公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長

が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき

所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が

定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき所

定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定し

ている場合は、算定しない。

（１）　職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であること。

（２）　職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上である

こと。

８の２　ピアサポート実施加算１００単位

注　次の（１）から（３）までのいずれにも該当するものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、法第４条第１項に規定する障害者（以下この注において単に「障害者」とい

う。）又は障害者であったと都道府県知事が認める者（以下この注において「障害者等」という。）である従業者であって、かつ、障害

者ピアサポート研修修了者であるものが、その経験に基づき、利用者に対して相談援助を行った場合に、当該相談援助を受けた利用者の

数に応じ、１月につき所定単位数を加算する。

（１）　１のニの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅳ)、ホの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅴ)又はヘの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅵ)を算

定していること。

（２）　障害者ピアサポート研修修了者を指定就労継続支援Ｂ型事業所等の従業者として２名以上（当該２名以上のうち少なくとも１名

は障害者等とする。）配置していること。

（３）　（２）に掲げるところにより配置した者のいずれかにより、当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等の従業者に対し、障害者に対す

る配慮等に関する研修が年１回以上行われていること。

９　欠席時対応加算９４単位

注　指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は基準該当就労継続支援Ｂ型事業所において指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援Ｂ

型を利用する利用者（当該指定障害者支援施設等に入所する者を除く。）が、あらかじめ当該指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労

継続支援Ｂ型の利用を予定していた日に、急病等によりその利用を中止した場合において、就労継続支援Ｂ型従業者又は指定障害福祉

サービス基準第２０６条において準用する第１８６条の規定に基づき基準該当就労継続支援Ｂ型事業所に置くべき従業者のうちいずれ

かの職種の者が、利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等を記録

した場合に、１月につき４回を限度として、所定単位数を算定する。



１０　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人８００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等（特定基準該当生活介護又は特定基準該

当自立訓練（機能訓練）を提供する事業所を除く。注２において同じ。）に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１時間未満の

看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単位数を加

算する。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対

して１時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、

１日につき所定単位数を加算する。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対

して２時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき

所定単位数を加算する。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労

働大臣が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当

該看護を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イからハまでのいずれかを算定している利用者につ

いては、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、当該看護職員が認定特定行

為業務従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。
かくたん

６　ヘについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数
かくたん かくたん

を加算する。ただし、イからニまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

１１　地域協働加算３０単位

注　１のニの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅳ)、ホの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅴ)又はヘの就労継続支援Ｂ型サービス費(Ⅵ)を算定し

ている指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、利用者に対して、持続可能で活力ある地域づくりに資することを目的として、地域住民

その他の関係者と協働して行う取組により指定就労継続支援Ｂ型等（当該指定就労継続支援Ｂ型等に係る生産活動収入があるものに限

る。）を行うとともに、当該指定就労継続支援Ｂ型等に係る就労、生産活動その他の活動の内容についてインターネットの利用その他の

方法により公表した場合に、当該指定就労継続支援Ｂ型等を受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

１２　重度者支援体制加算

イ　重度者支援体制加算(Ⅰ)

（１）　利用定員が２０人以下５６単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下５０単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下４７単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下４６単位

（５）　利用定員が８１人以上４５単位

ロ　重度者支援体制加算(Ⅱ)

（１）　利用定員が２０人以下２８単位

（２）　利用定員が２１人以上４０人以下２５単位

（３）　利用定員が４１人以上６０人以下２４単位

（４）　利用定員が６１人以上８０人以下２３単位



（５）　利用定員が８１人以上２２単位

注１　イについては、指定就労継続支援Ｂ型等を行った日の属する年度の前年度において、障害基礎年金１級を受給する利用者の数が

当該年度における指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数の１００分の５０以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対

して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、指定就労継続支援Ｂ型等を行った日の属する年度の前年度において、障害基礎年金１級を受給する利用者の数が

当該年度における指定就労継続支援Ｂ型等の利用者の数の１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事又は市町村長に対

して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イ

の重度者支援体制加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

１３　目標工賃達成指導員配置加算

イ　利用定員が２０人以下４５単位

ロ　利用定員が２１人以上４０人以下４０単位

ハ　利用定員が４１人以上６０人以下３８単位

ニ　利用定員が６１人以上８０人以下３７単位

ホ　利用定員が８１人以上３６単位

注　目標工賃達成指導員（各都道府県において作成される工賃向上計画に基づき、自らも工賃向上計画を作成し、当該計画に掲げた工

賃目標の達成に向けて積極的に取り組むための指導員）を常勤換算方法で１人以上配置し、当該指導員、職業指導員及び生活支援員

の総数が別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、指定就労継続支援Ｂ型等を行った場合に、１日につき所定単位

数を加算する。

１３の２　目標工賃達成加算１０単位

注　１３の目標工賃達成指導員配置加算の対象となる指定就労継続支援Ｂ型事業所等が各都道府県において作成される工賃向上計画に基

づき、自らも工賃向上計画を作成するとともに、当該計画に掲げた工賃目標を達成したものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉

部長が定める様式による届出を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。この場合において、当該工賃目標は当該工賃目標の

対象となる年度（以下この注において「目標年度」という。）の前年度における当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等における平均工賃月

額に、目標年度の前々年度の指定就労継続支援Ｂ型事業所等の全国平均工賃月額と目標年度の前々々年度の指定就労継続支援Ｂ型事業

所等の全国平均工賃月額との差額を加えて得た額（当該額が目標年度の前年度における当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等における平

均工賃月額を下回る場合には、当該前年度における当該指定就労継続支援Ｂ型事業所等における平均工賃月額）以上でなければならな

い。

１４　送迎加算

イ　送迎加算(Ⅰ)２１単位

ロ　送迎加算(Ⅱ)１０単位

注１　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定就労継続支援Ｂ型事業所又は指定障害者支援施設（国、地方公共団体又はのぞみの園が設置する指定就労継続支援Ｂ型事

業所又は指定障害者支援施設（地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づく公の施設の管理の委託が行われている場合を除

く。）を除く。以下この１４において同じ。）において、利用者（当該指定就労継続支援Ｂ型事業所又は指定障害者支援施設と同一

敷地内にあり、又は隣接する指定障害者支援施設を利用する施設入所者を除く。）に対して、その居宅等と指定就労継続支援Ｂ型事

業所又は指定障害者支援施設との間の送迎を行った場合に、片道につき所定単位数を加算する。

２　イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める送迎を実施している場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を

算定する。

１５　障害福祉サービスの体験利用支援加算

イ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅰ)５００単位

ロ　障害福祉サービスの体験利用支援加算(Ⅱ)２５０単位

注１　指定障害者支援施設等において指定就労継続支援Ｂ型を利用する利用者が、指定地域移行支援の障害福祉サービスの体験的な利

用支援を利用する場合において、指定障害者支援施設等に置くべき従業者が、次の（１）又は（２）のいずれかに該当する支援を行

うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等を記録した場合に、所定単位数を加算する。

（１）　体験的な利用支援の利用の日において昼間の時間帯における訓練等の支援を行った場合

（２）　障害福祉サービスの体験的な利用支援に係る指定一般相談支援事業者との連絡調整その他の相談援助を行った場合



２　イについては、体験的な利用を開始した日から起算して５日以内の期間について算定する。

３　ロについては、体験的な利用を開始した日から起算して６日以上１５日以内の期間について算定する。

４　イ又はロが算定されている指定障害者支援施設等が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知

事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加算する。

１６　在宅時生活支援サービス加算３００単位

注　指定就労継続支援Ｂ型事業所等が、居宅において支援を受けることを希望する者であって、当該支援を行うことが効果的であると市

町村が認める利用者に対して、当該利用者の居宅において支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１６の２　社会生活支援特別加算４８０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した就労継続支援Ｂ型計画に

基づき、地域生活のための相談支援や個別の支援を行った場合に、当該者に対し当該支援等を開始した日から起算して３年以内（医療

観察法に基づく通院期間の延長が行われた場合には、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の指定障害福祉サービスを行う事業所

において社会生活支援特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算する。

１６の３　緊急時受入加算１００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事又は市町村長に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等において、利用者（施設入所者を除く。）の障害の特性に起因して生じた緊急の事態そ

の他の緊急に支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、夜間に支援を行ったときに、

１日につき所定単位数を加算する。

１６の４　集中的支援加算１，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定就労継続支援Ｂ型事業所等に訪問させ、又はテ

レビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって行う集中的な支援を行ったときに、当該支援を開始した日の属する月か

ら起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

１７　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事又は市町村長に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労継続支援Ｂ型事業所等又は基準該当就労継続支援Ｂ型事業所（国、

のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除く。）が、利用者に対し、指定就労継続支援Ｂ型等又は基準該当就労継続支援

Ｂ型を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を

算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１６の４までにより算定した単位数の１０００分の１０５に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１１６に相当する単位数）

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１６の４までにより算定した単位数の１０００分の１０９に相当する単位数（指定障

害者支援施設にあっては、１０００分の１２０に相当する単位数）

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１６の４までにより算定した単位数の１０００分の１０３に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１６の４までにより算定した単位数の１０００分の１０７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１６の４までにより算定した単位数の１０００分の８８に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の９８に相当する単位数）

へ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１６の４までにより算定した単位数の１０００分の７４に相当する単位数（指定障害者

支援施設にあっては、１０００分の８１に相当する単位数）

第１４の２　就労定着支援

１　就労定着支援サービス費（１月につき）

（１）　就労定着率が９割５分以上の場合３，５１２単位

（２）　就労定着率が９割以上９割５分未満の場合３，３４８単位

（３）　就労定着率が８割以上９割未満の場合２，７６８単位

（４）　就労定着率が７割以上８割未満の場合２，２３４単位

（５）　就労定着率が５割以上７割未満の場合１，６９０単位

（６）　就労定着率が３割以上５割未満の場合１，４３３単位



（７）　就労定着率が３割未満の場合１，０７４単位

注１　就労に向けた支援として指定生活介護等、指定自立訓練（機能訓練）等、指定自立訓練（生活訓練）等、指定就労移行支援等、

指定就労継続支援Ａ型等若しくは指定就労継続支援Ｂ型等（以下この第１４の２において「生活介護等」という。）又は基準該当生

活介護、基準該当自立訓練（機能訓練）、基準該当自立訓練（生活訓練）若しくは基準該当就労継続支援Ｂ型（以下この第１４の２

において「基準該当生活介護等」という。）を受けて通常の事業所に新たに雇用され、就労を継続している期間が６月に達した障害

者（通常の事業所に雇用されている障害者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上の

ための支援を一時的に必要とするものとして生活介護等又は基準該当生活介護等を受けた障害者については、当該生活介護等又は

基準該当生活介護等を受けた後、就労を継続している期間が６月に達した者）に対して、当該通常の事業所での就労の継続を図るた

め、指定就労定着支援（指定障害福祉サービス基準第２０６条の２に規定する指定就労定着支援をいう。以下同じ。）を行った場合

に、所定単位数を算定する。

２　指定就労定着支援事業所（指定障害福祉サービス基準第２０６条の３第１項に規定する指定就労定着支援事業所をいう。以下同

じ。）において、指定就労定着支援を行った場合に、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った就労

定着率（当該指定就労定着支援を行った日の属する年度の前年度の末日において指定就労定着支援を受けている利用者と当該前年

度の末日から起算して過去３年間において就労定着支援の利用を開始した者のうち通常の事業所での就労を継続しているものの合計

数を、当該前年度の末日から起算して過去３年間において指定就労定着支援を受けた利用者の総数で除して得た率をいう。以下この

第１４の２において同じ。）に応じ、１月につき所定単位数を算定する。ただし、新規に指定を受けた日から１年間の指定就労定着

支援事業所の就労定着率は、指定を受けた日の属する月の前月の末日から起算して過去３年間において当該指定就労定着支援事業

所において一体的に運営される生活介護等を受けて通常の事業所に新たに雇用された者のうち、指定を受けた日の属する月の前月

の末日において通常の事業所での就労を継続している者の総数を、指定を受けた日の属する月の前月の末日から起算して過去３年間

において当該指定就労定着支援事業所において一体的に運営される生活介護等を利用して就労した者の合計数で除して得た率とす

る。

３　次の（１）又は（２）のいずれかに該当する場合は、それぞれ（１）又は（２）に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算

定する。

（１）　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定就労定着支援の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第２０６条の１２において読み替えて準用する指定障害福

祉サービス基準第５８条の規定に従い、就労定着支援計画（指定障害福祉サービス基準第２０６条の１２において読み替えて準

用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する就労定着支援計画をいう。以下同じ。）が作成されていない場合　次

に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

４　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

５　指定障害福祉サービス基準第２０６条の１２において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を

満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６　指定障害福祉サービス基準第２０６条の１２において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　別に厚生労働大臣が定める基準を満たしていない場合は、支援体制構築未実施減算として、所定単位数の１００分の１０に相当す

る単位数を所定単位数から減算する。

８　別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者の居宅若しくは別に厚生労働大臣が定める地域に所在する利用者が雇用さ

れた通常の事業所において、当該利用者との対面により指定就労定着支援を行った場合に、特別地域加算として、１月につき２４

０単位を加算する。

９　指定就労定着支援事業者が、指定就労定着支援を行った日の属する月において、指定障害福祉サービス基準第２０６条の８第１

項の規定により新たに障害者を雇用した通常の事業所の事業主等との連絡調整及び連携を行うに当たり、利用者及び当該事業主等

に対し、当該月における当該利用者に対する支援の内容を記載した報告書の提供を１回以上行わなかった場合は、就労定着支援サ

ービス費は、算定しない。

１０　指定就労定着支援事業者が行うサービス事業所又は障害者支援施設に配置されている訪問型職場適応援助者（障害者の雇用の

促進等に関する法律施行規則（昭和５１年労働省令第３８号）第２０条の２第３項に規定する訪問型職場適応援助者をいう。以下



この注１０において同じ。）が当該指定就労定着支援事業者が行う指定就労定着支援事業所の利用者に対し、援助等（同条第１項第

１号イに規定する障害者である労働者が職場に適応することを容易にするための援助に関する計画の作成、同号ロに規定する障害者

である労働者の雇用に伴い必要となる援助に関する計画の作成、同号ハに規定する障害者である労働者が職場に適応することを容

易にするための援助に関する計画の承認、同号ニに規定する障害者である労働者の雇用に伴い必要となる援助に関する計画の承

認、同号ホに規定する障害者である労働者が職場に適応することを容易にするための援助に関する計画に基づき行われる訪問型職

場適応援助者による援助及び同号ヘに規定する障害者である労働者の雇用に伴い必要となる援助に関する計画に基づき、同号ニに

規定する認定事業主の企業在籍型職場適応援助者（同条第４項に規定する企業在籍型職場適応援助者をいう。）とともに行う上級職

場適応援助者（同号ヘに規定する上級職場適応援助者をいう。）による援助をいう。以下この注１０において同じ。）を行い、同令

第２０条に規定する職場適応援助者助成金の申請を行った場合は、当該申請に係る援助等を行った月において、当該援助等を受け

た利用者に係る就労定着支援サービス費は、算定しない。

１１　利用者が自立訓練（生活訓練）又は自立生活援助を受けている間は、就労定着支援サービス費は、算定しない。

２　地域連携会議実施加算

イ　地域連携会議実施加算(Ⅰ)５７９単位

ロ　地域連携会議実施加算(Ⅱ)４０５単位

注１　イについては、指定就労定着支援事業所が、関係機関（地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、医療機関そ

の他当該指定就労定着支援事業所以外の事業所をいう。以下この２において同じ。）との連携を図るため、関係機関において障害者

の就労支援に従事する者により構成される、利用者に係る就労定着支援計画に関する会議を開催し、当該指定就労定着支援事業所

のサービス管理責任者が関係機関との連絡調整を行った場合に、１月につき１回、かつ、１年につき４回（ロを算定している場合

にあっては、その回数を含む。）を限度として、所定単位数を加算する。

２　ロについては、指定就労定着支援事業所が、就労定着支援計画の作成又は変更に当たって、関係者により構成される会議を開催

し、当該会議において、当該指定就労定着支援事業所のサービス管理責任者以外の就労定着支援員が当該就労定着支援計画の原案

の内容及び実施状況（利用者についての継続的な評価を含む。）について説明を行うとともに、関係者に対して、専門的な見地から

の意見を求め、就労定着支援計画の作成、変更その他必要な便宜の供与について検討を行った上で、当該指定就労定着支援事業所

のサービス管理責任者に対しその結果を共有した場合に、１月につき１回、かつ、１年につき４回（イを算定している場合にあっ

ては、その回数を含む。）を限度として、所定単位数を加算する。

３　初期加算９００単位

注　生活介護等と一体的に運営される指定就労定着支援事業所において、一体的に運営される生活介護等以外を利用して通常の事業所に

雇用された障害者に対して、新規に就労定着支援計画を作成し、指定就労定着支援を行った場合に、指定就労定着支援の利用を開始し

た月について、１回に限り、所定単位数を加算する。

４　就労定着実績体制加算３００単位

注　過去６年間において指定就労定着支援の利用を終了した者のうち、雇用された通常の事業所に４２月以上７８月未満の期間継続して

就労している者又は就労していた者（通常の事業所に雇用されている者であって労働時間の延長又は休職からの復職の際に就労に必要な

知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものとして生活介護等又は基準該当生活介護等を利用したものについては、当

該生活介護等又は基準該当生活介護等を受けた後、４２月以上７８月未満の期間継続して就労している者又は就労していた者）の占める

割合が前年度において１００分の７０以上として、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労定

着支援事業所において、指定就労定着支援を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

５　職場適応援助者養成研修修了者配置体制加算１２０単位

注　別に厚生労働大臣が定める研修を修了した者を就労定着支援員として配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部

長が定める様式による届出を行った指定就労定着支援事業所において、指定就労定着支援を行った場合に、１月につき所定単位数を加

算する。

６　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定障害福祉サービス基準第２０６条の３第１項に規定する指定就労定着支援事業者が、指定障害福祉サービス基準第２０６条の１

２において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条に規定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数

を加算する。

７　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定就労定着支援事業所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除



く。）が、利用者に対し、指定就労定着支援を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から６までにより算定した単位数の１０００分の１１５に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から６までにより算定した単位数の１０００分の１１９に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から６までにより算定した単位数の１０００分の９８に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から６までにより算定した単位数の１０００分の８１に相当する単位数

第１４の３　自立生活援助

１　自立生活援助サービス費

イ　自立生活援助サービス費(Ⅰ)

（１）　利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が３０未満１，５６６単位

（２）　利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が３０以上１，０９５単位

ロ　自立生活援助サービス費(Ⅱ)

（１）　利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が３０未満１，１７２単位

（２）　利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が３０以上８２１単位

ハ　自立生活援助サービス費(Ⅲ)７００単位

注１　イについては、規則第６条の１１の２において定める法第５条第２１項に規定する主務省令で定めるもの、指定宿泊型自立訓練

を行う自立訓練（生活訓練）事業所、第１５の１の４の注１に規定する指定共同生活援助等を行う住居若しくは法第５条第２９項

に規定する福祉ホームに入所等をしていた障害者であって、退所等をしてから１年以内のもの又は同居家族の死亡若しくはこれに準

ずると市町村が認める事情により単身での生活を開始した日から１年以内のものに対して、指定自立生活援助事業所（指定障害福

祉サービス基準第２０６条の１４第１項に規定する指定自立生活援助事業所をいう。以下同じ。）の地域生活支援員（指定障害福祉

サービス基準第２０６条の１４第１項第１号に規定する地域生活支援員をいう。以下同じ。）が、１月に２回以上、利用者の居宅を

訪問することにより指定自立生活援助（指定障害福祉サービス基準第２０６条の１３に規定する指定自立生活援助をいう。以下同

じ。）を行った場合に、所定単位数を算定する。

２　ロについては、注１に該当する者以外の障害者に対し、指定自立生活援助事業所の地域生活支援員が、１月に２回以上、利用者

の居宅を訪問することにより指定自立生活援助を行った場合に、所定単位数を算定する。

３　イの（１）については、指定自立生活援助事業所の利用者の数を地域生活支援員の員数（サービス管理責任者を兼務する地域生

活支援員については、１人につき地域生活支援員０．５人とみなして算定する。注４から注６までにおいて同じ。）で除して得た数

が３０未満として、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立生活援助事業所において、注

１に該当する者に対して、指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を算定する。

４　イの（２）については、指定自立生活援助事業所の利用者の数を地域生活支援員の員数で除して得た数が３０以上として、都道府

県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立生活援助事業所において、注１に該当する者に対して、

指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を算定する。

５　ロの（１）については、指定自立生活援助事業所の利用者の数を地域生活支援員の員数で除して得た数が３０未満として、都道府

県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立生活援助事業所において、注２に該当する者に対して、

指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を算定する。

６　ロの（２）については、指定自立生活援助事業所の利用者の数を地域生活支援員の員数で除して得た数が３０以上として、都道府

県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立生活援助事業所において、注２に該当する者に対して、

指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を算定する。

７　ハについては、指定自立生活援助事業所の地域生活支援員が、１月に２回以上、指定自立生活援助を行った場合であって、指定

障害福祉サービス基準第２０６条の１８に規定する支援として、利用者の居宅への訪問による支援及びテレビ電話装置等の活用に

よる支援をそれぞれ１月に１日以上行った場合に、１月につき所定単位数を算定する。ただし、イ又はロを算定している場合には

算定しない。

８　イからハまでについては、次の（１）から（３）までのいずれかに該当する場合に、それぞれ（１）から（３）までに掲げる割

合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合



（２）　指定自立生活援助の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第２０６条の２０において準用する指定障害福祉サービス

基準第５８条の規定に従い、自立生活援助計画（指定障害福祉サービス基準第２０６条の２０において準用する指定障害福祉サ

ービス基準第５８条第１項に規定する自立生活援助計画をいう。）が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次

に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　指定自立生活援助事業所における指定自立生活援助の利用者（当該指定自立生活援助の利用期間が１年に満たない者を除

く。）のサービス利用期間（当該指定自立生活援助の利用を開始した日から当該指定自立生活援助を利用した月の末日までの期間

をいう。）の平均値が、規則第６条の１０の６において定める法第５条第１７項に規定する主務省令で定める期間に６月間を加え

て得た期間を超えている場合　１００分の９５

９　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

５に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１０　指定障害福祉サービス基準第２０６条の２０において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準

を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１１　指定障害福祉サービス基準第２０６条の２０において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満た

していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、指定自立生活援助事業所の従業者が、指定自立生活援助を行っ

た場合は、１月につき２３０単位を所定単位数に加算する。

１３　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届

出を行った指定自立生活援助事業所において、指定自立生活援助を行った場合に、地域生活支援拠点等機能強化加算として、所定

単位数に５００単位を加算する。ただし、拠点コーディネーター（厚生労働大臣が定める施設基準並びにこども家庭庁長官及び厚

生労働大臣が定める施設基準（平成１８年厚生労働省告示第５５１号）第１５号のイの（１）の(四)に規定する拠点コーディネータ

ーをいう。）１人につき、当該指定自立生活援助事業所並びに当該指定自立生活援助事業所と相互に連携して運営される指定地域移

行支援事業者、指定地域定着支援事業者（指定相談基準第３９条第３項に規定する指定地域定着支援事業者をいう。）、指定特定相

談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者（児童福祉法第２４条の２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支援事業者をい

う。）の事業所の単位において、１月につき１００回を限度とする。

２　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)４５０単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)３００単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)１８０単位

注１　イについては、地域生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心

理師である従業者の割合が１００分の３５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出

を行った指定自立生活援助事業所において、指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、地域生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心

理師である従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出

を行った指定自立生活援助事業所において、指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただし、この

場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定自立生活援助事業所において、指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。ただ

し、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しな

い。

（１）　地域生活支援員として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であるこ

と。

（２）　地域生活支援員として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上であ

ること。

３　ピアサポート体制加算１００単位



注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った

指定自立生活援助事業所において、指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

４　初回加算５００単位

注　指定自立生活援助事業所の従業者が、指定自立生活援助を行った場合に、指定自立生活援助の利用を開始した月について、１月につ

き所定単位数を加算する。

４の２　集中支援加算５００単位

注　１のイの自立生活援助サービス費(Ⅰ)が算定されている指定自立生活援助事業所の地域生活支援員が、１月に６回以上、利用者の居宅

を訪問することにより、指定自立生活援助を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

５　同行支援加算

イ　外出を伴う支援が１月に１回又は２回の場合５００単位

ロ　外出を伴う支援が１月に３回の場合７５０単位

ハ　外出を伴う支援が１月に４回以上の場合１，０００単位

注　指定自立生活援助事業所の従業者が、利用者に対して、外出を伴う支援を行うに当たり、当該利用者に同行し必要な情報提供又は助

言等を行った場合に、外出を伴う支援の回数に応じ、１月につき所定単位数を加算する。

６　緊急時支援加算

イ　緊急時支援加算(Ⅰ)７１１単位

ロ　緊急時支援加算(Ⅱ)９４単位

注１　イについては、指定自立生活援助事業者が、利用者に対して、当該利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急

に支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜に速やかに当該利用者の居宅等

への訪問又は一時的な滞在による支援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　イの緊急時支援加算(Ⅰ)が算定されている指定自立生活援助事業所が、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものと

して、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った場合に、更に１日につき所定単位数に５０単位を加

算する。

３　ロについては、指定自立生活援助事業者が、利用者に対して、当該利用者の障害の特性に起因して生じた緊急の事態その他の緊急

に支援が必要な事態が生じた場合において、当該利用者又はその家族等からの要請に基づき、深夜に電話による相談援助を行った

場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、イの緊急時支援加算(Ⅰ)を算定している場合は、加算しな

い。

７　利用者負担上限額管理加算１５０単位

注　指定自立生活援助事業者が、指定障害福祉サービス基準第２０６条の２０において準用する指定障害福祉サービス基準第２２条に規

定する利用者負担額合計額の管理を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

８　日常生活支援情報提供加算１００単位

注　指定自立生活援助事業所の利用者のうち、精神科病院等に通院する者について、当該利用者の自立した日常生活を維持するために必

要と認められる場合において、当該指定自立生活援助事業所の従業者が、あらかじめ当該利用者の同意を得て、当該精神科病院等の職

員に対して、当該利用者の心身の状況、生活環境等の当該利用者の自立した日常生活の維持に必要な情報を提供した場合に、当該利用

者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算する。

９　居住支援連携体制加算３５単位

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った

指定自立生活援助事業所において、住宅確保要配慮者居住支援法人（住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（平成１９年法律第１１２号）第５９条第１項に規定する住宅確保要配慮者居住支援法人をいう。以下同じ。）又は住宅確保要配慮者居

住支援協議会（同法第８１条第１項に規定する住宅確保要配慮者居住支援協議会をいう。以下同じ。）に対して、１月に１回以上、利用

者の住宅の確保及び居住の支援に必要な情報を共有した場合に、１月につき所定単位数を加算する。

１０　地域居住支援体制強化推進加算５００単位

注　指定自立生活援助事業所の従業者が、当該指定自立生活援助事業所の利用者の同意を得て、当該利用者に対して、住宅確保要配慮者居

住支援法人と共同して、居宅における生活上必要な説明及び指導を行った上で、協議会（法第８９条の３第１項に規定する協議会をい

う。第１５の２の注５において同じ。）又は保健、医療及び福祉関係者による協議の場（障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円

滑な実施を確保するための基本的な指針（平成２９年厚生労働省告示第１１６号）別表第一の八に規定する保健、医療及び福祉関係者



による協議の場をいう。）に対し、当該説明及び指導の内容並びに住宅の確保及び居住の支援に係る課題を報告した場合に、当該指定自

立生活援助事業所において、当該利用者１人につき１月に１回を限度として所定単位数を加算する。

１１　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定自立生活援助事業所（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を除

く。）が、利用者に対し、指定自立生活援助を行った場合に、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す

る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１５に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１９に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１３に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の１１７に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の９８に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)　１から１０までにより算定した単位数の１０００分の８１に相当する単位数

第１５　共同生活援助

１　共同生活援助サービス費（１日につき）

イ　共同生活援助サービス費(Ⅰ)

（１）　区分６６００単位

（２）　区分５４５６単位

（３）　区分４３７２単位

（４）　区分３２９７単位

（５）　区分２１８８単位

（６）　区分１以下１７１単位

ロ　共同生活援助サービス費(Ⅱ)

（１）　区分６７１７単位

（２）　区分５５６９単位

（３）　区分４４８１単位

（４）　区分３４１０単位

（５）　区分２２９０単位

（６）　区分１以下２７３単位

注１　イについては、障害者（身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身体障害者にあっては、６５歳未満

の者又は６５歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがある者に限り、地域移行支

援型ホーム（指定障害福祉サービス基準附則第７条に規定する地域移行支援型ホームをいう。以下同じ。）における指定共同生活援

助（指定障害福祉サービス基準第２０７条に規定する指定共同生活援助をいう。以下同じ。）の利用者にあっては、当該地域移行支

援型ホームにおいて指定共同生活援助の事業を行う者が当該事業を開始した日において、精神科病院に１年以上入院している精神

障害者に限る。注３において同じ。）（注３に規定する障害者を除く。）に対し、指定共同生活援助事業所（指定障害福祉サービス基

準第２０８条第１項に規定する指定共同生活援助事業所をいう。以下同じ。）において、指定共同生活援助を行った場合に、障害支

援区分に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

２　令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対

し、指定共同生活援助を行った場合にあっては、イにかかわらず、次に掲げる単位数を算定する。ただし、これらの規定に基づく居

宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、次に掲げる単位数の１００分の９５に相

当する単位数を算定する。

（１）　区分６３６９単位

（２）　区分５３０６単位

（３）　区分４２７０単位

３　ロについては、一時的に体験的な指定共同生活援助の利用が必要と認められる障害者に対し、指定共同生活援助（１回当たり連

続３０日以内のものに限る。）を提供した場合に、障害支援区分に応じ、年５０日以内に限り、１日につき所定単位数を算定する。



４　共同生活援助サービス費（注２に規定する場合を含む。）の算定に当たって、次の（１）から（５）までのいずれかに該当する場

合に、それぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。ただし、（３）及び（５）に該当する場合にあっては、（３）

に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た額を、（４）及び（５）に該当する場合にあっては、（４）に掲げる割合を所定単位数に乗

じて得た数を算定する。

（１）　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　指定共同生活援助の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第２１３条において準用する指定障害福祉サービス基準第

５８条の規定に従い、共同生活援助計画（指定障害福祉サービス基準第２１３条において準用する指定障害福祉サービス基準第

５８条第１項に規定する共同生活援助計画をいう。以下同じ。）が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に

掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　共同生活住居（指定障害福祉サービス基準第１２４条第１項第２号に規定する共同生活住居をいう。以下同じ。）の入居定

員が８人以上である場合１００分の９５

（４）　共同生活住居の入居定員が２１人以上である場合１００分の９３

（５）　一体的な運営が行われている共同生活住居の入居定員（指定障害福祉サービス基準第２１０条第２項に規定するサテライト

型住居に係る入居定員を含む。）の合計数が２１人以上である場合１００分の９５

５　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６　指定障害福祉サービス基準第２１３条において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　指定障害福祉サービス基準第２１３条において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定する基

準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

８　指定障害福祉サービス基準第２１３条において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満たしていない

場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

９　利用者が共同生活援助以外の障害福祉サービスを受けている間（居宅介護を受けている間（注２の適用を受けている間に限る。）

及び重度訪問介護を受けている間（注２の適用を受けている間に限る。）を除く。）は、共同生活援助サービス費は、算定しない。

１０　令和８年６月１日以降新規に指定を受けた指定共同生活援助事業所（別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める地域に

所在する事業所並びに都道府県知事が地域に特に必要であるとして指定する事業所であることが客観的に明らかであるものを除く。）

が、利用者に対し、指定共同生活援助を行った場合は、所定単位数に代えて、イ又はロに掲げる単位数の１０００分の９７２に相当

する単位数を算定する。ただし、次の（１）又は（２）に該当する場合は、当該月において所定単位数を算定する。

（１）　当該月において次に掲げるいずれかの加算を１日以上算定している事業所である場合

(一)　１の４の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

(二)　１の４の４の高次脳機能障害者支援体制加算

（２）　当該月において次に掲げるいずれかの加算を１日以上算定している利用者である場合

(一)　１の６の重度障害者支援加算

(二)　１の７の医療的ケア対応支援加算

(三)　７のニの医療連携体制加算(Ⅳ)

１の２　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（１日につき）

イ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅰ)

（１）　区分６９９７単位

（２）　区分５８６０単位

（３）　区分４７７１単位

（４）　区分３５２４単位

ロ　日中サービス支援型共同生活援助サービス費(Ⅱ)

（１）　区分６１，１６８単位

（２）　区分５１，０２８単位



（３）　区分４９３８単位

（４）　区分３６７２単位

注１　イについては、障害者（身体障害者福祉法第４条に規定する身体障害者にあっては、６５歳未満の者又は６５歳に達する日の前

日までに障害福祉サービス若しくはこれに準ずるものを利用したことがあるものに限る。注５において同じ。）（注５に規定する障

害者を除く。）に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所（指定障害福祉サービス基準第２１３条の４第１項に規定する

日中サービス支援型指定共同生活援助事業所をいう。以下同じ。）において、日中サービス支援型指定共同生活援助（指定障害福祉

サービス基準第２１３条の２に規定する日中サービス支援型指定共同生活援助をいう。以下同じ。）を行った場合に、障害支援区分

に応じ、１日につき所定単位数を算定する。

２　日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は、所定単位数に代

えて、次の（１）から（６）までの場合に応じ、それぞれ１日につき次に掲げる単位数を算定する。ただし、注４に規定する単位数

を算定している場合は、算定しない。

（１）　区分６７６５単位

（２）　区分５６２７単位

（３）　区分４５３９単位

（４）　区分３４０７単位

（５）　区分２２７０単位

（６）　区分１以下２５３単位

３　令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対

し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は、所定単位数に代えて、次の（１）から（３）までの場合に応じ、それ

ぞれ１日につき次に掲げる単位数を算定する。ただし、これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時

間が８時間以上である場合にあっては、次に掲げる単位数の１００分の９５に相当する単位数を算定する。

（１）　区分６５６５単位

（２）　区分５５０５単位

（３）　区分４４６７単位

４　令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であ

って、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は、所定単位数に代

えて、次の（１）から（３）までの場合に応じ、それぞれ１日につき、次に掲げる単位数を算定する。ただし、これらの規定に基

づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、次に掲げる単位数の１００分の９

５に相当する単位数を算定する。

（１）　区分６４５４単位

（２）　区分５３９４単位

（３）　区分４３５６単位

５　ロについては、一時的に体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助の利用が必要と認められる障害者に対し、日中サービス

支援型指定共同生活援助（１回当たり連続３０日以内のものに限る。）を提供した場合に、障害支援区分に応じ、年５０日以内に限

り、１日につき所定単位数を算定する。

６　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、一時的に体験的な日中サービス支援型指定共同生活援助の利用が必要と

認められる者であって、日中を当該共同生活住居以外の場所で過ごすものに対し、日中サービス支援型指定共同生活援助（１回当

たり連続３０日以内のものに限る。）を提供した場合は、所定単位数に代えて、次の（１）から（６）までの場合に応じ、年５０日

以内に限り、それぞれ１日につき次に掲げる所定単位数を算定する。

（１）　区分６９２９単位

（２）　区分５７８７単位

（３）　区分４６９５単位

（４）　区分３５４６単位

（５）　区分２４０８単位

（６）　区分１以下３８９単位



７　日中サービス支援型共同生活援助サービス費（注２から注４まで及び注６に規定する場合を含む。）の算定に当たって、次の

（１）から（４）までのいずれかに該当する場合に、それぞれ次に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助の提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第２１３条の１１において準用する指

定障害福祉サービス基準第５８条の規定に従い、日中サービス支援型共同生活援助計画（指定障害福祉サービス基準第２１３条

の１１において準用する指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する日中サービス支援型共同生活援助計画をいう。以

下同じ。）が作成されていない場合　次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　共同生活住居の入居定員が２１人以上である場合　１００分の９３

（４）　一体的な運営が行われている共同生活住居（（３）に該当する共同生活住居を除く。）の入居定員の合計数が２１人以上であ

る場合　１００分の９５

８　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

９　指定障害福祉サービス基準第２１３条の１１において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を

満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１０　指定障害福祉サービス基準第２１３条の１１において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規

定する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１１　指定障害福祉サービス基準第２１３条の１１において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満た

していない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

１２　利用者が日中サービス支援型共同生活援助以外の障害福祉サービスを受けている間（居宅介護を受けている間（注３及び注４

の適用を受けている間に限る。）及び重度訪問介護を受けている間（注３及び注４の適用を受けている間に限る。）を除く。）は、日

中サービス支援型共同生活援助サービス費は、算定しない。

１３　令和８年６月１日以降新規に指定を受けた日中サービス支援型指定共同生活援助事業所（別にこども家庭庁長官及び厚生労働

大臣が定める地域に所在する事業所並びに都道府県知事が地域に特に必要であるとして指定する事業所であることが客観的に明らか

であるものを除く。）が、利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合は、所定単位数に代えて、イ又はロに

掲げる単位数の１０００分の９７２に相当する単位数を算定する。ただし、次の（１）又は（２）に該当する場合は、当該月にお

いて所定単位数を算定する。

（１）　当該月において次に掲げるいずれかの加算を１日以上算定している事業所である場合

(一)　１の４の２の視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

(二)　１の４の４の高次脳機能障害者支援体制加算

（２）　当該月において次に掲げるいずれかの加算を１日以上算定している利用者である場合

(一)　１の６の重度障害者支援加算

(二)　１の７の医療的ケア対応支援加算

(三)　７のニの医療連携体制加算(Ⅳ)

１の２の２　外部サービス利用型共同生活援助サービス費（１日につき）

イ　外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅰ)１７１単位

ロ　外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅱ)１１５単位

ハ　外部サービス利用型共同生活援助サービス費(Ⅲ)２７３単位

注１　イについては、障害者（身体障害者にあっては、６５歳未満の者又は６５歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若しくは

これに準ずるものを利用したことがある者に限り、地域移行支援型ホームにおける外部サービス利用型指定共同生活援助（指定障

害福祉サービス基準第２１３条の１２に規定する外部サービス利用型指定共同生活援助をいう。以下同じ。）の利用者にあっては、

当該地域移行支援型ホームにおいて外部サービス利用型指定共同生活援助の事業を行う者が外部サービス利用型指定共同生活援助

の事業を開始した日において精神科病院に１年以上入院している精神障害者に限る。注２及び注３において同じ。）（注３に規定す

る障害者を除く。）に対し、世話人が、常勤換算方法で、利用者の数を６で除して得た数以上配置されているものとして、都道府県

知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った外部サービス利用型指定共同生活援助事業所（指定障害福祉サー



ビス基準第２１３条の１４第１項に規定する外部サービス利用型指定共同生活援助事業所をいう。以下同じ。）において、基本サー

ビス（指定障害福祉サービス基準第２１３条の１２に規定する基本サービスをいう。以下同じ。）を行った場合に、１日につき所定

単位数を算定する。

２　ロについては、障害者（注３に規定する障害者を除く。）に対し、注１に規定するもの以外の外部サービス利用型指定共同生活援

助事業所（地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律の一部の施

行に伴う関係省令の整備等に関する省令（平成２５年厚生労働省令第１２４号）附則第４条の規定の適用を受ける外部サービス利

用型指定共同生活援助事業所に限る。）において、基本サービスを行った場合に、１日につき所定単位数を算定する。

３　ハについては、一時的に体験的な外部サービス利用型指定共同生活援助の利用が必要と認められる障害者に対し、基本サービス

（１回当たり連続３０日以内のものに限る。）を提供した場合に、年５０日以内に限り、１日につき所定単位数を算定する。

４　イからハまでに掲げる外部サービス利用型共同生活援助サービス費の算定に当たって、次の（１）から（４）までのいずれかに

該当する場合に、それぞれに掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を算定する。

（１）　従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合　別に厚生労働大臣が定める割合

（２）　基本サービスの提供に当たって、指定障害福祉サービス基準第２１３条の２２において準用する指定障害福祉サービス基準

第５８条の規定に従い、外部サービス利用型共同生活援助計画（指定障害福祉サービス基準第２１３条の２２において準用する

指定障害福祉サービス基準第５８条第１項に規定する外部サービス利用型共同生活援助計画をいう。以下同じ。）が作成されてい

ない場合次に掲げる場合に応じ、それぞれ次に掲げる割合

(一)　作成されていない期間が３月未満の場合　１００分の７０

(二)　作成されていない期間が３月以上の場合　１００分の５０

（３）　共同生活住居の入居定員が８人以上である場合１００分の９０

（４）　共同生活住居の入居定員が２１人以上である場合１００分の８７

５　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない場合は、所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

６　指定障害福祉サービス基準第２１３条の２２において準用する指定障害福祉サービス基準第３３条の２第１項に規定する基準を

満たしていない場合は、所定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単位数から減算する。

７　指定障害福祉サービス基準第２１３条の２２において準用する指定障害福祉サービス基準第３５条の２第２項又は第３項に規定

する基準を満たしていない場合は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減算する。

８　指定障害福祉サービス基準第２１３条の２２において準用する指定障害福祉サービス基準第４０条の２に規定する基準を満たして

いない場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。

９　利用者が外部サービス利用型共同生活援助以外の障害福祉サービスを受けている間は、外部サービス利用型共同生活援助サービ

ス費は、算定しない。

１の２の３　退居後共同生活援助サービス費２，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定共同生活援助事業所の従業者が、当該指定共同生活援助事業所を退居した利用者

（入居中に当該利用者に対する支援について２のイの自立生活支援加算(Ⅰ)又はハの自立生活支援加算(Ⅲ)を算定していた者に限る。）

に対し、当該利用者の居宅を訪問して指定共同生活援助を行った場合に、当該退居の日の属する月から３月以内の期間に限り、１月に

つき所定単位数を算定する。ただし、３月を超えて引き続き支援することが必要であると市町村が認めた利用者に対しては、退居の日の

属する月から６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を算定できるものとする。

１の２の４　退居後外部サービス利用型共同生活援助サービス費２，０００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の従業者が、当該外部サービス利用型指

定共同生活援助事業所を退居した利用者（入居中に当該利用者に対する支援について２のイの自立生活支援加算(Ⅰ)又はハの自立生活支

援加算(Ⅲ)が算定されていた者に限る。）に対し、当該利用者の居宅を訪問して外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、

当該退居の日の属する月から３月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を算定する。ただし、３月を超えて引き続き支援することが

必要であると市町村が認めた利用者に対しては、退居の日の属する月から６月以内の期間に限り、１月につき所定単位数を算定できる

ものとする。

１の３　受託居宅介護サービス費

イ　所要時間１５分未満の場合９６単位

ロ　所要時間１５分以上３０分未満の場合１９４単位



ハ　所要時間３０分以上１時間３０分未満の場合　２６３単位に所要時間３０分から計算して所要時間が１５分を増すごとに８７単位を加

算した単位数

ニ　所要時間１時間３０分以上の場合　５６４単位に所要時間１時間３０分から計算して所要時間が１５分を増すごとに３７単位を加算し

た単位数

注　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の利用者（区分２以上に該当する利用者に限る。）に対して、受託居宅介護サービス事業

所の従業者が受託居宅介護サービス（指定障害福祉サービス基準第２１３条の１２に規定する受託居宅介護サービスをいう。以下同

じ。）を行った場合に、現に要した時間ではなく、外部サービス利用型指定共同生活援助の提供時間帯において、外部サービス利用型共

同生活援助計画に位置付けられた内容の受託居宅介護サービスを行うのに要する標準的な時間で所定単位数を算定する。

１の３の２　人員配置体制加算

イ　人員配置体制加算(Ⅰ)

（１）　区分４以上８３単位

（２）　区分３以下７７単位

ロ　人員配置体制加算(Ⅱ)

（１）　区分４以上３３単位

（２）　区分３以下３１単位

ハ　人員配置体制加算(Ⅲ)８４単位

ニ　人員配置体制加算(Ⅳ)３３単位

ホ　人員配置体制加算(Ⅴ)

（１）　区分４以上１３８単位

（２）　区分３１２１単位

ヘ　人員配置体制加算(Ⅵ)

（１）　区分４以上５３単位

（２）　区分３４５単位

ト　人員配置体制加算(Ⅶ)

（１）　区分４以上１３１単位

（２）　区分３以下１１２単位

チ　人員配置体制加算(Ⅷ)

（１）　区分４以上５０単位

（２）　区分３以下４２単位

リ　人員配置体制加算(Ⅸ)１３４単位

ヌ　人員配置体制加算(Ⅹ)５０単位

ル　人員配置体制加算（ⅩⅠ）１２８単位

ヲ　人員配置体制加算（ⅩⅡ）４９単位

ワ　人員配置体制加算（ⅩⅢ）７３単位

カ　人員配置体制加算（ⅩⅣ）２８単位

注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所において、利用者に対し、指定共同生活援助の提供を行った場合（一時的に体験

的な利用が必要と認められる障害者に対して行う場合を除く。以下この１の３の２において同じ。）に、障害支援区分に応じ、１日

につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所において、利用者に対し、指定共同生活援助の提供を行った場合に、障害支援区

分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イを算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所において、令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第１８

条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これら



の規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の１００分

の９５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、イ又はロを算定している場合は、算定しない。

４　ニについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所において、令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サービス基準附則第１８

条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これら

の規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の１００分

の９５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、イからハまでを算定している場合は、算定しない。

５　ホについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、利用者に対して、日中サービス支援型指定共同生

活援助等の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

６　ヘについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、利用者に対して、日中サービス支援型指定共同生

活援助の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、ホを算定している場合は、算定

しない。

７　トについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に

対して、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、ホ又はヘを算定している場合は、算定しない。

８　チについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、日中を共同生活住居以外の場所で過ごす利用者に

対して、日中サービス支援型指定共同生活援助の提供を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

ただし、ホからトまでを算定している場合は、算定しない。

９　リについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サー

ビス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った

場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である

場合にあっては、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、ホからチまでを算定している場合

は、算定しない。

１０　ヌについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サ

ービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者に対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行っ

た場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上であ

る場合にあっては、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数とする。）を加算する。ただし、ホからリまでを算定している場

合は、算定しない。

１１　ルについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サ

ービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であって、日中を共同生活住居以外の場所で過ごすも

のに対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重

度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数とす

る。）を加算する。ただし、ホからヌまでを算定している場合は、算定しない。

１２　ヲについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、令和９年３月３１日までの間、指定障害福祉サ

ービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者であって、日中を共同生活住居以外の場所で過ごすも

のに対し、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数（これらの規定に基づく居宅介護又は重

度訪問介護の利用について、所要時間が８時間以上である場合にあっては、所定単位数の１００分の９５に相当する単位数とす

る。）を加算する。ただし、ホからルまでを算定している場合は、算定しない。

１３　ワについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、利用者に対し、外部サービス利用型指定共同生



活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１４　カについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、利用者に対し、外部サービス利用型指定共同生

活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、ワを算定している場合は、算定しない。

１の４　福祉専門職員配置等加算

イ　福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)１０単位

ロ　福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)７単位

ハ　福祉専門職員配置等加算(Ⅲ)４単位

注１　イについては、指定障害福祉サービス基準第２０８条第１項、第２１３条の４第１項若しくは第２１３条の１４第１項の規定によ

り置くべき世話人又は指定障害福祉サービス基準第２０８条第１項若しくは第２１３条の４第１項の規定により置くべき生活支援員

（注２及び注３において「世話人等」という。）として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉

士又は公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定共同生活援助事業所、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援

助事業所（以下「指定共同生活援助事業所等」という。）において、指定共同生活援助、日中サービス支援型指定共同生活援助又は外

部サービス利用型指定共同生活援助（以下「指定共同生活援助等」という。）を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、世話人等として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師であ

る従業者の割合が１００分の２５以上であるものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指

定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合にお

いて、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。

３　ハについては、次の（１）又は（２）のいずれかに該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただ

し、この場合において、イの福祉専門職員配置等加算(Ⅰ)又はロの福祉専門職員配置等加算(Ⅱ)を算定している場合は、算定しない。

（１）　世話人等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が１００分の７５以上であること。

（２）　世話人等として常勤で配置されている従業者のうち、３年以上従事している従業者の割合が１００分の３０以上であること。

１の４の２　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

イ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅰ)５１単位

ロ　視覚・聴覚言語障害者支援体制加算(Ⅱ)４１単位

注１　イについては、視覚障害者等である指定共同生活援助等の利用者の数（重度の視覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害

のうち２以上の障害を有する利用者については、当該利用者の数に２を乗じて得た数とする。注２において同じ。）が、当該指定共

同生活援助等の利用者の数に１００分の５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者と

して専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者を、指定障害福祉サービス基準第２０８条（指定障害福祉サービス基準附則第

１８条の２第３項において読み替えて適用する場合を含む。）、第２１３条の４（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第３

項において読み替えて適用する場合を含む。）又は第２１３条の１４に定める人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定共同生活

援助等の利用者の数を４０で除して得た数以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、視覚障害者等である指定共同生活援助等の利用者の数が、当該指定共同生活援助等の利用者の数に１００分の３

０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する

従業者を、指定障害福祉サービス基準第２０８条（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第３項において読み替えて適用す

る場合を含む。）、第２１３条の４（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第３項において読み替えて適用する場合を含む。）

又は第２１３条の１４に定める人員配置に加え、常勤換算方法で、当該指定共同生活援助等の利用者の数を５０で除して得た数以

上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業所等に

おいて、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１の４の３　看護職員配置加算７０単位

注　指定障害福祉サービス基準に定める員数の従業者に加え、看護職員を常勤換算方法で１以上配置しているものとして、都道府県知事に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、

１日につき所定単位数を加算する。

１の４の４　高次脳機能障害者支援体制加算４１単位



注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者の数が当該指定共同生活援助等の利用者の数に１００分の３０を乗じ

て得た数以上であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定め

る様式による届出を行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。

１の４の５　ピアサポート実施加算１００単位

注　次の（１）から（３）までのいずれにも該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、法第４条第１項に規定する障害者（以下この注

及び１の４の６において単に「障害者」という。）又は障害者であったと都道府県知事が認める者（以下この注及び１の４の６において

「障害者等」という。）である従業者であって、障害者ピアサポート研修修了者であるものが、その経験に基づき、利用者に対して相談

援助を行った場合に、当該相談援助を受けた利用者の数に応じ、１月につき所定単位数を加算する。

（１）　２のハの自立生活支援加算(Ⅲ)を算定していること。

（２）　障害者ピアサポート研修修了者を指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の従業者として２名

以上（当該２名以上のうち少なくとも１名は障害者等とする。）配置していること。

（３）　（２）に掲げるところにより配置した者のいずれかにより、当該指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活

援助事業所の従業者に対し、障害者に対する配慮等に関する研修が年１回以上行われていること。

１の４の６　退居後ピアサポート実施加算１００単位

注　次の（１）から（３）までのいずれにも該当するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、障害者等である従業者であって、障害者ピアサ

ポート研修修了者であるものが、その経験に基づき、利用者に対して相談援助を行った場合に、当該相談援助を受けた利用者の数に応

じ、１月につき所定単位数を加算する。

（１）　１の２の３の退居後共同生活援助サービス費又は１の２の４の退居後外部サービス利用型共同生活援助サービス費を算定してい

ること。

（２）　障害者ピアサポート研修修了者を指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の従業者として２名

以上（当該２名以上のうち少なくとも１名は障害者等とする。）配置していること。

（３）　（２）に掲げるところにより配置した者のいずれかにより、当該指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活

援助事業所の従業者に対し、障害者に対する配慮等に関する研修が年１回以上行われていること。

１の５　夜間支援等体制加算

イ　夜間支援等体制加算(Ⅰ)

（１）　夜間及び深夜の時間帯において、世話人又は生活支援員等が支援を行う利用者（以下この１の５において「夜間支援対象利用

者」という。）が２人以下

(一)　区分４以上６７２単位

(二)　区分３５６０単位

(三)　区分２以下４４８単位

（２）　夜間支援対象利用者が３人

(一)　区分４以上４４８単位

(二)　区分３３７３単位

(三)　区分２以下２９９単位

（３）　夜間支援対象利用者が４人

(一)　区分４以上３３６単位

(二)　区分３２８０単位

(三)　区分２以下２２４単位

（４）　夜間支援対象利用者が５人

(一)　区分４以上２６９単位

(二)　区分３２２４単位

(三)　区分２以下１７９単位

（５）　夜間支援対象利用者が６人



(一)　区分４以上２２４単位

(二)　区分３１８７単位

(三)　区分２以下１４９単位

（６）　夜間支援対象利用者が７人

(一)　区分４以上１９２単位

(二)　区分３１６０単位

(三)　区分２以下１２８単位

（７）　夜間支援対象利用者が８人

(一)　区分４以上１６８単位

(二)　区分３１４０単位

(三)　区分２以下１１２単位

（８）　夜間支援対象利用者が９人

(一)　区分４以上１４９単位

(二)　区分３１２４単位

(三)　区分２以下９９単位

（９）　夜間支援対象利用者が１０人

(一)　区分４以上１３５単位

(二)　区分３１１３単位

(三)　区分２以下９０単位

（１０）　夜間支援対象利用者が１１人

(一)　区分４以上１２２単位

(二)　区分３１０２単位

(三)　区分２以下８１単位

（１１）　夜間支援対象利用者が１２人

(一)　区分４以上１１２単位

(二)　区分３９３単位

(三)　区分２以下７５単位

（１２）　夜間支援対象利用者が１３人

(一)　区分４以上１０３単位

(二)　区分３８６単位

(三)　区分２以下６９単位

（１３）　夜間支援対象利用者が１４人

(一)　区分４以上９６単位

(二)　区分３８０単位

(三)　区分２以下６４単位

（１４）　夜間支援対象利用者が１５人

(一)　区分４以上９０単位

(二)　区分３７５単位

(三)　区分２以下６０単位

（１５）　夜間支援対象利用者が１６人

(一)　区分４以上８４単位

(二)　区分３７０単位

(三)　区分２以下５６単位

（１６）　夜間支援対象利用者が１７人

(一)　区分４以上７９単位



(二)　区分３６６単位

(三)　区分２以下５３単位

（１７）　夜間支援対象利用者が１８人

(一)　区分４以上７５単位

(二)　区分３６３単位

(三)　区分２以下５０単位

（１８）　夜間支援対象利用者が１９人

(一)　区分４以上７１単位

(二)　区分３５９単位

(三)　区分２以下４７単位

（１９）　夜間支援対象利用者が２０人

(一)　区分４以上６７単位

(二)　区分３５６単位

(三)　区分２以下４５単位

（２０）　夜間支援対象利用者が２１人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上６４単位

(二)　区分３５３単位

(三)　区分２以下４３単位

（２１）　夜間支援対象利用者が２２人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上６１単位

(二)　区分３５１単位

(三)　区分２以下４１単位

（２２）　夜間支援対象利用者が２３人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上５８単位

(二)　区分３４８単位

(三)　区分２以下３９単位

（２３）　夜間支援対象利用者が２４人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上５６単位

(二)　区分３４７単位

(三)　区分２以下３７単位

（２４）　夜間支援対象利用者が２５人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上５４単位

(二)　区分３４５単位

(三)　区分２以下３６単位

（２５）　夜間支援対象利用者が２６人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上５１単位

(二)　区分３４３単位

(三)　区分２以下３４単位

（２６）　夜間支援対象利用者が２７人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上５０単位

(二)　区分３４２単位

(三)　区分２以下３３単位

（２７）　夜間支援対象利用者が２８人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上４８単位

(二)　区分３４０単位



(三)　区分２以下３２単位

（２８）　夜間支援対象利用者が２９人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上４６単位

(二)　区分３３８単位

(三)　区分２以下３１単位

（２９）　夜間支援対象利用者が３０人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）

(一)　区分４以上４５単位

(二)　区分３３８単位

(三)　区分２以下３０単位

ロ　夜間支援等体制加算(Ⅱ)

（１）　夜間支援対象利用者が４人以下１１２単位

（２）　夜間支援対象利用者が５人９０単位

（３）　夜間支援対象利用者が６人７５単位

（４）　夜間支援対象利用者が７人６４単位

（５）　夜間支援対象利用者が８人５６単位

（６）　夜間支援対象利用者が９人５０単位

（７）　夜間支援対象利用者が１０人４５単位

（８）　夜間支援対象利用者が１１人４０単位

（９）　夜間支援対象利用者が１２人３７単位

（１０）　夜間支援対象利用者が１３人３４単位

（１１）　夜間支援対象利用者が１４人３２単位

（１２）　夜間支援対象利用者が１５人３０単位

（１３）　夜間支援対象利用者が１６人２８単位

（１４）　夜間支援対象利用者が１７人２６単位

（１５）　夜間支援対象利用者が１８人２５単位

（１６）　夜間支援対象利用者が１９人２３単位

（１７）　夜間支援対象利用者が２０人２２単位

（１８）　夜間支援対象利用者が２１人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）２１単位

（１９）　夜間支援対象利用者が２２人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）２０単位

（２０）　夜間支援対象利用者が２３人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１９単位

（２１）　夜間支援対象利用者が２４人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１８単位

（２２）　夜間支援対象利用者が２５人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１８単位

（２３）　夜間支援対象利用者が２６人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１７単位

（２４）　夜間支援対象利用者が２７人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１６単位

（２５）　夜間支援対象利用者が２８人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１６単位

（２６）　夜間支援対象利用者が２９人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１５単位

（２７）　夜間支援対象利用者が３０人（夜間支援対象利用者が同一の共同生活住居に入居している場合に限る。）１５単位

ハ　夜間支援等体制加算(Ⅲ)１０単位

ニ　夜間支援等体制加算(Ⅳ)

（１）　夜間支援対象利用者が１５人以下６０単位

（２）　夜間支援対象利用者が１６人５６単位

（３）　夜間支援対象利用者が１７人５３単位

（４）　夜間支援対象利用者が１８人５０単位

（５）　夜間支援対象利用者が１９人４７単位

（６）　夜間支援対象利用者が２０人４５単位



（７）　夜間支援対象利用者が２１人４３単位

（８）　夜間支援対象利用者が２２人４１単位

（９）　夜間支援対象利用者が２３人３９単位

（１０）　夜間支援対象利用者が２４人３７単位

（１１）　夜間支援対象利用者が２５人３６単位

（１２）　夜間支援対象利用者が２６人３４単位

（１３）　夜間支援対象利用者が２７人３３単位

（１４）　夜間支援対象利用者が２８人３２単位

（１５）　夜間支援対象利用者が２９人３１単位

（１６）　夜間支援対象利用者が３０人３０単位

ホ　夜間支援等体制加算(Ⅴ)

（１）　夜間支援対象利用者が１５人以下３０単位

（２）　夜間支援対象利用者が１６人２８単位

（３）　夜間支援対象利用者が１７人２６単位

（４）　夜間支援対象利用者が１８人２５単位

（５）　夜間支援対象利用者が１９人２３単位

（６）　夜間支援対象利用者が２０人２２単位

（７）　夜間支援対象利用者が２１人２１単位

（８）　夜間支援対象利用者が２２人２０単位

（９）　夜間支援対象利用者が２３人１９単位

（１０）　夜間支援対象利用者が２４人１８単位

（１１）　夜間支援対象利用者が２５人１８単位

（１２）　夜間支援対象利用者が２６人１７単位

（１３）　夜間支援対象利用者が２７人１６単位

（１４）　夜間支援対象利用者が２８人１６単位

（１５）　夜間支援対象利用者が２９人１５単位

（１６）　夜間支援対象利用者が３０人１５単位

ヘ　夜間支援等体制加算(Ⅵ)

（１）　夜間支援対象利用者が１５人以下３０単位

（２）　夜間支援対象利用者が１６人２８単位

（３）　夜間支援対象利用者が１７人２６単位

（４）　夜間支援対象利用者が１８人２５単位

（５）　夜間支援対象利用者が１９人２３単位

（６）　夜間支援対象利用者が２０人２２単位

（７）　夜間支援対象利用者が２１人２１単位

（８）　夜間支援対象利用者が２２人２０単位

（９）　夜間支援対象利用者が２３人１９単位

（１０）　夜間支援対象利用者が２４人１８単位

（１１）　夜間支援対象利用者が２５人１８単位

（１２）　夜間支援対象利用者が２６人１７単位

（１３）　夜間支援対象利用者が２７人１６単位

（１４）　夜間支援対象利用者が２８人１６単位

（１５）　夜間支援対象利用者が２９人１５単位

（１６）　夜間支援対象利用者が３０人１５単位



注１　イについては、夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要な介護等の支援を提供で

きる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業

所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定共同生活援助を行った

場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

２　ロについては、宿直を行う夜間支援従事者を配置し、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて、定時的な居室の巡回や緊急

時の支援等を提供できる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指

定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定共

同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの夜間支援等体制加算

(Ⅰ)の算定対象となる利用者については、算定しない。

３　ハについては、夜間及び深夜の時間帯を通じて、利用者に病状の急変その他の緊急の事態が生じた時に、利用者の呼び出し等に速

やかに対応できるよう、常時の連絡体制又は防災体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様

式による届出を行った指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助又は外

部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)又はロ

の夜間支援等体制加算(Ⅱ)の算定対象となる利用者については、算定しない。

４　ニについては、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所であって、更に夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、共同生活住居（同加算の算定対象となる夜勤を行う夜間支援従事者を１名配

置しているものに限る。注５及び注６において同じ。）を巡回させることにより、利用者に対して夜間及び深夜の時間帯を通じて必要

な介護等の支援を提供できる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行っ

た指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助又は外部サービス利用型指

定共同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。

５　ホについては、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所であって、更に夜勤を行う夜間支援従事者を配置し、共同生活住居を巡回させることにより、利用者に対して夜間及び深夜の一部

の時間帯において必要な介護等の支援を提供できる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、指定共同生活援助又は

外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただ

し、ニの夜間支援等体制加算(Ⅳ)の算定対象となる利用者については、加算しない。

６　ヘについては、イの夜間支援等体制加算(Ⅰ)を算定している指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業

所であって、更に宿直を行う夜間支援従事者を配置し、共同生活住居を巡回させることにより、利用者に対して夜間及び深夜の時間

帯を通じて、定時的な居室の巡回や緊急時の支援等を提供できる体制を確保しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉

部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所において、指定共同

生活援助又は外部サービス利用型指定共同生活援助を行った場合に、夜間支援対象利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算

する。ただし、ニの夜間支援等体制加算(Ⅳ)又はホの夜間支援等体制加算(Ⅴ)の算定対象となる利用者については、加算しない。

１の５の２　夜勤職員加配加算１４９単位

注　指定障害福祉サービス基準第２１３条の４第２項に定める員数の夜間支援従事者に加え、共同生活住居ごとに、夜勤を行う夜間支援

従事者を１以上配置しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った日中サービス支援型

指定共同生活援助事業所において、日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

１の６　重度障害者支援加算

イ　重度障害者支援加算(Ⅰ)３６０単位

ロ　重度障害者支援加算(Ⅱ)１８０単位

注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、第８の１の注１に規

定する利用者の支援の度合にある者（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第２項の規定の適用を受ける利用者

を除く。）に対して指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算す

る。

２　イの重度障害者支援加算(Ⅰ)が算定されている指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所であっ

て、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届

出を行った指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対



し、指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、更に１日につき所定単位数に１５０単位を加算

する。

３　ロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める

様式による届出を行った指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、区分４以上に該当

し、第８の１の注１の（２）に規定する利用者の支援の度合にある者（指定障害福祉サービス基準附則第１８条の２第１項又は第

２項の規定の適用を受ける利用者を除く。）に対して指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、

１日につき所定単位数を加算する。ただし、イの重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場合は、加算しない。

４　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所であっ

て、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届

出を行った指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、別に厚生労働大臣が定める者に対

し、指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生活援助を行った場合に、更に１日につき所定単位数に１５０単位を加算

する。

５　イの重度障害者支援加算(Ⅰ)が算定されている指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所について

は、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に５００単位を加算す

る。

６　注２の加算が算定されている指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所については、当該加算の

算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に２００単位を加算する。

７　ロの重度障害者支援加算(Ⅱ)が算定されている指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所について

は、当該加算の算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に４００単位を加算す

る。

８　注４の加算が算定されている指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所については、当該加算の

算定を開始した日から起算して１８０日以内の期間について、更に１日につき所定単位数に２００単位を加算する。

１の７　医療的ケア対応支援加算１２０単位

注　指定障害福祉サービス基準に定める員数の従業者に加え、看護職員を常勤換算方法で１以上配置しているものとして、都道府県知事に

対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業所等において、別に厚生労働大臣が定める者に対して指

定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の６のイの重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場

合は、加算しない。

１の８　日中支援加算

イ　日中支援加算(Ⅰ)

（１）　昼間の時間帯において、世話人又は生活支援員等が支援を行う利用者（以下この１の８において「日中支援対象利用者」とい

う。）が１人の場合５３９単位

（２）　日中支援対象利用者が２人以上の場合２７０単位

ロ　日中支援加算(Ⅱ)

（１）　日中支援対象利用者が１人の場合

(一)　区分４から区分６まで５３９単位

(二)　区分３以下２７０単位

（２）　日中支援対象利用者が２人以上の場合

(一)　区分４から区分６まで２７０単位

(二)　区分３以下１３５単位

注１　イについては、指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所が、高齢又は重度の障害者（６５歳以上

又は障害支援区分４以上の障害者をいう。）であって日中を共同生活住居の外で過ごすことが困難であると認められる利用者に対し

て、共同生活援助計画又は外部サービス利用型共同生活援助計画に基づき、日中に支援を行った場合に、日中支援対象利用者の数に

応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、指定共同生活援助事業所にあっては、日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法

律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日に支援を行った場合については、算定しない。

２　ロについては、指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所が、生活介護等利用者が心身の状況等に

よりこれらのサービスを利用することができないとき又は就労することができないときに、当該利用者に対して日中に支援を行った場

合に、１日につき所定単位数を加算する。



１の９　集中的支援加算

イ　集中的支援加算(Ⅰ)１，０００単位

ロ　集中的支援加算(Ⅱ)５００単位

注１　イについては、別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、広域的支援人材を指定共同生活援助事業所等に訪

問させ、又はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人材が中心となって集中的に支援を行ったときに、当該支援を開始し

た日の属する月から起算して３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数を加算する。

２　ロについては、別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場合において、強度行動障害を有する者への集中的な支援を提供

できる体制を確保しているものとして都道府県知事が認めた指定共同生活援助事業所等が、集中的な支援が必要な利用者を他の指定

障害福祉サービスを行う事業所又は指定障害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して集中的な支援を実施した場合に、当

該支援を開始した日の属する月から起算して３月以内の期間に限り１日につき所定単位数を加算する。

２　自立生活支援加算

イ　自立生活支援加算(Ⅰ)１，０００単位

ロ　自立生活支援加算(Ⅱ)５００単位

ハ　自立生活支援加算(Ⅲ)

（１）　利用期間が３年以内の場合８０単位

（２）　利用期間が３年を超えて４年以内の場合７２単位

（３）　利用期間が４年を超えて５年以内の場合５６単位

（４）　利用期間が５年を超える場合４０単位

注１　イについては、居宅における単身等での生活を本人が希望し、かつ、単身等での生活が可能であると見込まれる利用者（利用期

間が１月を超えると見込まれる利用者に限る。注３を除き、以下この２において同じ。）の退居に向けて、指定共同生活援助事業所

又は外部サービス利用型共同生活援助事業所の従業者が、共同生活援助計画又は外部サービス利用型共同生活援助計画（以下この

注１において単に「計画」という。）を見直した上で、当該利用者に対して、退居後の生活について相談援助を行い、かつ当該利用

者が退居後に生活する居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して退居後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又

は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、計画の見直しを行った日の属する月から起算して６月以内の期間

（当該利用者が退居した場合には、退居した日の属する月までの期間）に限り、１月に１回を限度として所定単位数を加算する。た

だし、当該利用者が退居後に他の社会福祉施設等に入所することを希望している場合にあっては、算定しない。

２　ロについては、居宅における単身等での生活を本人が希望し、かつ、単身等での生活が可能であると見込まれる利用者の退居に

向けて、日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の従業者が、日中サービス支援型共同生活援助計画を見直した上で、当該利

用者に対して、退居後の生活について相談援助を行い、かつ当該利用者が退居後に生活する居宅を訪問し、当該利用者及びその家

族等に対して退居後の障害福祉サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合

に、入居中２回を限度として所定単位数を加算し、当該利用者の退居後３０日以内に当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者及び

その家族等に対して相談援助を行った場合に、退居後１回を限度として、所定単位数を加算する。ただし、当該利用者が、退居後に

他の社会福祉施設に入所する場合等にあっては、算定しない。

３　ハについては、居宅における単身等での生活を本人が希望し、かつ、単身等での生活が可能であると見込まれる利用者の退居に

向けて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式によ

る届出を行った指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定事業所が、退居後の生活について相談援助を行い、かつ当該

利用者が退居後に生活する居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して退居後の障害福祉サービスその他の保健医療サービ

ス又は福祉サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。

４　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所であって、イを算定しているものにおいて、住宅確

保要配慮者居住支援法人又は住宅確保要配慮者居住支援協議会に対して、１月に１回以上、利用者の住宅の確保及び居住の支援に

必要な情報を共有した場合に、更に１月につき３５単位を加算する。

５　指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所であって、イを算定しているものが、当該指定共同生活

援助事業所又は外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の利用者の同意を得て、当該利用者に対して、住宅確保要配慮者居住

支援法人と共同して、居宅における生活上必要な説明及び指導を行った上で、協議会又は保健、医療及び福祉関係者による協議の

場に対し、当該説明及び指導の内容並びに住宅の確保及び居住の支援に係る課題を報告した場合に、当該利用者１人につき１月に

１回を限度として、更に５００単位を加算する。



３　入院時支援特別加算

イ　当該月における入院期間（入院の初日及び最終日を除く。ロ及び注において同じ。）の日数の合計が３日以上７日未満の場合５６１単

位

ロ　当該月における入院期間の日数の合計が７日以上の場合１，１２２単位

注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所（当該指定共同生活援助事業所等の同一敷地内に併設す

る病院又は診療所を除く。）への入院を要した場合に、指定障害福祉サービス基準第２０８条、第２１３条の４又は第２１３条の１４

の規定により指定共同生活援助事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、共同生活援助計画、日中サービス支援型共同

生活援助計画又は外部サービス利用型共同生活援助計画（以下「共同生活援助計画等」という。）に基づき、当該利用者が入院してい

る病院又は診療所を訪問し、当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合に、１月に

１回を限度として、入院期間の日数の合計に応じ、所定単位数を算定する。

３の２　長期入院時支援特別加算

イ　指定共同生活援助事業所の場合１２２単位

ロ　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合１５０単位

ハ　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合７６単位

注　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な利用者が病院又は診療所（当該指定共同生活援助事業所等の同一敷地内に併設する

病院又は診療所を除く。）への入院を要した場合に、指定障害福祉サービス基準第２０８条、第２１３条の４又は第２１３条の１４の規

定により指定共同生活援助事業所等に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、共同生活援助計画等に基づき、当該利用者が入院

している病院又は診療所を訪問し、当該病院又は診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常生活上の支援を行った場合に、１

月の入院期間（入院の初日及び最終日を除く。）の日数が２日を超える場合に、当該日数を超える期間（継続して入院している者にあっ

ては、入院した初日から起算して３月に限る。）について、１日につき所定単位数を加算する。ただし、３の入院時支援特別加算が算定

される月は、算定しない。

４　帰宅時支援加算

イ　当該月における家族等の居宅等における外泊期間（外泊の初日及び最終日を除く。ロ及び注において同じ。）の日数の合計が３日以上

７日未満の場合１８７単位

ロ　当該月における家族等の居宅等における外泊期間の日数の合計が７日以上の場合３７４単位

注　利用者が共同生活援助計画等に基づき家族等の居宅等において外泊した場合に、１月に１回を限度として、外泊期間の日数の合計

に応じ、所定単位数を算定する。

５　長期帰宅時支援加算

イ　指定共同生活援助事業所の場合４０単位

ロ　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合５０単位

ハ　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合２５単位

注　利用者が共同生活援助計画等に基づき家族等の居宅等において外泊した場合に、１月の外泊期間（外泊の初日及び最終日を除く。）の

日数が２日を超える場合に、当該日数を超える期間について、１日につき所定単位数を加算する（継続して外泊している者にあっては、

外泊した初日から起算して３月に限る。）。ただし、４の帰宅時支援加算が算定される期間は、算定しない。

６　地域生活移行個別支援特別加算６７０単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定共同生活援助事業所等が、厚生労働大臣が定める者に対して、特別な支援に対応した共同生活援助計画等に基づき、地域で生活

するために必要な相談援助や個別の支援等を行った場合に、当該者に対し、３年以内（医療観察法に基づく通院期間の延長を行った場

合にあっては、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の指定障害福祉サービスを行う事業所及び指定障害者支援施設等において地

域生活移行個別支援特別加算を算定した期間を含む。）において、１日につき所定単位数を加算する。

６の２　精神障害者地域移行特別加算３００単位

注　指定障害福祉サービス基準第２１１条の３（第２１３条の１１において準用する場合を含む。）又は第２１３条の１９に規定する運営

規程に定める主たる対象とする障害者の種類に精神障害者を含み、かつ、指定障害福祉サービス基準第２０８条、第２１３条の４又は

第２１３条の１４の規定により指定共同生活援助事業所等に置くべき従業者のうち社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等であ

る従業者を１人以上配置するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事

業所等において、当該社会福祉士、精神保健福祉士又は公認心理師等である従業者が、精神科病院に１年以上入院していた精神障害者で

あって当該精神科病院を退院してから１年以内のものに対し、共同生活援助計画等を作成するとともに、地域で生活するために必要な相



談援助や個別の支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、６の地域生活移行個別支援特別加算を算定してい

る場合は、算定しない。

６の３　強度行動障害者地域移行特別加算３００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、指定障害者支援施設等又は指定障害児入所施

設等に１年以上入所していた者であって当該施設等を退所してから１年以内のもののうち、別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると

認められた利用者に対し、共同生活援助計画又は日中サービス支援型共同生活援助計画に基づき、地域で生活するために必要な相談援

助や個別の支援等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の６の重度障害者支援加算を算定している場合は、

算定しない。

６の４　強度行動障害者体験利用加算４００単位

注　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行

った指定共同生活援助事業所又は日中サービス支援型指定共同生活援助事業所において、一時的に体験的な指定共同生活援助又は日中

サービス支援型指定共同生活援助の利用が必要と認められる者のうち、別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者

に対し、共同生活援助計画又は日中サービス支援型共同生活援助計画に基づき、指定共同生活援助又は日中サービス支援型指定共同生

活援助を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の６の重度障害者支援加算を算定している場合は、加算しな

い。

７　医療連携体制加算

イ　医療連携体制加算(Ⅰ)３２単位

ロ　医療連携体制加算(Ⅱ)６３単位

ハ　医療連携体制加算(Ⅲ)１２５単位

ニ　医療連携体制加算(Ⅳ)

（１）　看護を受けた利用者が１人８００単位

（２）　看護を受けた利用者が２人５００単位

（３）　看護を受けた利用者が３人以上８人以下４００単位

ホ　医療連携体制加算(Ⅴ)５００単位

ヘ　医療連携体制加算(Ⅵ)１００単位

ト　医療連携体制加算(Ⅶ)３９単位

注１　イについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１

時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、

算定しない。

２　ロについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して１

時間以上２時間未満の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日に

つき所定単位数を加算する。ただし、１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者に

ついては、算定しない。

３　ハについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が利用者に対して２

時間以上の看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、１日につき所定単

位数を加算する。ただし、１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、

算定しない。

４　ニについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が別に厚生労働大臣

が定める者に対して看護を行った場合に、当該看護を受けた利用者に対し、１回の訪問につき８人の利用者を限度として、当該看護を

受けた利用者の数に応じ、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の４の３の看護職員配置加算若しくは１の７の医療的ケア

対応支援加算又はイからハまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

５　ホについては、医療機関等との連携により、看護職員を指定共同生活援助事業所等に訪問させ、当該看護職員が認定特定行為業務

従事者に喀痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員１人に対し、１日につき所定単位数を加算する。ただし、１の４の３
かくたん

の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している場合は、算定しない。



６　ヘについては、喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に、１日につき所定単位数を
かくたん かくたん

加算する。ただし、１の７の医療的ケア対応支援加算又はイからニまでのいずれかを算定している利用者については、算定しない。

７　トについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式に

よる届出を行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算する。た

だし、１の４の３の看護職員配置加算又は１の７の医療的ケア対応支援加算を算定している利用者については、算定しない。

８　通勤者生活支援加算１８単位

注　指定共同生活援助又は外部サービス利用型指定共同生活援助の利用者のうち１００分の５０以上の者が通常の事業所に雇用されてい

るとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業所又は外部サービス利用型指

定共同生活援助事業所において、主として日中において、職場での対人関係の調整や相談・助言及び金銭管理についての指導等就労を

定着させるために必要な日常生活上の支援を行っている場合に、１日につき所定単位数を加算する。

８の２　障害者支援施設等感染対策向上加算

イ　障害者支援施設等感染対策向上加算(Ⅰ)１０単位

ロ　障害者支援施設等感染対策向上加算(Ⅱ)５単位

注１　イについては、以下の（１）から（３）のいずれにも適合するものとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式

による届出を行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１月につき所定単位数を加算す

る。

（１）　第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。

（２）　指定障害福祉サービス基準第２１２条の４（指定障害福祉サービス基準第２１３条の２２において準用する場合を含む。）

に規定する協力医療機関その他の医療機関（以下この（２）において「協力医療機関等」という。）との間で、感染症（新興感染

症を除く。以下この（２）において同じ。）の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に、協力医療機関等と連

携し適切に対応していること。

（３）　医科診療報酬点数表の区分番号Ａ２３４―２に規定する感染対策向上加算（注２において「感染対策向上加算」という。）

又は医科診療報酬点数表の区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注１１及び区分番号Ａ００１に掲げる再診料の注１５に規定する

外来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加している

こと。

２　ロについては、医科診療報酬点数表の感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上、事業所内で感染者

が発生した場合の対応に係る実地指導を受けていることとして、都道府県知事に対して障害保健福祉部長が定める様式による届出を

行った指定共同生活援助事業所等において、指定共同生活援助等を行った場合に、１月につき所定単位数を加算する。

８の３　新興感染症等施設療養加算２４０単位

注　利用者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に、相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、かつ、当該感

染症に感染した利用者に対し、適切な感染対策を行った上で、指定共同生活援助等を行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度

として１日につき所定単位数を加算する。

９　福祉・介護職員等処遇改善加算

注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとして、都道府県知事に対して障害保

健福祉部長が定める様式による届出を行った指定共同生活援助事業所等（国、のぞみの園又は独立行政法人国立病院機構が行う場合を

除く。）が、利用者に対し、指定共同生活援助等を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、次に掲げる区分に応じ、次に掲げる

単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にあっては、次に掲げるその他の加算は算定し

ない。

イ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)イ

（１）　指定共同生活援助事業所の場合　１から８の３まで（１の２、１の２の２、１の２の４、１の３及び１の５の２を除く。以下

この９において同じ。）により算定した単位数の１０００分の１６３に相当する単位数

（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　１の２から８の３まで（１の２の２から１の３まで、１の４の５から１

の５まで、１の８及び８を除く。以下この９において同じ。）により算定した単位数の１０００分の１６３に相当する単位数

（３）　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合　１の２の２から８の３まで（１の２の３、１の５の２、１の６、６の３

及び６の４を除く。以下この９において同じ。）により算定した単位数の１０００分の２２７に相当する単位数

ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅰ)ロ

（１）　指定共同生活援助事業所の場合　１から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６９に相当する単位数



（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　１の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６９に相

当する単位数

（３）　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合　１の２の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の２３３

に相当する単位数

ハ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)イ

（１）　指定共同生活援助事業所の場合　１から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６０に相当する単位数

（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　１の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６０に相

当する単位数

（３）　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合　１の２の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の２２４

に相当する単位数

ニ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅱ)ロ

（１）　指定共同生活援助事業所の場合　１から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６６に相当する単位数

（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　１の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６６に相

当する単位数

（３）　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合　１の２の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の２３０

に相当する単位数

ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)

（１）　指定共同生活援助事業所の場合　１から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１４４に相当する単位数

（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　１の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１４４に相

当する単位数

（３）　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合　１の２の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の２０８

に相当する単位数

ヘ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)

（１）　指定共同生活援助事業所の場合　１から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１２１に相当する単位数

（２）　日中サービス支援型指定共同生活援助事業所の場合　１の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１２１に相

当する単位数

（３）　外部サービス利用型指定共同生活援助事業所の場合　１の２の２から８の３までにより算定した単位数の１０００分の１６８

に相当する単位数


